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1 

1. はじめに 

国立研究開発法人*1日本原子力研究開発機構（以下、原子力機構）幌延深

地層研究センターでは、原子力発電に伴って発生する高レベル放射性廃棄物

を安全に地層処分するための基盤的な研究開発として、平成 13年 3月より、

北海道の幌延町において幌延深地層研究計画（堆積岩を対象とした深地層の

研究施設計画）を進めています。この計画は、堆積岩を対象とした深地層の

科学的な研究（地層科学研究）および地層処分技術の信頼性向上や安全評価

手法の高度化に向けた研究開発（地層処分研究開発）を目的として、「地上

からの調査研究段階（第 1段階）」、「坑道掘削（地下施設建設）時の調査研究

段階（第 2 段階）」、「地下施設での調査研究段階（第 3 段階）」の 3 つの調査

研究段階に分けて実施してきています。地層処分のために地下を調査する施

設には、最終処分場として使用しない施設で技術を磨く地下研究施設（ジェ

ネリックな地下研究施設）と最終処分施設建設地としての適性を見定める地

下研究施設（サイトスペシフィックな地下研究施設）の 2 つの種類がありま

す。このうち、幌延深地層研究センターの地下施設は、ジェネリックな地下

研究施設に該当します。 

幌延深地層研究センターでは、北海道および幌延町により受け入れられた、

「令和 2 年度以降の幌延深地層研究計画」で示した研究課題である、実際の

地質環境における人工バリア※の適用性確認、処分概念オプション※の実証、

地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力※の検証について、令和 2年度以降、第 3

期および第 4 期中長期目標期間*2を目途に取り組むこととしました*3。その上

で、国内外の技術動向を踏まえて、地層処分の技術基盤の整備の完了が確認

できれば、地下施設の埋め戻しを行うことを具体的工程として示します。 

なお、令和 7 年 2 月に閣議決定された「エネルギー基本計画」では、高レ

ベル放射性廃棄物については、「最終処分の実現に向け、特定放射性廃棄物

の最終処分に関する基本方針に基づき、国が前面に立ち取り組む。」との考

 
※ このマークがついた用語は、11.用語集に説明を掲載しています。 

*1：独立行政法人通則法の改正（平成27年4月1日施行）により新たに設定された分類のひとつで、研究開発に係るものを主

要な業務として、中長期的（5年～7年）な目標・計画に基づき行うことにより、我が国の科学技術の水準の向上を通じた

国民経済の健全な発展その他の公益に資するため研究開発の最大限の成果を確保することを目的とする法人に対する名称

です。原子力機構は、平成27年4月1日に「独立行政法人日本原子力研究開発機構」から「国立研究開発法人日本原子力研

究開発機構」に名称変更しています。 

*2：第4期中長期目標の期間は、令和4年4月1日～令和11年3月31日の7年間です。 

*3：令和2年度以降の研究期間は9年間であり、その期間を通じて必要な成果を得て研究を終了できるように取り組むことと

しています（https://www.jaea.go.jp/04/horonobe/press/31/press_1206.html）。 



 

2 

え方が示され、「地層処分の技術的信頼性の更なる向上に向け、引き続き、

国、NUMO*4、JAEA*5等の関係機関が、全体を俯瞰して技術開発を着実に進め、

最新知見を定期的に反映するとともに、その専門的な評価が国民に十分に共

有されることが重要である。この際、幌延の深地層研究施設等における研究

成果を十分に活用していく。」ことが示されました。 

また、文部科学省、経済産業省および原子力規制委員会により「国立研究

開発法人日本原子力研究開発機構が達成すべき業務運営に関する目標（中長

期目標）*6」（以下、第 4 期中長期目標）が定められており、この第 4 期中長

期目標を達成するために、原子力機構は、「国立研究開発法人日本原子力研

究開発機構の中長期目標を達成するための計画（中長期計画）（令和 4年 4月

1日～令和 11年 3月 31日）」（以下、第 4期中長期計画）を策定しました。第

4 期中長期計画では、幌延深地層研究計画について、「令和 2 年度以降の幌延

深地層研究計画」で示した 3つの研究課題を進めること、「研究の実施に当た

っては、稚内層深部（深度 500 m）に坑道を展開して研究に取り組むとともに、

更なる国内外の連携を進め、研究開発成果の最大化を図る」こととしていま

す。 

幌延深地層研究センターは、「令和 2年度以降の幌延深地層研究計画」を、

これまでと同様に、放射性廃棄物を持ち込むことや使用することなく、また

最終処分場とはしないことを約束した「幌延町における深地層の研究に関す

る協定書」の遵守を大前提に、安全を最優先として研究を進めます。研究開

発を進めるに当たっては、当初の計画の研究対象の範囲内において、国内外

の関係機関の資金や人材を活用していきます。 

  

 
*4：原子力発電環境整備機構（Nuclear Waste Management Organization of Japan）の略称です。NUMOは、原子力発電所で使い終

えた燃料（使用済燃料）を再処理する過程で発生する高レベル放射性廃棄物および関連して発生する長半減期核種の濃度

が高い低レベル放射性廃棄物（地層処分相当低レベル放射性廃棄物）の地層処分を行う実施主体です。 

*5：原子力機構（Japan Atomic Energy Agency）の略称です。 

*6：原子力機構は、原子力基本法第2条に規定する基本方針および第7条に基づき、原子力に関する基礎的及び応用の研究並

びに高レベル放射性廃棄物の処分等に関する技術の開発等を総合的、計画的かつ効率的に行うことを目的としています。

中長期目標はこれを踏まえ、文部科学省、経済産業省および原子力規制委員会が、独立行政法人通則法第35条の4の規定に

基づき定めた目標です。 
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2. 令和 2年度以降の幌延深地層研究計画に示した研究課題 

「令和 2 年度以降の幌延深地層研究計画」では、必須の課題のうち、引き

続き研究開発が必要と考えられる以下の課題（令和2年度以降の必須の課題※）

に取り組んでいます（図 1、表 1、参考資料）。 

 

(1) 実際の地質環境における人工バリアの適用性確認 

令和元年度までの人工バリア性能確認試験では、実際の地下環境における

ヒーターの加熱過程のデータを取得しましたが、減熱過程※のデータが取得

されていません。令和 2 年度以降は、注入する地下水の圧力や量を増加させ

緩衝材※に地下水を浸潤させた場合のデータを取得し、分析・評価します。

その後、減熱時のデータを取得します。加えて、人工バリアの解体作業およ

び緩衝材の飽和度※などの確認を実施します。 

また、令和元年度までの物質移行試験により、トレーサー※試験手法を確

立することができました。ただし、これまでの研究結果から、幌延の堆積岩

において、有機物や微生物が、放射性物質の岩盤への吸着を妨げ、閉じ込め

効果を低下させる可能性が確認されており、令和 2 年度以降は、確立した試

験手法を用いて掘削損傷領域※での物質移行に関するデータ取得を実施する

とともに、有機物や微生物の影響を確認するためのトレーサー試験を実施し

ます。 

 

(2) 処分概念オプションの実証 

令和元年度までの試験では、実際の環境下において、坑道の埋め戻し方法

の違い（締固め、ブロック方式など）による埋め戻し材※の基本特性（密度

や均一性）を把握しましたが、緩衝材の施工方法や坑道閉鎖に関する様々な

オプションの検討には至っていません。令和 2 年度以降は、人工バリア性能

確認試験において、注入する地下水の圧力や量を増加させ、緩衝材に十分に

水を浸潤させた状態を確保して施工方法の違い（締固め、ブロック方式など）

による緩衝材の品質の違いを把握するとともに、埋め戻し方法（プラグ※の

有無など）・回収方法※による埋め戻し材の品質の違いを実証試験で明らかに

します。さらに、人工バリアの品質を踏まえて、廃棄体の設置方法（間隔な

ど）を確認するための実証試験を行います。また、人工バリアシステムに対
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する安全裕度の検証に向けて、緩衝材が 100℃超になった状態を想定した解

析手法を開発します。 

 

(3) 地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証 

令和元年度までの検討では、まずは小規模な断層（幅数 cm）に着目して試

験を行い、断層のずれが断層沿いの地下水の流れに与える影響などを確認し

ました。これまでの研究開発で手法の妥当性が確認できたため、この手法を

使って、処分場の設計・施工や安全評価とリンクした形で研究を進めること

が可能となりました。令和 2 年度以降は、より大型の断層において、断層の

ずれが断層内の地下水の流れに与える影響に関して、堆積岩の緩衝能力（自

己治癒能力）の作用に係る実証試験を実施します。さらに、地下水の流れが

非常に遅い領域を調査してモデル化する技術を実証するとともに、人工バリ

アのひび割れに対する自己治癒能力を解析する手法を開発します。 

 

 
図 1 令和 2年度以降に取り組むべき研究課題 

（令和 2年度以降の必須の課題） 
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表 1 幌延深地層研究計画の令和 2 年度以降のスケジュール 

 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

2.1.1 操業・回収技術等の技術オプションの実証、閉鎖技術の実証

2.1.2 坑道スケール～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の体系化

　(1)坑道スケール～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の体系化

　(2)先行ボーリングによる地質環境特性調査ならびに工学的対策を考慮した
      地下施設および人工バリアの設計・評価技術の体系化

　(3)多連接坑道を考慮した湧水抑制対策技術および処分孔支保技術の整備、
     緩衝材流出・侵入現象評価手法および抑制対策技術の整備

　(4)廃棄体設置の判断や間隔の設定に必要となる情報の整理

3.1.1 地殻変動が地層の透水性に与える影響の把握

3.1.2 地下水の流れが非常に遅い領域を調査・評価する技術の高度化

【施設計画】

【維持管理】

2.1 人工バリアの定置・品質確認などの方法論に関する実証試験

2.2 高温度（100℃以上）等の限界的条件下での人工バリア性能確認試験

3.地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証

3.1 水圧擾乱試験などによる緩衝能力の検証・定量化

3.2 地殻変動による人工バリアへの影響・回復挙動試験

第3期中長期目標期間 第4期中長期目標期間

1．実際の地質環境における人工バリアの適用性確認

1.1 人工バリア性能確認試験

1.2 物質移行試験

本資料は現段階で想定するスケジュールであり、年度ごとに得られた研究成果を評価し見直していきます。 個別の要素技術の課題については、期間の前半で実施し、後半は体系化して取り組む課題（2.1.2）に統合して実施する。

2.1.2を実施する中で、情報の不足等があった場合に追加で試験や解析を実施する。実施する場合には年度当初に示す計画書にて記載する。

坑道掘削

2．処分概念オプションの実証

・深度に応じた堆積岩の水理・物質移行特性の違いの実証

・掘削損傷領域や人工バリア/処分坑道の設計（仕様やレイアウトなど）も考慮した閉じ込め性能の評価手法の整理

掘削準備 350m調査坑道

換気立坑

500m調査坑道

東立坑
西立坑

解体試験のデータ取得、連成モデルの適用性確認

・廃棄体設置の判断や間隔の設定に必要なピット周辺の割れ目からの湧水量や掘削損傷領域の広がりなどの

調査・評価手法について、他の堆積岩との比較による体系的整理

・複数の坑道やピットを施工する際の湧水抑制対策や支保技術の整備

・緩衝材の流出現象や岩盤への侵入現象を評価・抑制する技術の整備

・人工バリアを定置するピットの配置位置や坑道の間隔を設計するための調査・設計・評価の一連の技術の体系化

・高地圧下での坑道掘削や、実規模スケールでの埋め戻し/止水プラグの設計から施工までの一連の技術の実証

浸潤時・減熱時のデータ取得、連成モデルの適用性確認

国際プロジェクトにおける解析コード間の比較検証、改良・高度化

掘削影響領域での物質移行に関するデータ取得

有機物、微生物、コロイドの影響を考慮した物質移行試験、等

搬送定置・回収技術、閉鎖技術の実証

100℃超の際にニアフィールドにおいて発生する現象の整理

国際プロジェクト情報の収集・整理、等

数十㎝の幅の断層を対象とした水圧擾乱試験

断層の活動性評価手法の整備、等

地下水の流れが非常に遅い領域（化石海水領域）の調査・評価技術の検証、等

人工バリアの緩衝材や坑道埋め戻し材が掘削影響領域の力学的・水理学的

な緩衝能力に与える影響を把握する解析手法の開発
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表 1に示したように、令和 2年度以降の必須の課題のうち、令和 6年度ま

でに多くの課題を終了し、成果の取りまとめを行いました(1)。また、令和 6

年度から、「坑道スケール※～ピットスケール※での調査・設計・評価技術の

体系化」（以下、体系化の研究）に着手しています。さらに、令和 2年度以降

の必須の課題に取り組むに当たって、成果を最大化する観点から、OECD/NEA*7

の協力のもと、令和 4 年度から幌延国際共同プロジェクト（Horonobe 

International Project、以下、HIP）※を活用しています。 

体系化の研究には、令和 6 年度までに終了した課題の成果を反映しつつ取

り組んでいます。これらの課題の位置付けや成果の反映先を明らかにする観

点で、実際の処分事業における時間スケールを横軸に、体系化の研究で対象

としている空間スケールを縦軸に、令和 2 年度以降の幌延深地層研究計画で

取り組んでいる課題の全体像を整理して図 2に示します。 

 

 
図 2 令和 2年度以降の幌延深地層研究計画における研究課題の全体像 

（ ）内の番号は表 1に対応しており、青太枠・赤字の番号は本報告書で記載のある項目です。HIP

の各タスクとの対応も合わせて示します。 

 
*7：OECD/NEA（経済協力開発機構/原子力機関）は、安全かつ環境的にも受け入れられる経済的なエネルギー資源としての原

子力エネルギーの発展に貢献することを目的として、原子力政策、技術に関する情報・意見交換、行政上・規制上の問題

の検討、各国法の調査および経済的側面の研究などを実施しています。  
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なお、上記に挙げた令和 2 年度以降の必須の課題に対応するために、地下

施設の深度 500 mに調査坑道を整備しました。地下施設は、図 3(a)に示すよ

うに 3 本の立坑と 4 つの深度の調査坑道からなり、立坑は各深度へのアクセ

スならびに地下施設の換気のための役割を担っています*8。また、研究対象

としている地層は、声
こ え

問層
といそう

と稚内層であり（図 3(b)）、声問層は稚内市声問

付近、稚内層は稚内市の市街によく認められたことから、それぞれの地名が

地層名として古くから与えられています。声問層（珪藻質泥岩）は、主に海

底に降り積もった珪藻と呼ばれる植物プランクトンの遺骸から構成され、地

下施設周辺の堆積年代は、約 400 万年前～200 万年前と推定されます(2、3、4)。

一方、稚内層（珪質泥岩）は、声問層と同様の珪藻の遺骸が堆積の進行に伴

ってより深くに埋没することで地温の影響などを受けて溶解し、再沈殿(3)し

てできた鉱物を主成分としており、声問層より硬いことが特徴です。地下施

設周辺の稚内層の堆積年代は、約 700万年前～400万年前と推定されます(2、3、

4)。 

 

 
(a) 地下施設イメージ図 

 
(b) 地質断面図 

図 3 地下施設イメージ図および地下施設周辺の地質断面図 

 
*8：地下施設で火災が発生した際に、換気立坑から煙や有毒ガスなどを排気し、東立坑もしくは西立坑からの避難を可能と

するため、立坑を3本掘削するレイアウトを採用しています。これは、幌延の地下水にはメタンガスが含まれているため、

地下水から湧出するメタンガスの発火・爆発の可能性を考慮して、速やかに地上まで避難することを想定しているためで

す。 
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稚内層は、図 3(b)に示すように地質環境の特徴から浅部と深部に分けられ

ます。稚内層深部である深度 500 m の地質環境については、稚内層浅部であ

る深度 350 m と比べて土圧や地下水圧が高く、地下水や物質の動きが極めて

緩慢であるという特徴があります(1)。深度 500 m（稚内層深部）と深度 350 m

（稚内層浅部）の地質環境の特徴を表 2に示します。 

 

表 2 深度 500 mと深度 350 mの地質環境の特徴 
 深度 500 m（稚内層深部） 深度 350 m（稚内層浅部） 

分布する

割れ目の

特徴 
 

断層沿いに割れ目の発達が乏しく、 

断層内を水が流れにくい 

 
断層沿いに多数の割れ目が発達し、 

断層内を水が流れやすい 

割れ目の

開口状況 

 
割れ目が閉じており、水が流れにくい 

 
割れ目が開いており、水が流れやすい 

土圧 

地下水圧 

土圧が大きく、岩石が軟らかい 

地下水圧が高い 

土圧が小さく、岩石が硬い 

地下水圧が低い 
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3. 令和 7年度の主な調査研究の成果 

令和 7年度は、「幌延深地層研究計画 令和 7年度調査研究計画」(5)にした

がって、令和 2 年度以降の必須の課題に関わる調査研究および地下施設の建

設・維持管理などを実施しました。 

調査研究では、令和 2 年度以降の必須の課題のうち、主に「坑道スケール

～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の体系化」に取り組むとともに、

必須の課題への対応に必要なデータ取得を継続しました。以下に調査研究の

成果の概要を示します。 

 

(1) 実際の地質環境における人工バリアの適用性確認 

人工バリア性能確認試験では、解体試験までの状態を把握するためのデー

タ取得を自動計測機器により継続しました。また、解体試験計画の具体化や

室内試験を対象とした解析検討を継続するとともに、原位置試験※における

埋め戻し材や緩衝材中の水分量や密度などを解析するための準備を行いまし

た。これらの取り組みは、HIPのタスク C（実規模の人工バリアシステム解体

試験）の一環として実施しています。 

 

(2) 処分概念オプションの実証 

坑道スケール～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の体系化につい

て、以下の 4つの課題に取り組みました。 

① 坑道スケール～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の体系化 

坑道スケールにおける岩盤の閉じ込め性能評価では、既存の研究結果に基

づき、断層の代表的な透水性※と亀裂ネットワークモデル※を組み合わせて岩

盤の平均的な水の通しやすさの指標である有効透水係数※を推定しました。

HIPのタスク A（物質移行試験）の課題として複数の割れ目が関与していると

考えられる場においてトレーサー試験を実施し、多様な水理・力学条件の影

響を受ける場合でも既存の装置を用いてトレーサー試験を成立させることが

可能であることを示しました。 
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② 先行ボーリングによる地質環境特性調査ならびに工学的対策を考慮した

地下施設および人工バリアの設計・評価技術の体系化 

坑道とピットの配置に関する調査・評価・施工技術について、500m 調査坑

道で実施した先行ボーリング調査で得られたコア試料と孔壁画像の観察を通

じて、500m試験坑道 8および 500m試験坑道 9（以下、500m試験坑道 8・9）に

出現する断層を予測し、坑道を掘削した後の底盤観察の結果と比較しました。

その結果、先行ボーリング調査によって、坑道に出現する断層を事前に捉え

られることや、断層の走向・傾斜や分布頻度の傾向を把握できる可能性が示

されました。また、500m試験坑道 8・9の掘削時の湧水量は少なく、先行ボー

リング調査時における湧水の程度と整合する結果を得ました。さらに、500m

試験坑道 9を掘削した後に、ボーリング調査により掘削損傷領域（以下、EDZ）

の広がりとその透水性を確認した結果、500m試験坑道9の側壁面から最大3.1 

m 程度まで坑道掘削に起因する割れ目が発達しており、その領域では割れ目

のない領域と比較して透水性が高いことが分かりました。 

坑道の埋め戻しと止水プラグの設置の調査・設計・施工技術について、実

規模スケールの坑道の埋め戻しと止水プラグ設置の施工試験（以下、原位置

施工試験）に先立ち、350m 試験坑道 6 の周辺の EDZ の広がりと周辺岩盤の透

水性の変化を調査した結果、坑道掘削後に坑道周辺で形成されたと解釈され

る引張割れ目が発達する領域では、割れ目の少ない領域に比べて透水性が高

くなる傾向を確認しました。坑道の埋め戻しと止水プラグの施工において、

地上での吹付け試験を実施し、施工手順や施工品質を確認し、350m 試験坑道

6における原位置施工試験計画の具体化を進めました。 

③ 多連接坑道※を考慮した湧水抑制対策技術および処分孔支保※技術の整備、

緩衝材流出・侵入現象※評価手法および抑制対策技術の整備 

湧水抑制対策技術の整備に必要となる湧水量の予測手法の整備を目指し、

350m 調査坑道における湧水量の減少速度を、地上からのボーリング調査から

推定した断層や割れ目内の水みちのつながり方の次元※に基づいて予測した

結果、近接する複数の湧水箇所間の水圧干渉を考慮することで、湧水量の長

期的な減少速度を予測できることを実証しました。 

ピット周辺の EDZ の範囲を評価するための解析手法と支保設計への反映方

法の整備を目的として、500m 調査坑道における試験ピットの掘削に先立ち、
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掘削に伴う EDZ の広がりを予測する解析を実施した結果、坑道底盤部付近で

EDZ の広がりが大きく、試験ピットの深度が深くなるにつれて小さくなるこ

とが分かりました。 

緩衝材の流出現象を評価する上で重要な、断層や割れ目からの湧水の定常

的な発生量の評価手法を整備するため、断層の代表的な透水性と亀裂ネット

ワークモデルを組み合わせることで、岩盤の水の通しやすさを推定する手法

を開発しました。この手法を用いることで、特に水みちのつながり方の次元

が低い地下深部における湧水量をより適切に予測できるようになりました。 

緩衝材の岩盤への侵入現象の評価技術の整備に向けて、350m 調査坑道にお

いて既存の割れ目と断層を対象として水圧擾乱試験※を実施し、割れ目の開

きにくさを調査しました。その結果、破砕物を伴わないせん断※性の割れ目

についても、水圧擾乱試験や既存のモデルを適用することにより割れ目の開

きにくさを定量的に調査できることを確認しました。 

④ 廃棄体設置の判断や間隔の設定に必要となる情報の整理 

本課題では、坑道やピット周辺に存在する割れ目の開きにくさやずれにく

さ、割れ目からの湧水量、地下水の流れにくさ（物質の動きにくさ）、および

EDZ の広がりなどの地質環境の調査・評価を行い、地下施設の設計や岩盤の

閉じ込め性能の評価を含めて、処分場設計時の地下施設設置深度を評価する

ための地質環境の調査・評価手法を整備します。 

坑道やピット周辺に存在する割れ目のずれにくさに関する評価手法の整備

に向けて、原位置試験の条件により近い条件で透水試験用パッカーの圧力変

化を活用して割れ目のずれる量を推定する手法を新たに構築しました。地下

水の流れにくさについては、水みちのつながり方の次元が低く、割れ目内の

水みち同士の連結が少ない岩盤でも、地層の代表的な透水性を適切に求める

ことができる計算手法を構築しました。また、EDZ の広がりと坑道壁面の安

定性の指標となる地山強度比(6)※に相関性があることを確認しました。さらに、

これまでに幌延深地層研究センターで実施してきた EDZ の広がりに関する調

査事例を基に、様々な岩盤に対して適用可能と考えられる EDZ の広がりを調

査・評価するためのフローチャートを構築しました。 
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(3) 令和 2年度以降の必須の課題への対応に必要なデータ取得 

必須の課題に関わる調査研究における基礎情報として、既存のボーリング

孔などにおける地下水の圧力や水質の観測など、地下施設での調査研究で使

用する各種データの取得と計測手法の妥当性の確認を継続し、地質環境を推

定するための手法について信頼性の向上を図りました。 

 

(4) 地下施設の建設・維持管理、環境調査 

令和 5 年度から再開した掘削工事などの施設整備業務は、西立坑の掘削が

令和 7年 6月に深度 510 mまで完了するとともに、500m調査坑道の掘削が令

和 7 年 9 月に完了しました。その後、路盤の整備や機器の設置を行い、当初

の予定より 2か月半早く、令和 8年 1月に完了しました。 

また、地下施設からの排水などの水質調査および研究所用地周辺の環境影

響調査を行い、排水基準や協定値を超える排水が無いことを確認しています。 

 

(5) 開かれた研究・成果の発信 

令和 7 年度も国内外の研究機関との連携を図るとともに、大学などの専門

家の協力を得ながら、経済産業省資源エネルギー庁の委託事業なども活用し

て、幌延深地層研究計画を着実かつ効率的に進めました。幌延深地層研究計

画の成果は、原子力機構の核燃料サイクル工学研究所などの成果と合わせて、

一連の地層処分技術として、NUMO が行う処分事業や、原子力規制委員会の安

全規制に適宜反映していきます。 

国内機関との研究協力として、北海道科学大学、東京大学、京都大学など

の大学、幌延地圏環境研究所*9および電力中央研究所*10などの研究機関との共

同研究を行い、研究を推進しました。 

国外機関との研究協力では、令和 4 年度に開始した HIP を継続し、フェー

ズ 1（令和 4 年度～令和 6 年度）の成果を取りまとめました(7)。HIP は令和 7

年度からフェーズ 2 として進めており、フェーズ 1 に引き続き 3 つのタスク

を設定して研究活動を進めています。タスク A（物質移行試験）では、多様

な水理・力学条件で試験を成立させ、信頼性の高い物質移行データを取得す
 

*9：幌延地圏環境研究所は、公益財団法人北海道科学技術総合振興センターが設置した研究所であり、国の補助を受けて、

幌延深地層研究センターの施設や設備を活用した地下空間利用を中心とする研究を実施しています。 

*10：一般財団法人電力中央研究所は、電力技術の専門研究機関として設立されました。電力技術の研究として、高レベル放

射性廃棄物の地層処分技術に関する研究開発を実施しています。 
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ることを目的として、揚水区間、注水流量、揚水流量、トレーサー注入時間

などの条件を変えたトレーサー試験を 250m調査坑道で実施しました。タスク

B（処分技術の実証と体系化）では、500m調査坑道掘削前の先行ボーリング調

査結果に基づき、断層の分布と坑道掘削時の湧水量を予測し、坑道掘削後の

観察・計測結果と比較しました。その結果、予測の妥当性が確認できました。

また、埋め戻し材・止水プラグの施工手順や施工品質を地上試験で確認し、

原位置施工試験計画に反映しました。タスク C（実規模の人工バリアシステ

ム解体試験）では人工バリア性能確認試験の解体試験計画を検討するととも

に、原位置試験を対象とした解析検討の事前準備として、過去の室内試験の

再現解析を各機関で連携して進めました。また、これらの実施計画や進捗状

況、結果について、管理委員会や 3 つのタスクごとの会合において議論しま

した。さらに、令和 7年 12月に合同タスク会合を幌延深地層研究センターで

開催し、主にタスク A とタスク B において各深度で実施している原位置試験

の進捗状況について確認しました。なお、HIPには、令和 8年 3月末現在、原

子力機構を含めて国内外の 7か国 11機関*11が参加しています。 

 

以上のように、令和 7 年度は計画していた調査研究を進めて、想定してい

た成果を得ることができました。 

令和 7年度に地下施設で実施した主な調査研究の実施場所を図 4、図 5お

よび図 6に示します。また、研究所用地における主な施設と観測装置の配置

を図 7に、幌延町内で実施した調査研究に関わる主要なボーリング調査や観

測地点などの位置を図 8に示します。さらに、図 8に示した A-A’断面の地

質断面図を図 9に示します。 

 

 
*11：原子力機構の他、オーストラリア放射性廃棄物機関（ARAWA、オーストラリア）、連邦放射性廃棄物機関（BGE、ドイツ）、

英国地質調査所（BGS、英国）、電力中央研究所（CRIEPI、日本）、韓国原子力研究所（KAERI、韓国）、韓国原子力環境公団

（KORAD、韓国）、原子力発電環境整備機構（NUMO、日本）、原子力テクノロジー国営会社（RATEN、ルーマニア）、原子力環

境整備促進・資金管理センター（RWMC、日本）、国営放射性廃棄物会社（SERAW、ブルガリア）です。 
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図 4 250m調査坑道における主な調査研究の実施場所 

 

 
図 5 350m調査坑道における主な調査研究の実施場所 

 

      
図 6 500m調査坑道における主な調査研究の実施場所 
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図 7 研究所用地における主な施設と観測装置の配置 

 

 

図 8 ボーリング孔の位置および観測装置の設置場所 
国土地理院の基盤地図情報（基本項目）を加工して作成 

 



 

16 

 

図 9 研究所用地周辺の地質断面図（図 8の A-A’断面） 

 

  



 

17 

4. 実際の地質環境における人工バリアの適用性確認 

4.1 人工バリア性能確認試験 

令和 2 年度以降は、ガラス固化体設置直後の廃棄体の発熱過程に加えて、

減熱過程を模擬した原位置試験データや解体試験により得られる、より詳細

なデータに基づく熱－水理－力学－化学連成現象※の評価モデルの高度化が

課題となります。そのため、人工バリア性能確認試験で設置しているヒータ

ーの温度を下げた試験（減熱過程を模擬した原位置試験）を行い、熱－水理

－力学－化学連成現象に係るデータを取得します。また、減熱試験終了後は

解体試験により、人工バリア、埋め戻し材、コンクリート、周辺岩盤やそれ

らの境界面のサンプリングや分析を行います。人工バリア性能確認試験の解

体試験については、適用する施工方法の検証を行うために事前に試験施工を

行います。設置したセンサーや解体試験により得られるデータを基に、熱－

水理－力学－化学連成解析を行い、評価モデルの高度化や適用性の確認を行

います。このような人工バリア周辺で起こる現象の理解は、地層処分後の安

全評価における初期状態の把握やオーバーパック※（以下、OP）の寿命を評

価する際の人工バリア周辺の環境条件の設定に役立ちます。 

処分場において、温度が下がる速さは周囲の環境条件により異なりますが、

人工バリアや周辺岩盤の温度は埋設後数十年程度で最も高くなり、その後、

数千年かけて徐々に低下していくことが予測されています（図 10）(8)。減熱

過程は、このような人工バリアや周辺岩盤の温度が低下していく過程を想定

したものです。 

 

  
(a) 緩衝材温度の出力点（点 A） (b) 緩衝材温度の経時変化 

図 10 緩衝材温度の出力点とその経時変化 
本図は、参考文献(8)の図 4.2.2-92、図 4.2.2-100および図 4.2.2-102を基に作成しました。 
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令和 7年度は、人工バリア性能確認試験（図 11）の解体試験までの状態を

把握するために既設の自動計測機器によるデータ取得を継続しました。緩衝

材中の計測データの一例として、図 12 に緩衝材の下から 5 段目付近（図 

12(a)）で取得したデータを示します。図 12(b)に示す緩衝材中の温度分布は、

模擬 OP 内部に設置したヒーターの加熱に伴い温度が上昇し、加熱開始から

2,315 日経過後にヒーターを停止した後は地下環境下の温度（約 23℃）で一

定になることが確認できます。 

図 12(c)は比抵抗※トモグラフィ※測定により算出された緩衝材中の比抵抗

分布を飽和度に換算した結果を示します。人工バリア性能確認試験で設置し

た緩衝材の初期の飽和度は 57.6%（初期含水比 10.5%）であり、加熱 2 日前の

データは初期の飽和度からほとんど変化していないことが確認できます。ヒ

ーターの加熱開始後は、模擬 OPに近い緩衝材内側では、加熱に伴って乾燥す

ることで飽和度が低下していることが確認できます。一方、緩衝材外側では、

岩盤側からの地下水浸潤によって飽和度が徐々に増加していく傾向が確認で

きます。減熱試験を開始した後は、加熱により乾燥した内側の緩衝材の飽和

度が徐々に増加傾向にあることが確認できます。このような温度変化に伴う

飽和度変化の計測データは、連成解析に使用するモデルの適用性を確認する

上で重要となります。 

 

 
図 11 人工バリア性能確認試験の概念図 
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(a) 測定位置 

（緩衝材の下から 5段目付近） 

(b) 温度 

 
(c) 比抵抗トモグラフィ測定による飽和度分布の推定結果 

図 12 人工バリア性能確認試験の計測データの一例 

 

HIPのタスク C（実規模の人工バリアシステム解体試験）においては、解体

試験の準備および解体試験のデータを使用した解析検討に向けた準備として、

参加機関の間で試験計画の具体化に向けた議論や、室内試験を対象とした解

析検討を継続するとともに、原位置試験における埋め戻し材や緩衝材中の水

分量や密度などを対象とした解析検討に着手しました。 

図 13に解体試験のイメージを示します。解体試験では、まず、人工バリア

性能確認試験を実施している350m試験坑道4の埋め戻し部と隣接した350m試
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験坑道 7 をつなぐアクセス坑道を掘削します。その後、埋め戻し材のサンプ

リングを行い、試験孔部に設置した人工バリア（緩衝材および模擬 OP）のサ

ンプリングを行います。その他にも、コンクリートプラグ、埋め戻し部の吹

付けコンクリートや、岩盤と吹付けコンクリートの境界面を調査するための

サンプリングも実施します。サンプリングした試料は地上の分析施設で分析

し、センサーの計測データや数値解析による予測結果も踏まえて、埋め戻し

材や緩衝材中の水分量や密度、模擬 OPの錆の深さや成分など、各材料がどの

ように変化しているかを調査します。 

 

 
図 13 解体試験のイメージ図 

 

解析検討では、原子力機構が開発した解析コードと室内試験結果との比較

に加えて、タスク C の参加機関のうち、原子力機構、NUMO、韓国原子力研究

所（KAERI）*12、電力中央研究所（CRIEPI）が独自に開発している解析コード

との比較も行いました。複数の解析コード間で比較検証を実施することは、

解析コードの妥当性を確認する上で重要となります。解析検討の一例として

緩衝材の浸潤試験結果を活用した解析結果を図 14に示します。図に示すよう

に各参加機関の解析結果は、浸潤試験結果を精度よく再現できることが確認

できました。このように個別の室内試験結果の再現性を事前に確認すること

は、より複雑な現象が発生していることが想定される人工バリア性能確認試

 
*12：韓国原子力研究所：KAERI（Korea Atomic Energy Research Institute）は、政府出資の韓国で唯一の原子力分野全般に係る

研究機関で、学際的な原子力研究開発を通じて、原子力の学術的進歩、エネルギー開発・利用の推進を目指しています。

この一環として、使用済燃料の直接処分を対象とした輸送・貯蔵に係る技術開発や地下研究坑道を利用した研究開発など

を進めています。 
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験の解析検討を効率よく進める上で役立ちます。 

 

 

(a) 浸潤試験のイメージ図 

 
(b) 試験開始から 1日後の状態 

 
(c) 試験開始から 15日後の状態 

図 14 浸潤試験結果と各機関の解析結果の一例 
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5. 処分概念オプションの実証 

5.1 人工バリアの定置・品質確認などの方法論に関する実証試験 

5.1.1 坑道スケール～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の体系化 

処分事業では、坑道あるいはピット（処分孔）内に流入する地下水の量や、

岩盤中の断層や割れ目の力学的な強度などを把握し、ピットの掘削や人工バ

リアの施工の可否あるいは工学的対策の必要性などを判断することが重要で

す（図 15）。このため、実際の地質環境において廃棄体の設置方法などの実

証試験を通じた坑道スケール～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の

体系化に取り組みます。これまでに構築・確認してきた各要素技術を体系的

に適用し、坑道やピットの配置に係る考え方、人工バリア材料などの設置方

法、それらの閉じ込め性能を評価する方法を体系的に整理します。具体的に

は、先行ボーリングによる地質環境特性調査ならびに工学的対策技術を考慮

した地下施設および人工バリアの設計・評価技術、多連接坑道を考慮した湧

水抑制対策技術および処分孔支保技術、緩衝材流出・侵入現象評価手法およ

び抑制対策技術、廃棄体設置の判断や間隔などの設定に必要となる情報の整

理を行い、坑道スケール～ピットスケールでの調査・設計・評価技術として

体系化します。 

 

 
図 15 人工バリアやそれを定置する坑道の周辺において想定される地質構造

の特徴を示すイメージ図（鉛直断面） 

 

処分場の設計では、図 16に示す設計フローの通り、廃棄体特性、地質環境

モデルおよび要求事項に基づいて処分概念および処分施設（人工バリア・地

下施設・地上施設）の仕様や操業方法、安全対策なども含めて段階的に設定

されます。設計後には、閉鎖前および閉鎖後長期の安全評価が実施され、そ

坑道

岩盤 割れ目 断層

緩衝材
オーバーパック

掘削損傷領域

？ ？掘削損傷領域

人工バリア
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の結果に基づき必要に応じて設定・設計内容が再検討されます。あわせて、

設計で顕在化した不確実性が次段階で低減されるよう、地質環境調査・評価

計画へ情報がフィードバックされます(9)。設計フローの中で、体系化の研究

で実施する 4つの課題がどこに対応するのかを、図 16に示しています。これ

ら 4 つの課題では、将来、処分事業で想定されている調査・設計・評価を、

幌延の地質環境を事例として試行します。その過程で得られた結果や知見を

踏まえ、各段階で必要となる情報やその取得方法を整理するとともに、調

査・設計・評価の方法論を、より実用的かつ効率的なものとして構築するこ

とを目指しています。具体的な実施内容は以下の通りです。 

課題(1)「坑道スケール～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の体系

化」では、幌延の地質環境を事例に、各種調査に応じて得られる情報を基に

地質環境モデルを構築・更新し、物質移行解析を実施することで、閉じ込め

性能の評価手法を体系的に整理します。 

課題(2)「先行ボーリングによる地質環境特性調査ならびに工学的対策を考

慮した地下施設および人工バリアの設計・評価技術の体系化」では、人工バ

リアおよび地下施設の設計として、人工バリアを定置するピットや坑道の配

置を評価する際に、地質環境モデルから必要となる情報として、断層・割れ

目分布や EDZの特徴（図 15）を整理し、これまでに構築した調査・解析手法

を適用することにより、それらが評価可能であることを実証します。さらに、

坑道埋め戻しと止水プラグの設置についても、必要な調査・設計・施工上の

要点を整理し、掘削後に得られる調査結果との比較により評価の妥当性を検

証して、必要な情報と取得方法、ならびに調査計画・解析条件の最適化に資

する知見を取りまとめます。 

課題(3)「多連接坑道を考慮した湧水抑制対策技術および処分孔支保技術の

整備、緩衝材流出・侵入現象評価手法および抑制対策技術の整備」では、断

層や割れ目からの湧水量や岩盤の力学的強度などの地質環境の調査・評価を

行い、多連接坑道のピットに人工バリアを設置する場合の地下施設の設計に

反映可能な地質環境の調査・評価手法を整備します。 

課題(4)「廃棄体設置の判断や間隔の設定に必要となる情報の整理」では、

坑道やピット周辺に存在する割れ目の開きにくさやずれにくさ、割れ目から

の湧水量、地下水の流れにくさ（物質の動きにくさ）、および EDZの広がりな
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どの地質環境の調査・評価を行い、地下施設の設計や岩盤の閉じ込め性能の

評価を含めて、地下施設設置深度を評価するための地質環境の調査・評価手

法を整備します。 

 

 
図 16 処分場の設計フローと体系化の研究で実施する課題の関係(9) 

 

(1) 坑道スケール～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の体系化 

廃棄体の定置の判断に当たっては、緩衝材や OPといった人工バリアの機能、

埋め戻し材やプラグの機能、坑道周辺岩盤の閉じ込め性能を評価することが

重要となります。本課題では、既存の先行研究の情報、幌延における研究成

果、および後述する課題(2)～(4)の検討結果を用いて、調査により得られる

水みちの水理特性や物質の移行特性に関する情報に加え、人工バリアや処分

坑道の設計（仕様やレイアウトなど）も考慮した物質移行解析を通じ坑道ス

ケール～ピットスケールにおける閉じ込め性能の評価手法を体系的に整理し

ます。 

坑道スケールに着目した場合、その地下水流動評価では、個々の亀裂をす
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べてモデル化するのではなく、亀裂の統計情報に基づいた評価を行います。

この評価では、その統計量から算出される亀裂を含む岩盤の平均的な水の流

れやすさを示す有効透水係数を用いて、岩盤を連続体として取り扱います(9)。

そこで坑道スケールの岩盤の閉じ込め性能の評価手法の体系化を目的として、

既存の研究結果に基づいて岩盤の有効透水係数を推定する手法を提示しまし

た(10)。岩盤の有効透水係数は、岩盤に含まれる亀裂の数やそのつながり方な

どの亀裂の幾何学的な特徴と、評価するスケールにおける個別の亀裂の平均

的な水の流れやすさを示す有効透水量係数※から算出できます。そこでまず、

亀裂の幾何学的な特徴を評価するために、これまでに実施されたボーリング

調査や地質観察の結果に基づき、稚内層の主な水みちである断層を対象とし

た亀裂ネットワークモデル（以下、DFNモデル）を構築しました（図 17）。 

 

 
図 17 構築した DFNモデル 

地質観測結果に基づいて検討した亀裂の平均半径が 20 mのモデル（左）と 5 mのモデル（右）を用

いて地下水流動解析を実施した際の水圧分布を示しています。 

 

構築した DFN モデルの各亀裂に有効透水量係数を付与して地下水流動解析

を行うことで岩盤の有効透水係数を算出しました。坑道スケールにおける亀

裂の有効透水量係数は、水理試験などで調査可能な局所的な透水量係数※の

不均質性と水みちのつながり方の次元の相乗効果を考慮することで計算でき

ます(11)。これまでの研究や、令和 6年度に実施した課題(4)における情報の整

理から、令和 6年度に分類した 5つの地層（表 3）(12)の分類 I-aの岩盤にお



 

26 

いて、水理試験などで調査可能な亀裂の局所的な透水量係数の分布はダクテ

ィリティインデックス（以下、DI）※と関連することが示されています(12、13)。

また、水みちのつながり方の次元も DIと関連することが示されており、稚内

層におけるその深度分布が推定されています(14)。局所的な透水量係数の不均

質性と水みちのつながり方の次元の相乗効果は、Landau-Lifshitz-Matheronの

式(15)を適用することで定量的に評価できることから、既存の研究成果にその

式を適用して有効透水量係数を算出し、それを DFN モデルに付与して有効透

水係数を推定しました。図 18は、本手法により推定した有効透水係数、従来

手法（亀裂の透水量係数を対数正規分布に従って付与する方法）により推定

した有効透水係数および地下施設全体の湧水量や地下施設周辺のボーリング

孔の地下水圧変化から直接推定した有効透水係数の比較結果です。従来手法

で推定される有効透水係数は、局所的な透水量係数の不均質性は考慮してい

る一方で水みちのつながり方の影響を考慮していません。その結果、水みち

のつながり方の次元が低い地下深部において、水圧や湧水量から導かれる有

効透水係数を過大評価しています。他方、本手法による有効透水係数はこれ

らの両方を考慮しているため、水圧や湧水量から直接測定した有効透水係数

を適切に評価することができました。 

 

 
図 18 推定した有効透水係数の比較 

本手法および従来手法のいずれにおいても、原位置の亀裂分布を適切に反映していると考えられる

平均半径 20 mの DFNモデルを用いた推定結果を示しています。 
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表 3 割れ目の閉塞/充填状況と岩石の透水性に応じた地層の分類と割れ目の代表的な透水性の調査・

評価手法(11、13、14、16) 

分

類 

粘土鉱物

の膨潤※

による割

れ目の自

己閉塞 

鉱物充

填によ

る割れ

目の自

己閉塞 

割れ目

充填鉱

物の 

溶解 

岩石（健

岩部）の

透水性 

地層例 

主要な水みち割

れ目の局所的な

透水性と岩石の

強度・応力状態

との相関性 

主要な水みち割

れ目の水理学的

連結性※と岩石の

強度・応力状態

との相関性 

主要な水み

ち割れ目の

代表的な 

透水性 

主要な水みち割れ目

の代表的な透水性の

調査・評価手法 

I-a 

限定的 

限定的 

限定的 

小 

稚内層遷移帯・稚内層主部 b（珪質泥

岩/新第三紀堆積岩類；幌延）、パルフ

リス層 c（石灰質泥岩/先新第三紀堆積

岩類；スイスウェレンベルグ） 
強い h 

強い i 大～小 

水理試験などから得ら

れる原位置データに加

えて、DIと割れ目の局

所的な透水性や水理学

的連結性との関係から

推定可能 b、c 

I-b 大 a 
声問層 d（珪藻質泥岩/新第三紀堆積岩

類；幌延） 

弱い 

大 

水理試験などから得ら

れる原位置データより

推定可能 d、e、f、g 

II 強い 

－ 

セントビーズ砂岩層 e（砂岩/先新第三

紀堆積岩類；英セラフィールド） 

弱い III 強い 

－ 

トアキアン―ドメリアン頁岩層 f（石

灰質泥岩/先新第三紀堆積岩類；仏ト

ゥルヌミール） 小 

IV 強い － 
オパリナス粘土層 g（粘土質泥岩/先新

第三紀堆積岩類；スイスモンテリ） 

a：原位置透水試験において割れ目を含む区間と健岩部の透水性の差が3桁未満(17) 

b：参考文献(11、13、14、18、19、20、21、22、23、24)に基づく 

c：参考文献(13、21、25、26、27、28、29、30)に基づく 

d：参考文献(11、14、17、20、21、22、24、31、32、33、34、35)に基づく 

e：参考文献(16、36、37、38、39、40)に基づく 

f：参考文献(41、42、43、44、45、46、47、48、49、50)に基づく 

g：参考文献(44、46、51、52、53、54、55、56、57)に基づく 

h：割れ目の開口幅とDIが一定の関係で相関し、その関係をバートン－バンディスのモデル(58)で再現可能 

i：DI＜2.0の領域で水理学的連結性が高く（水みちのつながり方の次元が1.5以上、動水勾配※が相対的に小さい）、DI＞2.0の領域で水理学的連結性が低い（水みちのつ

ながり方の次元が1.5未満、動水勾配が相対的に大きい、若い外部由来の地下水がない）(14、21) 
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このように分類 I-a に相当する岩盤では、DI の値に基づいて透水性(10)や物

質移行の挙動(59)をモデル化することで岩盤の閉じ込め性能を体系的に評価す

ることができます。一方で、分類 I-b に該当する岩盤においては、その性能

を評価するための原位置データや解析が十分ではありません。そこで、声問

層が分布する250m西立坑側第１ボーリング横坑において、HIPのタスクA（物

質移行試験）の課題として透水試験やトレーサー試験を実施し、その岩盤の

閉じ込め性能を評価しています。タスク A では、フェーズ 1 の期間である令

和 6 年度までにボーリング孔の掘削や透水試験などを実施し、その結果に基

づいてトレーサー試験を実施しました（図 19）(7)。 

 

  
(a) ボーリング孔のレイアウト (b) トレーサー試験実施孔と亀裂の分布 

図 19 トレーサー試験の実施場所とボーリング孔のレイアウト 
(a)に示したボーリング孔のうち、近接した 250-MIG1-2孔と 250-MIG1-5孔を使用してトレーサー試験

を実施しています。(b)に示した円盤は、ボーリング孔内で観察された亀裂の分布を表しています。 

 

令和 6 年度までの原位置試験では試験時の水圧および流量の安定性の問題

から、離隔距離を約 70 cm とする限られた範囲における物質移行特性のデー

タ取得に留まっていました。そこで令和 7 年度は、岩盤のより代表的な物質

移行特性に関するデータ取得を目的として、図 20(a)に示すように離隔距離

を約 1.7 mに延長した範囲でダイポール試験※を実施しました。ダイポール試

験の離隔距離の延伸に伴い、試験期間を長期化する必要があります。一方で

原位置試験を実施している周辺の地下水にはガスが多く含まれています。試

験期間の長期化による揚水時間の延長は、原位置試験実施場所周辺の水圧の

低下を招き、それに伴う脱ガスの発生がダイポール試験の継続を阻害します。

そこで、揚水量を最小限に抑えることで、揚水地点の水圧低下を抑制しなが
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らダイポール試験を実施しました。令和 6 年度の試験ではポンプを使用して

揚水を行っていましたが、揚水量を抑制するために揚水区間の水圧による自

然流出を利用してトレーサーの回収を行いました。図 20に、トレーサー試験

の結果の一例を示します。試験期間中には湧水量の減少が認められますが、

バルブを調整することにより試験区間の水圧を一定に保ちつつ揚水量を 0.3 

mL/minから 0.7 mL/minの間に維持して試験を実施することができました（図

20(b)）。このように揚水量を抑制することで、約 3 週間試験を継続し破過曲

線※を取得することができました（図 20(c)）。令和 7 年度中には、トレーサ

ーの種類や異なる注入条件下において計 3 回のトレーサー試験を実施するこ

とができました。この結果、令和 6 年度から令和 7 年度にかけて、離隔距離

やトレーサーの種類、注入方式を変化させた様々な条件において、これら条

件を適切に反映した物質移行特性に関するデータを取得することができまし

た。 

 

 
(a)トレーサー試験の対象区間 

 
(b) 試験期間における揚水量および揚水区間の

水圧  

 
(c) トレーサー試験結果（破過曲線） 

図 20 令和 7年度に実施したトレーサー試験結果 

 

また、分類 I-b に該当する岩盤は、健岩部の空隙率や透水性が高い特徴を

有しています。このような岩盤の閉じ込め性能を適切に評価するためには、

健岩部において物質がどの程度の速さで自然に広がるかを示す「実効拡散係
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数」を把握することも重要です。そこで、原位置試験を実施している場所で

採取した岩石コアを用いて実験室内での拡散試験を実施し、トレーサーの実

効拡散係数を取得しました。対象としたトレーサーは、電気的に中性である

重水※、陽イオンであるセシウム（Cs）、陰イオンであるヨウ素（I）の 3種類

です。拡散試験では、採取した声問層泥岩コアを直径 20 mm、厚さ 5 mmの円

盤状に加工した上で、模擬地下水と接触させ、時間の経過に伴う溶液中のト

レーサー濃度変化および試験終了後の岩石内部の濃度分布を測定しました。

模擬地下水には、イオン強度（水の中に溶けているイオンの「量」と「電荷

の強さ」をまとめて表す指標）の異なる溶液を用いました。これらの実測デ

ータを数値解析により再現することで、実効拡散係数を評価しました。図 21

は、本研究で得られた重水の実効拡散係数を間隙率との関係で整理した結果

を示しています。図中の直線は、岩石中の拡散が間隙率に依存することを示

す経験則（Archie 則(60)）を表しています。本研究の結果、および既往研究の

稚内層泥岩の結果(61、62)はこの関係と良好に整合しており、電気的に中性な物

質の拡散係数が主として岩石の間隙構造、すなわち間隙率や屈曲度※といっ

た幾何学的特性によって説明できることを示しています。 
 

 
図 21 重水またはトリチウム水※に対する実効拡散係数（De）と間隙率の

関係 
本研究で得られた声問層泥岩の結果を、既往研究データの稚内層泥岩と比較して示します。実線は、

Archie則(60)を表します。 
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一方、イオンである Csおよび Iでは、地下水のイオン強度に応じた明瞭な

違いが確認されました（図 22）。電気的に中性な重水がイオン強度に依存せ

ずほぼ一定の拡散係数を示すのに対し、Cs は低イオン強度条件で拡散が促進

され、高イオン強度条件で抑制される傾向を示しました。一方、I は Cs とは

逆の傾向を示しました。このような挙動の違いは、鉱物表面の電荷によって

形成されるイオンの分布（電気二重層）による電気的な相互作用により説明

されます。すなわち、低イオン強度条件では電気二重層が発達し、負に帯電

した鉱物表面近傍では陽イオンである Csが濃縮されやすくなる一方、陰イオ

ンである I は排除されやすくなります。その結果、Cs は拡散が促進され、I

は抑制されるという対照的な挙動を示すと考えられます。この電気二重層の

影響と間隙サイズの分布を考慮したモデル(10)により実効拡散係数を評価した

ところ、実験で観測されたイオン強度依存性を含む拡散挙動を整合的に再現

できることが確認されました。以上の結果から、電気的に中性な物質の拡散

は主として岩石の間隙構造により規定される一方、イオンの拡散は地下水化

学条件および電気二重層効果の影響を強く受けることが確認されました。ま

た、これまで開発を進めてきたモデルが間隙サイズ分布の異なる声問層泥岩

にも適用可能であることが示され、原位置トレーサー試験の再現解析に必要

なパラメータ設定の高度化につながる知見が得られました。なお、本課題に

ついては、経済産業省資源エネルギー庁の委託事業（令和 7 年度「高レベル

放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業[JPJ007597]：地層処分安全

評価確証技術開発（核種移行総合評価技術開発）」）の成果を一部活用しまし

た。 
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図 22 本研究で取得した声問層泥岩の重水（黒）、Cs（赤）および I（青）

の実効拡散係数（De）とイオン強度の関係 
実線は電気二重層効果を組み込んだモデルによる計算結果を示し、実験データをおおむね整合的に

再現しており、モデルの声問層泥岩への適用性が確認されました。 

 

ピットスケールにおける岩盤の閉じ込め性能の評価では、人工バリアから

流出した物質が坑道の周囲に形成される EDZ を介して、割れ目や断層を含む

岩盤中に移行することを想定します。その評価では、EDZ の物質移行特性に

関する条件を設定する必要があります(9、63)。令和 6 年度までの研究では、深

度 350 m における EDZ の物質移行特性に関するデータ取得を行いました(64)。

一方で、深度 500 mでは深度 350 mと比較して EDZの広がりが大きくなること

が予測されており(12、65)、ピットスケールにおける岩盤の閉じ込め性能も深度

に応じて異なることが想定されます。これらの結果を踏まえ、令和 7 年度は、

深度 500 mにおける EDZを対象としたトレーサー試験に着手しました。 

500m試験坑道 8（図 6参照）において 2本のボーリング孔を掘削し、EDZを

対象とした透水試験を実施しました。EDZ の範囲は、掘削した孔（500EDZ-

TR01 孔および 500EDZ-TR02 孔、以下、TR01 および TR02）のコアおよび孔壁の

観察結果に基づいて推定しました（図 23）。 
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(a) ボーリング孔の配置と試験区間の概念図 

 
(b) 試験装置の設置状況 

図 23 500m試験坑道 8における EDZ透水試験の概要 

 

この推定結果を踏まえ、当該区間を確実に評価できるようパッカーにより

試験区間を設定し（区間長 TR01:1.1 m、TR02:2.2 m）、段階定流量注水試験を

行いました（図 24）。段階定流量注水試験では、対象区間に定流量（40、60、

80、100、120、140 mL/min、1ステップ 20分間）注水し、その際の間隙水圧を

計測しました。取得した水圧データの再現解析から対象区間の透水係数を求

めたところ、TR01で 5.3×10-8 m/s、TR02 で 1.1×10-7 m/s と健岩部（1×10-11 

m/s 程度(24)）と比べて高い透水性が確認されました。また、水みちのつなが

り方の次元は TR01と TR02ともに 3に近い値を示しました。この値が 1.5より

大きいと、割れ目内の水みち同士のつながりが多いことが推定されます。透

水試験中には、一方の孔で注水した際に他方の孔において水圧応答が観測さ

れ、両孔間の水理的な連続性が確認できました。これらの結果から、両孔を

利用した EDZ を対象とするトレーサー試験の実施可能性が確認できました。

令和8年度は、同様のEDZ区間を対象にトレーサー試験を実施する予定です。 
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(a) TR01 

 
(b) TR02 

図 24 TR01と TR02の EDZ区間における透水試験結果とその解析結果 
図は段階注水試験における水圧変化を示します。段階的に注水量を増加させることにより（40、60、

80、100、120、140 mL/min、1 ステップ 20 分間）、水圧が階段状に増加する様子が確認されました。

TR02については、40 mL/min注水の際に区間内の気泡の影響が考えられたため、60 mL/min以降のデー

タを再現解析の対象としました。解析結果は実測値と一部差異が見られるものの、水圧変化の全体

的な傾向は再現できており、対象区間の透水特性を評価する上で有効な結果が得られました。 

 

物質の化学状態や移行しやすさに影響を与える地下水の水質（pH、酸化還

元電位※など）や微生物・有機物などの地下水コロイド※との相互作用は、坑

道スケールとピットスケールの両方において岩盤の閉じ込め性能に影響する

ため、重要な情報になります。令和 7 年度は、これまでに実施してきた深度

350 mまでの調査坑道を利用した水質の計測（6章参照）に加えて、500m調査

坑道のボーリング孔（500EDZ-P8孔）を利用した水質観測も実施しました。そ

の結果、地下水の pH は 6.6、酸化還元電位は-220 mV であるとの結果が得ら

れ、深度 350 m までと同様に中性・還元的な地下水が分布していることが確

認できました。 

また、これまでに幌延深地層研究センターや他の地下研究施設などで実施

されてきた調査事例をもとに、深部地下水を対象とした pHや酸化還元電位の

計測・評価方法を整理して取りまとめました(66)。図 25には、その内容を基に

地上からの調査（図 25(a)）および坑道での調査（図 25(b)）に対して作成し

たフローチャートを示します。幌延深地層研究センターの地下施設ではこれ

までに、500m 調査坑道も含めた各深度で計測に十分な量の地下水が確保でき、

高品質な水質データが得られています。一方、令和 6 年度に分類した 5 つの
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地層の分類Ⅲや分類 IVに該当する岩盤のように（表 3参照）、主要な水みち

割れ目の透水性が低く十分な量の地下水を確保することが難しい場合（図 

25(b)の右分岐）には、模擬地下水を循環させて平衡に達した後に水質を計測

する手法などが適用されています(67、68)。このような場合も含め、様々な岩盤

に対してこのフローチャートが適用可能であると考えられ、地球化学特性の

調査・解析に関する既存の評価手順(69)と併せて、岩盤の閉じ込め性能の基礎

となるデータ取得に資するものとなります。 

 

 
 

(a) 地上からの調査 (b) 坑道での調査 

図 25 水質の計測・評価方法のフローチャート 

 

(2) 先行ボーリングによる地質環境特性調査ならびに工学的対策を考慮した

地下施設および人工バリアの設計・評価技術の体系化 

坑道やピットを掘削したり、埋め戻し材や人工バリアを施工したりする際

には、坑道・ピット内への湧水が多くなる条件や、断層・割れ目の密集によ

って局所的に岩盤の力学的強度が低下する条件を、あらかじめ把握しておく

ことが重要です（図 15）。その上で、そのような条件下でも必要な設計条件

を満たせることを確認し、施工が成立するかどうかを判断する必要がありま

す。 

幌延深地層研究センターの地下施設周辺の岩盤には、断層や割れ目が分布

しています。また、掘削に伴って坑道周囲に EDZ が広がります。これらが湧
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水量や坑道の安定性に影響を及ぼします。本課題では、こうした点を踏まえ、

以下の技術の実証に取り組みます。 

・ 坑道とピットの配置に関する調査・評価・施工技術 

・ 坑道の埋め戻しと止水プラグの設置の調査・設計・施工技術 

これらの実証は、HIPのタスク B（処分技術の実証と体系化）の課題として

設定しています。 

このうち、坑道とピットの配置に関する調査・評価技術の実証では、500m

試験坑道 8・9（図 6参照）を対象として、先行ボーリングや物理探査などの

原位置での地質環境特性の調査を実施します。図 26に示すように、主に先行

ボーリングによって得られる調査データと、これまでに構築してきた解析手

法が、坑道の間隔とピットの配置（位置・間隔）の評価に適用できることを

確認します。 

 

 
図 26 地質環境特性調査に基づく坑道とピットの配置の評価を示すフロー図 
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調査に当たっては、国内外の地層処分事業における処分場設計の考え方例え

ば、(9、70）を踏まえ、掘削によって坑道・ピット周辺に生じる EDZ の広がりと、

坑道やピットへの湧水量に着目します。EDZ の広がりは、岩盤の力学的強度

の低下を引き起こし、坑道やピットの安定性に影響します。特に、隣り合う

坑道の間で EDZ が重なり合うことは好ましくないため、その広がりは坑道・

ピット間隔を設定する上で重要な情報となります。一方、掘削中の大量湧水

は、坑道やピットの施工を難しくする恐れがあります。さらに、人工バリア

定置後は、緩衝材の流出などによって品質低下につながる可能性もあります。

このため、湧水量も重要な情報です。地層処分事業における地下施設の建設

では、このような懸念が生じない範囲で、設計どおりに坑道とピットを配置

できることを、施工前の予測や施工時の調査により確認することが重要です。 

500m試験坑道 8・9での調査では、図 26に示す通り、「顕著な湧水を伴う断

層/割れ目」、「力学強度の低下を伴う断層/割れ目帯」、および「坑道掘削によ

り生じる割れ目」といった地質構造の分布を把握します。その上で、「坑

道・ピット周辺の EDZの広がり」、「坑道間の塑性領域の重なり合いの有無」、

および「坑道・ピットへの湧水量」を確認し、坑道やピットの配置を評価し

ます。本技術の実証では、事前の予測解析や先行ボーリング調査など、坑道

掘削前および掘削時に得られる情報によって、坑道やピットを設計の範囲内

に配置できるかどうかを事前に確認するための手法の有効性を示します。ま

た、事前予測や先行ボーリングなどに基づく推定・評価結果を、坑道掘削後

に坑道内から実施するボーリング調査や底盤観察で得られる調査結果と比較

することで、その妥当性を検証します。これらの調査結果を踏まえ、後述す

る課題(3)で検討する湧水抑制対策やピット掘削などの技術の適用を通じて、

人工バリアを定置するピットの配置位置や坑道間隔を設計するために必要な

情報と、その取得方法を整理します。さらに、データ取得条件や解析条件の

適切性を確認し、調査計画および解析手法の最適化に資する知見と留意点を

整理します。 

令和 7年度は、500m試験坑道 8・9の掘削に先立ち、先行ボーリング調査で

得られたコア試料の観察結果と、BTV※調査により取得した孔壁画像の判読結

果に基づいて、500m試験坑道 8・9内に出現する断層の分布を推定しました。

その後、500m試験坑道 8・9の掘削後に坑道底盤の地質観察を行い、先行ボー
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リング調査に基づく推定結果と比較しました。既往研究により、稚内層に分

布し水みちとして機能する個々の断層の規模は、おおむね数十 m 以下と限定

的であることが示されています(71)。このため、離れた位置にあるボーリング

孔の情報を外挿して、坑道に出現する断層の位置を推定することには大きな

不確実性が伴いますが、断層の分布頻度は深度 500 mと深度 350 mで大きな違

いはない(17、72)ことから、深度 500 mにおいても、深度 350 mと同程度の頻度、

すなわち数mに1本程度の断層が分布すると推定されました。坑道から3 m程

度離れた位置で実施した先行ボーリング調査に基づき推定した結果、断層が

数 m に 1 本程度で分布していることが確認でき、過去の推定結果と整合する

結果が得られました。さらに試験坑道における地質観察を行った結果、先行

ボーリング調査により坑道に出現する断層を事前に捉えられることを確認す

るとともに（図 27）、断層の走向・傾斜や分布頻度の傾向を把握できる可能

性が示されました。 

また、湧水量については、断層の水みちとしてのつながりが乏しい（水み

ちのつながり方の次元が 1.0 に近い）ため、湧水量が急速に減少すると予測

しました。すなわち、500m試験坑道 8・9においては複数の断層が分布するも

のの、断層からの定常的な湧水量は非常に少なく、数 m3/日と予測しました。

実際に、先行ボーリングを用いた透水試験の結果では、透水性の高い断層は

確認されず、ボーリング孔からの湧水量もわずかであり、予測と整合する結

果が得られました。このことから、500m試験坑道 8・9の掘削に伴う湧水量は

多くないと見込まれ、湧水抑制対策（グラウト※）は不要と判断しました。

さらに、試験坑道掘削後に坑道内で確認した湧水点の湧水量も少なく、最大

で0.1 L/min程度でした。加えて、掘削前後で全坑道の湧水量に大きな変化は

見られなかったことから、両坑道からの湧水量は少なかったと考えられます。

以上の結果から、先行ボーリング調査は、処分坑道およびピットのレイアウ

ト設計において必要となる断層の分布や湧水量に関する情報を事前に把握す

る上で、有効な調査手法となり得ることが示されました。 
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(a) 500m試験坑道 8・9で観察された割れ目の

分布 
 

(b) 500m試験坑道 9の底盤で認められた断層 

 
(c) 先行ボーリング（500EDZ-P9）で確認された断層 

図 27 500m試験坑道 9における地質調査の結果の例 
(a)で、赤い線は断層を、赤い点線は、先行ボーリング調査で確認された断層の走向・傾斜に基づき

外挿した位置を示します。 

 

先行して掘削した 500m 試験坑道 9 を対象として、EDZ の広がりを調査し、

令和 6 年度に実施した予測解析結果との比較を実施し、妥当性を確認しまし

た。調査では、図 28に示すように 500m試験坑道 9から 3本のボーリング孔

を 500m試験坑道 8に向けて掘削しました。得られたボーリングコアの観察に

加え、BTV 調査および弾性波※トモグラフィ調査により、EDZ の広がりを確認

しました。図 29に示した、透水試験用のボーリング孔で得られたボーリング

コアの写真から、吹付けコンクリート部を含む孔口から 3.0 m 程度の範囲ま

で割れ目が密に発達していることが分かります。また、この割れ目の表面を

観察すると、引張破壊の証拠を示す割れ目が多く確認されました。これは、

過去の 350m 調査坑道の事例と同様に、坑道掘削に起因する割れ目（EDZ 割れ

目）であると判断する根拠のひとつとなります。さらに、壁面から約 1.7～

2.8 mの範囲にせん断割れ目も確認されていますが、これらはもともと存在し

ている割れ目なのか、坑道掘削により生じたものなのかの判断が難しいため、

EDZ の広がりの範囲に含めています。また、弾性波トモグラフィ調査孔につ

いても同様の観察を行いました。坑道壁面からの距離と割れ目の分布の関係

先行ボーリング調査で
確認した断層

底盤観察で
確認した断層
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を図 30に示します。500m試験坑道 9の側壁面では、壁面から最大で約 3.1 m

まで割れ目が密に発達していることから、この範囲を EDZ の広がりと推定し

ました。 

令和 6年度に実施した予測解析では、500m試験坑道 9の壁面から 3.1 mま

で EDZ が広がる結果を得ましたが(65)、今回の観察結果はこれと整合的でした。

なお、350m調査坑道では、側壁面の EDZの広がりは 1.0 m程度でした(73、74)。

これは、深度 500 mに作用する地圧が大きいことや、岩盤が深度 350 mよりも

軟らかいことに起因すると考えられます（表 2参照）。 

 

 
図 28 500m試験坑道 9から掘削したボーリング孔と透水試験のレイアウト 

 

 
図 29 透水試験孔で得られたボーリングコアの写真（孔口から 5 mまで） 

図中の矢印は、BTV調査により確認された割れ目の確認位置を示しています。なお、青色矢印は引張

割れ目、赤色矢印はせん断割れ目を示しています。 
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図 30 ボーリング孔で確認された割れ目の分布図と推定した EDZの広がり 

割れ目が密に発達している区間を EDZの広がりとして定義しています。 

 

上記の EDZ の広がりを踏まえ、500m 試験坑道 9 周辺の EDZ を対象とした透

水試験を、図 28に示すレイアウトを設定した上で実施しました。図 31に示

す通り、EDZでは、割れ目のない領域と比較して4桁ほど高い透水性（透水量

係数）が得られました。以上のように、500m 試験坑道 9 の周辺における EDZ

の広がりと透水性のデータを取得することができました。今後は、500m 試験

坑道 8 を掘削した後の EDZ 割れ目の広がりや、透水性の増大に関する情報を

取得し、予測解析の妥当性を検証していきます。 

 

 
図 31 透水試験結果 

透水性を算出する解析において、条件によって算出される値が異なってくることから、ここでは幅

を持たせた値として EDZの透水性を示しています。 
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処分場の閉鎖段階では、「坑道およびその周辺が卓越した放射性物質の移

行経路になることの抑制」を確保するため、適切な材料で坑道を埋め戻すと

ともに、閉鎖を確実とするために止水プラグを設置することが検討されてい

ます（図 32）(9)。そこで、坑道の埋め戻しと止水プラグの設置の施工技術の

実証では、350m 試験坑道 6（図 5 参照）において、実規模スケールの坑道の

埋め戻しと止水プラグ設置の施工試験（原位置施工試験）を実施し、埋め戻

し材と止水プラグの設計から施工に至るまでの一連の技術が成立することを

確認します。 

 

 
図 32 処分場の閉鎖段階のイメージ図 

 

令和 7 年度は、原位置施工試験に先立ち、設計に必要な情報を取得するた

めに、350m 試験坑道 6 の底盤、側壁および天端からボーリング孔を掘削した

調査を継続しました（図 33）。その調査では坑道周辺の EDZ の広がりと周辺

岩盤の透水性の変化を把握するため、コア試料の観察、ボーリング孔内にカ

メラを挿入した割れ目分布観察、および透水試験を実施しました。図 34は、

天端に掘削した AE-B孔の割れ目分布と透水係数、間隙水圧の関係を示したも

ので、坑壁（掘削面）から約0.7 mの範囲まで引張割れ目が認められました。

また、3.0 m付近から深い領域にはせん断割れ目が多く分布しています。透水

係数は、引張割れ目が多く分布する掘削面付近の区間②で 10-7 m/s オーダー

の値を示し、せん断割れ目が多く分布する区間①で 10-9 m/s オーダーの値を

示しました。このような透水試験を実施した 9 つのボーリング孔における試
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験結果を、坑道壁面からの距離と透水係数・間隙水圧の関係として図 35に整

理しました。図 35では、坑道からの距離が近く引張割れ目が多く存在する区

間を青色（EDZ）で、せん断割れ目が主体となる区間を赤色（天然割れ目）で、

割れ目を含まない区間を黒色（健岩部）でプロットしました。その結果、EDZ

では健岩部に比べて透水係数が最大で 4 桁程度高くなる傾向を確認しました。

また、間隙水圧は坑道近傍で 0 MPa に近く、坑道壁面からの距離とともに増

加することを確認しました。 

 

 
図 33 350m試験坑道 6におけるボーリング孔のレイアウト 
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図 34 AE-B孔の割れ目分布、透水係数および間隙水圧 

 

 
図 35 掘削面からの距離と透水係数・間隙水圧の関係 

図 33に赤色で示した、透水試験実施孔における試験結果です。 
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坑道の埋め戻しと止水プラグの吹付け工法による原位置施工試験の事前検

討として、坑道と切欠き部の一部（天端）の形状を実寸で模擬した型枠（図 

36）を用いた地上吹付け試験を実施しました（図 37）。この試験では、これ

までの試験結果(74、75)を踏まえて設定した配合（表 4）の埋め戻し材料と止水

プラグの材料を用いて、施工手順や施工品質（乾燥密度※など）を確認しま

した。坑道の部分を模擬した坑道断面部には埋め戻し材料と止水プラグの材

料を、切欠き部を模擬した天端部には止水プラグの材料を吹付け工法により

施工しました。試験中の各段階では、型枠に吹付けられた材料の乾燥密度や

リバウンド材（付着せずに跳ね返って落ちた材料）の割合などを調査しまし

た。図 38にそれらの調査結果を示します。埋め戻し材（坑道断面 A・B）、止

水プラグ（坑道断面C・D）、および止水プラグ（天端部）の計5つの領域にお

いて乾燥密度を測定した結果（図 38(a)）、施工後の平均乾燥密度は、埋め戻

し材・止水プラグともに目標値（表 4）を上回ることが確認できました。図 

38(b)に吹付け材料の含水比とリバウンド率（リバウンド材の量÷吹付けた材

料の総量）の関係を示します。埋め戻し材および止水プラグともに、含水比

が低下するとリバウンド率が増加する傾向が確認されました。一方で、図中

赤枠部分は含水比が低いにも関わらず、計算上のリバウンド率が低く算出さ

れています。これは、坑道断面部の下部において、吹付け面付近に堆積した

リバウンド材を巻き込みながら吹付けられたためリバウンド率が低く見積も

られており、実際のリバウンド率は高いと考えられます。また、上向きに吹

付けを行う止水プラグの切欠き部の天端ではリバウンド材の量が多くなる傾

向が見られました。これらの調査・試験の結果を踏まえて 350m試験坑道 6に

おける原位置施工試験計画の具体化を進めました。 
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図 36 試験坑道と切欠き部を模擬した吹付け型枠および調査断面 

 

 
図 37 地上吹付け試験の実施状況 

 

表 4 地上吹付け試験における材料の条件 
材料名 配合（%） 施工含水比（wt%） 目標乾燥密度（Mg/m3） 

埋め戻し材 
ベントナイト※：40 

幌延の泥岩：60 
32.5 1.30 

止水プラグ 
ベントナイト：70 

ケイ砂：30 
18.6 1.43 
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(a) 吹付けられた材料の乾燥密度 

 
(b) 吹付け材料の含水比とリバウンド率 

図 38 吹付け試験後の調査結果 

 

(3) 多連接坑道を考慮した湧水抑制対策技術および処分孔支保技術の整備、

緩衝材流出・侵入現象評価手法および抑制対策技術の整備 

処分事業では、断層や割れ目からの湧水が少ないことや岩盤の力学的強度

が高いことが緩衝材設置の観点から重要となります。本研究では、多連接坑

道のピットに人工バリアを設置する場合を想定し、原位置調査で得られたデ

ータを用いて以下のことを実施し、地下施設の設計に反映可能な手法を整備

します（図 39）。 

① 多連接坑道を考慮した湧水抑制対策技術として、近接する複数の湧水箇

所間の水圧干渉を考慮した湧水量あるいはその減少速度の予測手法と湧

水抑制対策への反映方法の整備 
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② ピットの支保技術として、ピット周辺の掘削損傷領域の範囲を評価する

ための解析手法と支保設計への反映方法の整備 

③ 緩衝材の流出現象を評価/抑制する技術として、断層や割れ目からの湧水

の定常的な発生量や湧水量の減少速度の予測手法と流出抑制対策への反

映方法の整備 

④ 緩衝材の岩盤への侵入現象を評価/抑制するための技術として、ピット周

辺の割れ目の開きにくさの評価手法と侵入抑制対策への反映方法の整備 

 

 
図 39 地下施設の設計において重要となる地質現象と課題(3)で取り組む

各種対策技術の関係 

 

令和 7 年度は、①の近接する複数の湧水箇所間の水圧干渉を考慮した湧水

量あるいはその減少速度の予測手法と湧水抑制対策への反映方法の整備に関

して、複数の湧水箇所からの湧水量の減少速度を予測する手法の整備を行い

ました(76)。具体的には、350m 調査坑道を地層の分布に基づいて南西側領域お

よび北東側領域に区分し、各領域における掘削時の主要な湧水箇所（南西側

領域で 3箇所、北東側領域で 5箇所：図 40）の総湧水量の減少率を掘削当時

および掘削から 10年後の湧水量から計算しました。この実測の減少率を断層

や割れ目内の水みちのつながり方の次元を考慮した湧水量解析から求まる予

測の減少率と比較しました。解析では、各領域内で湧水箇所同士が水圧干渉

する場合としない場合の 2 つの条件で行いました。その結果、水圧干渉が生
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じない場合、南西側領域では実測の減少率が予測の減少率の範囲内ですが

（図 41(a)）、北東側領域では実測の減少率が予測の減少率の最大値よりも最

大で 4倍程度高い可能性が分かりました（図 41(b)）。一方で、水圧干渉の可

能性を考慮すると北東側領域でも実測の減少率が予測の減少率の範囲内に収

まることが分かりました（図 41(b)）。したがって、350m調査坑道では坑道内

に複数の湧水箇所が存在するため、近接する湧水箇所間で水圧干渉が発生し、

湧水箇所が単独の場合と比べて湧水量がより速く減少したと考えられます。 

 

 
図 40 350m調査坑道における掘削当時の主要な湧水箇所(76) 

赤色で示す南西側領域は稚内層の遷移帯上部、青色で示す北東側領域は稚内層の遷移帯下部に対応

します。 
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(a) 南西側領域の湧水 

 
(b) 北東側領域の湧水 

図 41 350m調査坑道内における湧水量の予測減少率と実測減少率の計算

結果の一例(76) 

湧水量の減少率は、掘削当時の湧水量を 1 とし、掘削後の任意の時間の湧水量をその逆数として計

算しました。赤の太線は実測減少率（推定誤差を考慮するために値を範囲で示しています）を、黒

の曲線内の黄色の領域は湧水箇所同士の水圧干渉が生じない場合の予測減少率の範囲をそれぞれ示

します（推定誤差を考慮するために値を範囲で示しています）。水圧干渉の可能性を考慮すると、予

測減少率の範囲は黄色で示す領域に加え、最大で水色で示す領域まで拡大します。予測減少率を算

出するための解析では、既存のボーリング調査結果に基づき、水みちのつながり方の次元を図 40の

南西側領域で 1.5～2.5、北東側領域で 1.0～2.0と設定して計算しました。 

 

以上のように、断層や割れ目内の水みちのつながり方の次元を考慮した湧

水量解析により、近接する複数の湧水箇所間の水圧干渉が湧水量の長期的な

減少率（減少速度）に与える影響を実際に予測できることを 350m調査坑道の

データを用いて実証しました(76)。この結果、複数の湧水箇所間の水圧干渉が

想定される場合は湧水量の減少速度の加速が見込めるため、湧水抑制対策の

要否を検討する上で重要な判断材料を提供できるようになりました(76)。具体

的には、湧水断層が密集する場合の湧水量予測に必要となる解析手法を整備

し、図 42に示すような湧水抑制対策の判断手順をフローチャートとして提示

することができました。このように、①の多連接坑道を考慮した湧水抑制対

策技術に関する知見を整理できたことから、所期の目標を達成できました。

今後、湧水量に関する検討は③の「緩衝材の流出現象を評価/抑制する技術と

して、断層や割れ目からの湧水の定常的な発生量や湧水量の減少速度の予測

手法と流出抑制対策への反映方法の整備」の中で実施します。 
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図 42 近接する複数の湧水箇所間の水圧干渉を考慮した湧水量解析と湧水抑

制対策の判断手順 
図中の式で、K/SSは水頭拡散率（m2/s；水圧の伝搬速度を表す指標）、r は湧水点間の距離（m）、t は

時間（s）を表します(77)。 

 

②のピット周辺の EDZ の範囲を評価するための解析手法と支保設計への反

映方法に関しては、500m 調査坑道における試験ピットの掘削に先立ち、EDZ

の広がりを予測する解析を実施しました。試験ピットは、350m 試験坑道 4

（図 5参照）の人工バリア性能確認試験において実績のある方法で掘削する

予定です。具体的には、ケーシングと呼ばれる筒状の鉄製の枠組みを回転さ

せながら所定の深度まで設置した後に、ケーシング内部の岩盤を掘削機で除

去し、最後にケーシングを引き抜く作業を実施します(78)。 

予測解析でもその施工順序を再現しました。図 43および図 44に、EDZの

広がりの予測結果を示します。結果として、ケーシングを引き抜く前は、ケ

ーシングが岩盤を補強する役割を有しているので、EDZ はほとんど広がりま

せんが、ケーシングを引き抜いた後は、人工バリア性能確認試験で掘削した

試験孔の EDZ の広がりの評価結果(79)と同様に、坑道底盤部付近で EDZ の広が

りが大きく、試験ピットの深度が深くなるにつれて小さくなることが分かり

ました（図 44）。 
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(a) 試験ピット掘削前 

 
(b) 試験ピット掘削後 

（ケーシングあり） 

 
(c) 試験ピット掘削後 

（ケーシング引き抜き後） 

図 43 試験ピット周辺の EDZの広がりの予測結果 

 

  
 

 
(a) 底盤から 2 m 

 
(b) 底盤から 3 m 

 
(c) 底盤から 4 m 

図 44 ケーシング引き抜き後の EDZの広がりの予測結果の平面図 
EDZの広がりの予測結果を、試験ピットを上から見た平面図として示しています。 

 

また、図 43および図 44に示すような試験ピット掘削中およびケーシング

引き抜き後の EDZ の広がりを調査するための計測計画を検討した結果、岩盤

損傷時の振動（AE※）の計測が最も有効であることが分かりました。そこで、

実際に 500m 調査坑道で AE を計測するための準備として、図 45 に示すよう

に、岩盤に与えた振動がどの程度の距離まで伝わるかを調べるための試験を、

500m 試験坑道 8 で実施しました。この試験では、岩盤に振動を受振するセン

サーを設置した上で、岩盤に直接打撃を与えて、その打撃の振動がどの程度

まで伝わるかを、振動の波形を見ながら確認しました。試験の結果、岩盤に

与えた振動は、約 5 m の範囲に伝わることが確認できました。これらの予測

解析と原位置試験結果を踏まえて、AE計測のレイアウトを検討しました。 
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(a) 試験実施場所の様子 

 
(b) 取得した波形 

図 45 岩盤に与えた振動がどの程度の距離まで伝わるかを調べるための

試験の様子 

 

③の断層や割れ目からの湧水の定常的な発生量や湧水量の減少速度の予測

手法と流出抑制対策への反映方法の整備に関しては、断層の代表的な透水性

と DFN モデルを組み合わせることで有効透水係数を推定する手法を開発しま

した(10)。この手法は、課題(1)において坑道スケールの岩盤の閉じ込め性能の

評価手法の体系化を目指して提示した手法ですが、課題(3)の③においても、

断層や割れ目からの湧水の定常的な発生量をより適切に予測できるという点

で活用できます。さらに、500m 調査坑道において断層や湧水の調査を行うと

ともに、地下施設全体の湧水量（以下、坑内湧水量）を継続して観測しまし

た。500m調査坑道の底盤において幅約 1 mの範囲（図 46(a)の黄色の範囲）

を調査した結果、図 46(a)の青色の線で示される複数の断層が確認されまし

た。また、事前に断層や割れ目内へのグラウト注入を行わなかったにも関わ

らず、500m 調査坑道の掘削中に坑内湧水量の定常的な増加が認められません

でした（図 46(b)）。つまり、深度 500 mは、地下水の通り道として機能する

断層が複数存在する環境であるにも関わらず、坑内湧水量（約 50 m3/日）を

変化させるほどの湧水が発生しなかったと言えます。この結果は、500m 調査

坑道における定常的な坑内湧水量に関する事前の予測結果(11)や上記の DFN モ

デルによる推定結果と調和的でした。さらに、今後の、500m 調査坑道におけ

る各坑道の湧水量を詳細に観測するために排水システムを整備しました（図 

47）。 
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(a) 500m調査坑道における断層分布 

 
(b) 坑内湧水量の推移 

図 46 500m調査坑道の断層分布図と坑内湧水量の推移 

 

 
図 47 500m調査坑道において整備した排水システムの流路図 

坑道内に湧き出した地下水は排水ラインを通って各観測点に集まります。観測点に流れ込む地下水

の流量を定期的に計測することで、湧水量の変化を把握します。 

 

④のピット周辺の割れ目の開きにくさの評価手法と緩衝材の侵入抑制対策

への反映方法の整備に関しては、350m東立坑側第 1ボーリング横坑（図 5参

照）において、水圧擾乱試験を実施しました。これまでは、断層（破砕物を

伴う割れ目）や掘削損傷割れ目（引張割れ目）を対象とした試験を実施し、

割れ目の開きにくさの評価をしてきましたが、今回はせん断割れ目（破砕物

を伴わない割れ目）を対象とした試験を実施しました。坑道周辺で実施して
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きた地質観察の結果、割れ目は断層、せん断割れ目、掘削損傷割れ目の三種

類に大別できることが確認されています。これらの割れ目の開きにくさを調

べることにより、ピットを掘削した時に遭遇する割れ目の種類に応じて、緩

衝材の流出や割れ目への侵入が生じる可能性を把握するとともに、その要因

に応じた対策の立案に役立つ成果が得られます。 

水圧擾乱試験では、割れ目を確認した深度をパッカーで区切り、そこに注

水して圧力（区間圧力）を上げていきながら、注水した流量の変化を見るこ

とで、割れ目がどの程度開いたかを確認しました。図 48(a)に、水圧擾乱試

験の実施区間を示します。試験は4区間で実施し、区間2～区間4はせん断割

れ目を、区間5は断層を対象として実施しました。図 48(b)に、区間4で確認

されたせん断割れ目の孔壁展開画像とボーリングコアで確認されたせん断割

れ目の写真を示します。 

 

 
(a) 設定した試験区間 

 
(b) 区間 4のせん断割れ目の状況 

図 48 水圧擾乱試験で設定した試験区間と区間 4のせん断割れ目の状況 
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次に、例として区間 4の試験結果を図 49に示します。区間圧力を 2.6 MPa

から 0.2 MPa ずつ、注水流量を調整しながら増大させました。その結果、区

間圧力を 4.6 MPa に増大させた時に注水流量が急激に増大し始めました。こ

の試験結果と既存のモデル(80、81)に基づき、割れ目の開口幅の変化と割れ目に

垂直に作用する力の関係を図 50に整理しました。割れ目に垂直に作用する力

が大きい状態では割れ目の開口幅は 0.02 mm 程度と非常に小さいですが、割

れ目に垂直に作用する力が 1.6 MPa 以下となった時点から割れ目の開口幅が

顕著に増大することを確認しました。このことから、破砕物を伴わないせん

断割れ目についても、水圧擾乱試験や既存のモデルを適用することにより割

れ目の開きにくさを定量的に調査できることを確認しました。さらに、この

結果は、既存のモデルの適用性が広がる可能性を示唆しています。 

 

 
図 49 せん断割れ目を対象とした水圧擾乱試験の結果 
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図 50 せん断割れ目を対象とした割れ目の開口幅と割れ目に垂直に作用する

有効応力の関係 

 

(4) 廃棄体設置の判断や間隔の設定に必要となる情報の整理 

廃棄体の設置の判断や間隔の設定に当たっては、緩衝材やオーバーパック

の機能、坑道やピットの安定性および廃棄体周辺の岩盤の閉じ込め性能を担

保するために必要な情報を整理することが重要となります。例えば、坑道や

ピット周辺に存在する割れ目の開きにくさやずれにくさ、割れ目からの湧水

量、地下水の流れにくさ（物質の動きにくさ）、EDZ の広がりなどの情報を取

得することが重要となります。本課題では、廃棄体設置の判断や間隔の設定

に必要となる情報の調査・評価手法について、実際に幌延で適用した調査・

評価手法を体系的に整理します。さらに、これらの整理結果を踏まえ、地下

施設設置深度の設定に反映可能な地質環境の調査・評価手法を整備します。

（図 51）。 

 

 
図 51 廃棄体設置の判断や間隔の設定に必要な情報や各課題で検討する

項目と成果の反映先の関係 
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令和 7 年度は、坑道やピット周辺に存在する割れ目のずれにくさに関する

評価手法の整備に向けて、過年度に構築した透水試験用パッカーの圧力変化

を活用した割れ目のせん断変位量の推定手法の信頼性を向上させるために、

関連する室内試験の方法を見直しました。室内試験では、透水試験で得られ

るパッカーの圧力変化から、2 つのパッカーで区切られた孔内試験区間の長

さの変化を算出するための関係式を構築します。過年度の室内試験の条件は

ひとつのパッカーのみを用いた方法でしたが、今回、原位置試験の条件によ

り近い 2つのパッカーを連結させた室内試験の方法を新たに構築しました(図 

52)(82)。新たな方法では、過年度の方法では直接求めることが出来なかったパ

ッカーの圧力変化から試験区間の長さの変化を算出するためのパラメータを

直接求めることができます。室内試験では、ボーリング孔へのパッカー設置

を模擬するため、稚内層の岩石の硬さに対応した材料として、アルミ製（硬

い場合）およびアクリル製（軟らかい場合）のパイプを使用しました。パッ

カー圧の初期値は、深度 350 m～深度 500 mにおいて原位置試験を行う際に想

定される水圧を考慮して、3.0 MPa、5.0 MPa、6.9 MPaの 3通りと設定しまし

た。今回の方法の試験結果の一例を図 53に示します。パッカー圧の低下とと

もにパッカー間の距離が増大する傾向を確認しました。また、過年度の方法

と今回の方法で得られる試験結果を比較したところ、両者には違いがあり、

過年度の方法はせん断変位量を 1.2倍～1.5倍もしくは 0.6倍～0.9倍に過大

もしくは過小評価する可能性があることが分かりました（図 54）。さらに、

パッカー圧の初期値の違いについては、パッカー圧が小さいほど両者の結果

の違いが大きくなることが分かりました（図 54）。今回得られた知見は、今

後実施する原位置試験における割れ目のずれにくさの評価に反映していきま

す。 
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図 52 新たに構築した室内試験方法の概要(82) 

 

 
図 53 新たに構築した室内試験方法の結果の一例(82) 

 

 
図 54 室内試験の結果(82) 

縦軸のせん断変位の推定に用いるパラメータの相対比は、今回の室内試験結果に対する過年度の室

内試験結果として計算しました。このパラメータの相対比が、そのまません断変位の推定値の相対

量になります。 
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坑道やピット周辺に存在する割れ目の開きにくさについては、課題(3)の④

に記載した通り、割れ目に垂直に作用する有効応力と割れ目の開口幅の関係

に関わる原位置試験データの拡充を進めました。 

坑道やピット周辺の地下水の流れにくさ（物質の動きにくさ）については、

この評価に必要となる、地層の代表的な透水性の計算方法を新たに構築しま

した(10)。この方法では、はじめにボーリング調査や坑道掘削時の地質観察な

どで得られる割れ目分布のデータから割れ目の地質学的なつながり方をモデ

ル化し、DFN モデルを作成します。次に、それぞれの割れ目に代表的な透水

性を与え、複数の割れ目を含む領域の地下水の流れをシミュレーションする

ことで地層の代表的な透水性を計算します。この時、本方法では、割れ目内

の水みちのつながり方の次元を考慮して割れ目の代表的な透水性を決定しま

す（課題(1)を参照）。これにより、水みちのつながり方の次元が低く、割れ

目内の水みち同士の連結が少ない岩盤（例えば表 3の分類 I-aに属する岩盤

の一部）でも地層の代表的な透水性を簡易な方法で求めることができるよう

になりました。この地層の代表的な透水性は、ピット周辺に存在する割れ目

からの湧水量の予測に必要です。課題(3)の③に記載したように、本方法によ

り求められる地層の代表的な透水性は 500m調査坑道掘削時の坑内湧水量と整

合することが確認できています。 

坑道やピット周辺の EDZ の広がりの評価手法の整備に向けて、土木分野に

おけるトンネル設計において壁面の安定性を検討する際に用いられる地山強

度比と呼ばれる指標に着目した検討を行いました。地山強度比は、岩盤の安

定性を評価するための基本的な指標のひとつです。一般的に地山強度比が 2

よりも小さい場合は坑道の変形が大きくなり、周辺岩盤の安定性に影響を及

ぼすと言われています。そこで、幌延深地層研究センターの地下施設や、こ

れまでに様々な岩種を対象として掘削された地下研究施設において調査され

た EDZ の広がりと、地山強度比との関係を整理・分析しました。その結果、

図 55に示すように、地山強度比と EDZの広がりには相関性があり、地山強度

比が 2 より小さくなると EDZ の広がりが顕著に大きくなることを確認しまし

た。このことから、EDZ の広がりは、坑道を掘削する深度の応力状態や岩盤

の強度に依存することが分かります。さらに、幌延深地層研究センターの地

下施設は地山強度比が 2より小さい坑道（500m調査坑道および 250m調査坑道）
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と 2 より大きい坑道（350m 調査坑道）の両者を有することから、本地下施設

で得られた知見は他のサイトでも幅広く適用できると考えられます。 

 

  
図 55 EDZの広がりと地山強度比の関係 

それぞれの施設で掘削された坑道の大きさが異なることから、グラフの縦軸は、坑道の中心から EDZ

の外側までの距離の平均値を、坑道掘削半径で除した値（正規化した値）として示しています。ビ

ュールでは、引張割れ目の発達に伴うEDZと、せん断割れ目の発達に伴うEDZがそれぞれ評価されて

いることから、これらを考慮して幅を持たせて記載しています。 

 

これまでに幌延深地層研究センターで実施してきた EDZ の広がりを把握す

るための調査事例を基に、図 56に示すような、坑道掘削前から掘削後に至る

EDZ の広がりを調査・評価するためのフローチャートを作成しました。まず

坑道掘削前には、地上からのボーリング調査や先行ボーリング調査を実施し、

そこで得られた岩石試料を用いた室内試験により坑道を掘削する深度に対応

する岩盤の物性を調べます。また、地下に作用する圧力の情報についても、

地上からのボーリング調査で調査します。それらの情報を基に、数値解析に

より EDZ の広がりを事前に予測します。坑道掘削中および坑道掘削後は、壁

面の地質観察や、ボーリング調査による割れ目の発達状況の確認、トモグラ

フィ調査による割れ目発達状況の空間分布の把握や、坑道の安定性の検討の
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ための変位計測などを行った上で、EDZ の広がりを検証します。その後、得

られた結果を踏まえて数値解析を実施して、坑道掘削に伴う EDZ の広がりを

総合的に評価します。課題(2)ではこのフローチャートに則って 500m 試験坑

道 8・9の EDZの広がりを評価しますが、必要に応じてこのフローチャートを

更新していきます。なお、先述のとおり EDZ の広がりは地山強度比に依存す

ることや、幌延深地層研究センターの地下施設の坑道は幅広い地山強度比を

有することから、本課題で適用性が検証されたフローチャートは他のサイト

でも幅広く適用可能であると考えられます。 

 

 
図 56 坑道周辺の EDZの広がりを調査・評価するためのフロー

チャート(65、73、80、83、84、85) 
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6. 令和 2年度以降の必須の課題への対応に必要なデータ取得 

令和 2 年度以降、人工バリア性能確認試験や物質移行試験などの処分シス

テムの設計・施工や安全評価に関わる基礎情報、例えば、岩盤の水の流れや

すさや岩石の鉱物組成や化学組成、地下水の pHや酸化還元電位、化学組成な

どのデータの取得などについては、令和 2 年度以降の必須の課題への対応に

必要であることから、引き続き必要最低限のデータを取得し、処分システム

の設計・施工や安全評価に関する研究を行う試験場所の地質環境特性を明確

にし、それらの手法の評価に用いることになります。なお、処分システムの

設計・施工手法や安全評価手法の信頼性を確認するために必要となるデータ

が取得できているかを含めて評価することが必要であるため、計測手法の妥

当性を確認し、必要に応じて調査技術・機器の改良を行います。 

 

(1) 岩盤の水理 

岩盤の水理に関しては、立坑や坑道掘削時の周辺の地質環境の変化を把握

するため、地上から掘削した既存のボーリング孔で水圧観測を行っています。

令和 7年度は、東立坑から南東に約 100 m離れた HDB-6孔（図 7参照）で水

圧観測を継続しました。図 57に、平成 31年 4月から令和 8年 3月までの観

測結果を示します。令和 5年 9月 29日から立坑の掘削が再開され、令和 7年

9月 4日に深度 500 mにおける坑道の掘削が全て完了しました。これまでの研

究で、地下施設周辺の深度 450 m 以深の地層は透水性が低いため、この深度

に立坑を掘削しても HDB-6 孔の観測区間に水圧低下がほとんど生じず、坑内

湧水量も大きく増加しないと予測されています(11)。実際に立坑および 500m調

査坑道の掘削の影響を見ると、HDB-6孔の深度369 mの観測区間は地震（図 57

の①）の影響により判断が難しいですが、それよりも深い深度 447 m 以深の

観測区間では立坑掘削に伴う水圧低下が認められません。また、実際に観測

された坑内湧水量も大きな増加はなく、予測結果と整合的でした。今後は、

立坑や坑道掘削後の周辺の地質環境の変化を把握するため、水圧観測や、坑

内湧水量の観測を継続します。 
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図 57 HDB-6孔の水圧観測結果、各立坑の掘削深度および坑内湧水量の観測

値（平成 31年 4月～令和 8年 3月のデータ） 
水圧データが途切れている期間は、センサーの不具合によるデータの欠測期間です。 

 

(2) 地下水と岩石の地球化学 

地下施設の建設や人工バリア性能確認試験の実施に伴う坑道周辺の地下水

の水質の時間的な変化を把握することを目的として、坑道で採取した地下水

の pHや電気伝導度、酸化還元電位などの物理量を測定するとともに、採取し

た地下水の水質を分析しています。 

令和 7 年度は、令和 6 年度に引き続き、地下施設の 3 本の立坑に設置した

集水リング※や、140m、250m、350m および 500m 調査坑道から掘削したボーリ

ング孔などで採取した地下水の溶存成分を分析しました。図 58(a)に令和7年

度の地下水の採取位置（集水リングおよびボーリング孔の位置）を、図 

58(b)に分析結果の一例として 350m 調査坑道から掘削したボーリング孔（図 

58(a)の赤文字）で採取した地下水の塩化物イオン濃度の分析結果を示します。
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350m 調査坑道から掘削したボーリング孔の地下水の塩化物イオン濃度は、令

和 7年度までに大きな変化は認められませんでした。 

 

 
(a) 集水リングとボーリング孔の位置 

 
(b) 350m調査坑道から掘削したボーリング孔におけ

る地下水の塩化物イオン濃度の経時変化 

図 58 令和 7年度の地下水の採取位置と水質分析結果の例 

 

350m 調査坑道に設置した水圧・水質モニタリング装置によるモニタリング

を、令和7年度も継続しました。装置の設置箇所を図 59に示します。350m試

験坑道 2、3、4および 350m試験坑道 7掘削後の経時変化の把握や観測装置の

長期的な性能確認の一環として、13-350-C05孔、13-350-C06孔、13-350-C07孔、

13-350-C08孔および13-350-C09孔（以下、C05、C06、C07、C08および C09）の

5孔を用い、水圧・水質モニタリングを継続しました。C08における水圧のモ

ニタリングの結果を図 60に、水質のモニタリングの結果を図 61に示します。

350m試験坑道 4では、平成 26年度に人工バリア性能確認試験の一環として坑

道の一部を埋め戻し、坑道の埋め戻し部分を冠水させるため、平成 27年 1月

から試験孔底および埋め戻し範囲の坑道内に継続して地下水を注水していま

す。350m 試験坑道 4 に最も近い区間 4 の間隙水圧は、注水に用いている給水

孔からの自然湧水量の増減に伴い不定期に変化していますが、それ以外に大
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きな水圧変動は認められませんでした（図 60）。水質に関しても顕著な変化

は認められませんでした（図 61）。これらのデータは、令和 2 年度以降の必

須の課題のひとつである、人工バリア性能確認試験における熱－水理－力学

－化学連成挙動の解析で、人工バリアの外側境界条件となる周辺岩盤中の水

圧や水質条件の設定に反映します。 

今後も水圧・水質モニタリングを継続し、地下水の水圧や水質の分布とそ

の時間的な変化を評価していきます。 

 

 
図 59 350m試験坑道 2および 350m試験坑道 4周辺における水圧・水質

モニタリング実施箇所 
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図 60 C08における水圧モニタリング結果 

水圧が急激に低下している箇所は、採水およびメンテナンスによる影響です。 

 

 
(a) pH 

 
(b) 酸化還元電位 

図 61 C08の区間 2における水質モニタリング結果 
白抜きのデータ（○）は、電極の劣化や表面への汚れ・気泡の付着などの影響により、信頼性が劣

る可能性のあるデータを示しています。 

 

(3) 坑道掘削の影響に関する調査技術の開発 

平成 21年度に東立坑の深度 160 mに設置した光ファイバー式地中変位計に

より、岩盤変位の長期的モニタリング性能を検証しています（図 62）。また、

長期間にわたる支保工のモニタリングの結果、地下水の浸潤が生じにくい支

保工の変形挙動の確認に当たっては、電気式のセンサーも十分活用できるこ

とが分かっていることから(86)、光ファイバー式地中変位計の設置箇所付近に
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設置した電気式の鋼製支保工応力計による計測データも活用しています（図 

63）。それぞれの計測器の設置レイアウトを図 64に示します。 

 

 
図 62 地中変位計設置状況 

 

 
図 63 鋼製支保工応力計設置例 

 

 
図 64 計測器設置位置図 
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図 65は、鋼製支保工応力計において計測された応力の経時変化を示してい

ます。計測結果から約 17年間にわたり正常に計測ができていることが確認で

きます。計測された応力は、北側に位置する SS1において約 155 MPaを示して

おり、他の計測点に比べ周方向に大きな圧縮の力が作用していることが分か

ります。しかし、既存の支保工以上に追加の工学的対策を施すほどの応力状

態には達していません。また、立坑掘削直後は応力の増加が大きいものの、

その後は値が収束する傾向にあります。 

今後もデータの蓄積を進め、立坑掘削による周辺岩盤および支保工の長期

的な変形挙動をモニタリングするとともに、装置の健全性の確認を継続し、

計測手法の信頼性を高めていく予定です。 

 

 
図 65 鋼製支保工応力計の計測結果 

 

(4) 地震観測 

地下施設内の 4 台の地震計と地表の 1 台の地震計で地震観測を実施してい

ます。令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月 16日までの期間中に、気象庁の発

表では、幌延町宮園において震度 1以上を観測した地震は 20回あり、観測さ

れた最大震度は 3でした（表 5）。図 66は、これら地震のうち青森県東方沖

を震源とする地震を除いた震央の分布を示しています。また、図 67に令和 8

年 1 月 13 日 1 時 58 分頃に発生した地震の際に、地表および地下施設で観測

された地震波形を示します。図 67から、震度および最大加速度のいずれにお
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いても、地表に比べて地下の方が小さくなっていることが確認できます。 

 

表 5 幌延町宮園で観測された震度 1以上の地震 
地震の発生日時 

震央地名 緯度 経度 
深さ 

(km) 
Mj※ 

震度 

日付 時刻 
幌延町 

宮園 

最大 

震度 

令和7年7月19日 7:35:17 留萌地方中北部 44°56.6'N 141°44.3'E 25 3.6 2 2 

令和7年12月8日 23:15:10 青森県東方沖 40°58.1'N 142°17.3'E 54 7.5 2 6強 

令和8年1月12日 

9:48:38 宗谷地方南部 45°02.5'N 142°11.3'E 0 4.4 1 2 

9:50:15 宗谷地方南部 45°02.1'N 142°11.5'E 0 5.1 3 3 

9:58:37 宗谷地方北部 45°02.2'N 142°10.5'E 0 4.4 2 2 

11:52:19 宗谷地方南部 45°01.7'N 142°10.6'E 0 4.3 1 2 

11:57:58 宗谷地方北部 45°01.7'N 142°09.8'E 0 4.4 1 2 

14:57:42 宗谷地方南部 45°02.6'N 142°11.5'E 0 3.7 1 2 

15:47:52 宗谷地方北部 45°02.4'N 142°10.3'E 0 3.1 1 1 

令和8年1月13日 
1:10:14 宗谷地方北部 45°02.5'N 142°09.5'E 0 4.7 2 2 

1:58:54 宗谷地方北部 45°03.0'N 142°10.0'E 0 5.2 3 3 

令和8年1月16日 10:56:20 宗谷地方北部 45°01.7'N 142°09.5'E 0 3.6 1 2 

令和8年1月20日 
17:36:27 宗谷地方南部 45°03.6'N 142°12.6'E 0 4.2 1 2 

18:17:31 宗谷地方南部 45°03.4'N 142°11.6'E 0 3.7 1 2 

令和8年1月21日 

4:40:35 宗谷地方北部 45°01.9'N 142°09.9'E 0 4.4 2 2 

9:34:01 宗谷地方南部 45°03.7'N 142°12.1'E 0 4.1 1 3 

9:44:34 宗谷地方北部 45°01.9'N 142°09.2'E 0 3.4 1 1 

令和8年1月28日 
10:53:47 宗谷地方北部 45°04.3'N 142°10.7'E 0 4.4 1 3 

15:34:02 宗谷地方北部 45°03.8'N 142°10.9'E 0 4.8 2 3 

令和8年1月29日 0:42:15 宗谷地方北部 45°03.4'N 142°10.8'E 0 4.1 1 2 

震源の緯度・経度は気象庁一元化震源データより、その他は気象庁震度データベース検索より。 
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図 66 幌延町（宮園）で観測された地震の震央図 

令和 7年 12月 8日に発生した青森県東方沖を震源とする地震以外の震央を示します。作図には、気

象庁一元化震源データと GMTおよび地理院地図の色別標高図を使用しました。 

 

 
図 67 令和 8年 1月 13日 1時 58分頃に発生した地震による地上および

地下施設で観測された地震波形 
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7. 地下施設の建設・維持管理 

令和 7 年度は、令和 6 年度の工事実績を反映した施設整備業務の計画工程

（表 6）にしたがい、西立坑および 500m調査坑道の掘削を継続（図 68）し、

西立坑については、令和 7年 6月に深度 510 mの掘削が完了、500m調査坑道

については、令和 7年 9月に総延長 208.1 mの掘削が完了しました。 

500m 調査坑道の掘削完了後は、路盤整備（図 69(a)）などの仕上げ作業を

実施し、令和 7年 12月に作業が完了しました（表 6参照）。作業完了後、令

和 8年 1月に完成検査・セレモニー（図 69(b)）を実施し、令和 5年度から再

開した掘削工事などの施設整備業務が完了しました（図 69(c)および図 

69(d)）。 

 

表 6 地下施設整備の実績工程表（令和 7年度） 

 
■ 令和 7年度施設整備業務計画工程（令和 7年 3月公表） ■ 令和 7年度実績 

 

 
(a) 西立坑の掘削状況 

 
(b) 500m調査坑道の掘削状況 

図 68 地下施設整備の状況 

西立坑

500ｍ調査坑道

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

仕上

掘削

掘削
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(a) 仕上げ（路盤整備）作業状況 

 
(b) 施設整備完成セレモニー状況 

 
(c) 西立坑の完成状況 

 
(d) 500m調査坑道の完成状況 

図 69 地下施設整備の仕上げ・完成状況 

 

(1) 地下施設整備（令和 5年度～令和 7年度）の総括 

令和 5年度に施設整備業務を再開し、まずは 350m調査坑道の拡張工事とし

て、350m 試験坑道 6 の掘削に着手しました。その後、350m 試験坑道 7、350m

東立坑側第 1 ボーリング横坑と順次掘削を行い、令和 6 年 1 月に予定してい

た総延長 66 mの坑道整備を完了しました（表 7）。 

立坑については、換気立坑の掘削前の湧水抑制対策に伴う先行ボーリング

結果により、湧水や岩盤の割れ目などが新たに確認されたことから、湧水抑

制対策の改良範囲を拡充しました。この改良範囲の拡充に伴い、換気立坑か

らとしていた掘削順序を変更し、先行して湧水抑制対策が終了した東立坑か

ら掘削を開始しました（表 7）。 

東立坑および換気立坑については、先行ボーリングにおけるコアの性状や

施工開始当初に掘削壁面からの小規模な岩石の落下が認められたことから、

安全を最優先とし、覆工コンクリートの打設長（1 回でコンクリートを施工
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する長さ）を 1 m として施工を開始しました。掘削の進捗に応じて、掘削壁

面の割れ目が少なくなり、地山状況が安定したことから、東立坑は深度 440 m、

換気立坑は深度 400 mから打設長を 2 mに変更して施工を行いました。また、

情報化施工として、覆工コンクリートにかかる応力などの計測結果に基づき、

覆工の厚さを合理的に設定する手法を導入しました(87)。更に計画より若干の

遅れが見られたため、掘削作業員の増強を行い工程の回復に努めました。こ

れらの変更により、施工サイクルが向上したことで、東立坑は令和6年9月、

換気立坑は令和 7年 1月に掘削を完了することができました（表 7）。 

西立坑については、東立坑の早期の掘削完了に伴い、ほぼ計画どおり令和6

年 9 月から掘削を開始しました。掘削当初より地山の状況が良く覆工コンク

リートの打設長を 2 m として施工を進められたこと、東立坑および換気立坑

と同様に情報化施工を導入したことなどから、計画より 2 か月半早い令和 7

年 6月に掘削が完了しました（表 7）。 

500m 調査坑道についても、西立坑同様、掘削開始を前倒しできたことから、

計画より約 3か月早い令和 7年 12月に仕上げ作業含め、全ての施設整備を完

了することができました（表 7）。 

 

表 7 地下施設整備の実績工程表（令和 5年度から令和 7年度） 

 
■ 令和 5年度当初工程 ■ 令和 5年度～令和 7年度実績 

※本工程には、掘削以外の段取りや仕上げ作業を含みます 

  

東立坑

西立坑

500m調査坑道

令和5年度 令和6年度 令和7年度

350m調査坑道

換気立坑
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施設整備期間中の掘削実績と湧水量の推移（図 70）については、湧水抑制

対策が最盛期であった令和 5年 4月から令和 5年 10月にかけて、湧水量が若

干増加する傾向がありましたが、全体的に掘削に伴う湧水の増加は見られず、

掘削前とほぼ同等の 50 m3/日前後で推移しています。なお、令和 7 年 8 月の

局所的な湧水量増加（最大約 250 m3/日）は、宗谷地方北部の記録的な大雨に

よる流入水の影響です。 

 

 
図 70 施設整備期間中の掘削実績と湧水量の推移 

 

(2) 地下施設の維持管理 

令和 7 年度は、地下施設の維持管理として、櫓設備や電気設備などの運

転・点検保守および排水処理設備の運転・監視などを行いました（図 71）。 
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(a) 電気設備の点検保守 

 
(b) 排水処理設備の運転・監視 

図 71 地下施設の維持管理状況 

 

(3) 掘削土（ズリ）の管理 

坑道の掘削により発生する掘削土（ズリ）には、重金属などが含まれてい

ますが、自然由来であることから土壌汚染対策法の適用外となっています。

しかし、幌延深地層研究センターでは、周辺環境の保全に万全を期すため、

土壌汚染対策法に準拠した管理を行っています。具体的には、掘削土（ズリ）

の土壌溶出量が土壌汚染対策法に定める第 2 溶出量基準値を超過していない

ことを確認（8.2 参照）した後、同法の遮水工封じ込め型に準じた二重遮水

シート※構造（図 72）とした掘削土（ズリ）置場に搬入し、保管しています。 

令和 7 年度は、掘削完了に伴う掘削土（ズリ）搬入終了後、斜面を保護す

るためのコンクリートの吹付け作業を実施し、令和 7年 10月に作業が終了し

ました（図 73）。 

 

 
図 72 二重遮水シートの構造 

遮水シートの上に保護土盛土を行い、その上に掘削土（ズリ）が保管されています。 

 

遮水シート

10
0

cm
50

cm

短繊維不織布(10 mm）

低密度ポリエチレンシート(1.5 mm）

オレフィン系熱可塑性ゴムシート(1.5 mm）

安定処理盛土

保護土盛土
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図 73 掘削土（ズリ）置場の吹付け作業完了後の様子 

 

(4) 排水の管理 

地下施設からの排出水と掘削土（ズリ）置場に設置している浸出水調整池

の浸出水については、硝酸性窒素処理設備、濁水処理設備、脱ホウ素設備、

脱窒素設備および揚水設備から構成される排水処理設備（図 74）で処理を行

っています。処理済排水は、排水基準値を超過していないことを確認

（8.1(2)参照）した後、排水管路を通じて天塩川へ放流しています。 
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(a) 硝酸性窒素処理設備 

 
(b) 濁水処理設備 

 
(c) 脱ホウ素設備(1号機) 

 
(d) 脱ホウ素設備(2号機) 

 
(e) 脱窒素設備 

 
(f) 揚水設備 

図 74 排水処理設備 
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8. 環境調査 

令和7年度は、令和6年度に引き続き地下施設からの排水などの水質調査、

掘削土（ズリ）の土壌溶出量調査および研究所用地周辺の環境影響調査を実

施しました。 

 

8.1 排水量および水質調査 

排水処理設備から天塩川へ放流している排水量について監視を行うととも

に、排水処理前後の水質、天塩川の水質、浄化槽排水の水質について、調査

を行っています。また、掘削土（ズリ）置場の周辺環境への影響を監視する

ため、清水川および掘削土（ズリ）置場周辺の地下水についても水質調査を

行っています。 

なお、水質の分析については、公的な分析資格を持つ民間の会社に委託し

ています。本調査の対象となっている排水系統と各水質調査の採水地点を図 

75 に示します。処理済排水については、塩濃度が高い状態であることから、

生態系への影響を考慮し、天塩川の塩水が遡上する地点を放流口としていま

す。 

 

 
図 75 排水系統と各水質調査の採水地点 
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(1) 天塩川への排水量 

地下施設からの排出水および掘削土（ズリ）置場の浸出水は、排水処理設

備において処理を行った後、排水管路を通じて天塩川に放流しています。 

令和 7年度の天塩川への排水量は表 8に示すとおりで、合計排水量は、令

和 6年度（55,384 m3）と同程度の 56,991 m3でした。日最大排水量および月排

水量は、記録的な大雨の影響を受けた 8 月が最大であり、月排水量が 8,321 

m3、日最大排水量が 649 m3 でした。なお、日最大排水量については、観測期

間を通じて北るもい漁業協同組合との協定値（750 m3/日）を満足しています。

日平均排水量については、降雨および融雪の影響を受けた 4 月が最大であり、

日平均排水量は 276 m3でした。また、記録的な大雨の影響を受けた 8 月も同

程度の日平均排水量（268 m3）でした。 

 

表 8 天塩川への排水量 

年月 月排水量（m3） 日最大排水量（m3）注1 日平均排水量（m3）注2 

令和7年4月 8,280 460 276 

令和7年5月 3,993 305 128 

令和7年6月 3,215 267 107 

令和7年7月 3,322 303 107 

令和7年8月 8,321 649 268 

令和7年9月 4,780 402 159 

令和7年10月 4,272 280 137 

令和7年11月 4,295 340 143 

令和7年12月 4,094 358 132 

令和8年1月 3,656 285 117 

令和8年2月 3,359 334 119 

令和8年3月 5,404 343 174 

合計 56,991 － － 

最大値 8,321(8月) 649(8月) 276(4月) 

注1：北るもい漁業協同組合との協定値は750 m3/日です。 

注2：月排水量を各月の日数で除した値（小数点以下切捨て）を示しています。 

 

(2) 地下施設からの排水の水質調査結果 

地下施設から排出される「立坑の原水」および「掘削土（ズリ）置場浸出

水調整池の原水」については、図 76 に示すとおり、濁水処理、脱ホウ素処

理、脱窒素処理（アンモニア性窒素）を行った後、「揚水設備における処理
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済排水」として排水管路を通じて天塩川に放流しています。また、「掘削土

（ズリ）置場浸出水調整池の原水」については、貯留時に硝化菌のはたらき

によって生成される硝酸性窒素についても処理を行っています。これらの排

水については、排水処理の前後で定期的（原則 1回/月）に水質調査を実施し

ています。 

令和 7 年度の調査結果は、表 9 に示すとおりで、天塩川に放流している

「揚水設備における処理済排水」については、すべて排水基準の範囲内でし

た。 

 

 
図 76 地下施設からの排水処理フローと水質調査の採水地点 
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表 9 地下施設からの排水に関わる水質調査結果 

主な分析 

項目 

採水地点 

（図 76参照） 

過年度 令和6年度 令和7年度 （参考値） 

水質汚濁防止法 

排水基準 
平成18年12月 

～令和6年3月 

令和6年4月 

～令和7年3月 

令和7年4月 

～令和8年3月 

カドミウム注1 

（mg/L） 

立坑の原水 <0.003 <0.003 <0.003 

0.03 
掘削土（ズリ）置場 

浸出水調整池の原水 
<0.003～0.003 <0.003～0.005 <0.003～0.009 

揚水設備における処理済排水 <0.003 <0.003 <0.003 

ヒ素 

（mg/L） 

立坑の原水 <0.01～0.08 <0.01～0.01 <0.01～0.01 

0.1 
掘削土（ズリ）置場 

浸出水調整池の原水 
<0.01～0.02 <0.01 <0.01 

揚水設備における処理済排水 <0.01～0.02 <0.01 <0.01 

セレン 

（mg/L） 

立坑の原水 <0.01～0.02 <0.01 <0.01 

0.1 
掘削土（ズリ）置場 

浸出水調整池の原水 
<0.01～0.04 <0.01～0.03 0.02～0.06 

揚水設備における処理済排水 <0.01～0.01 <0.01～0.02 <0.01～0.02 

フッ素 

（mg/L） 

立坑の原水 <0.8～3.5 <0.8 <0.8 

8 
掘削土（ズリ）置場 

浸出水調整池の原水 
<0.8 <0.8～0.9 <0.8～0.9 

揚水設備における処理済排水 <0.8～1.6 <0.8 <0.8 

ホウ素 

（mg/L） 

立坑の原水 <0.1～160 49～82 76～83 

10 
掘削土（ズリ）置場 

浸出水調整池の原水 
<0.1～37 0.7～8.4 6.8～15 

揚水設備における処理済排水 <0.1～3.0 <0.1～0.2 <0.1～0.4 

全窒素 

（mg/L） 

立坑の原水 0.41～117 53～80 64～75 

120 
（日間平均60） 

掘削土（ズリ）置場 

浸出水調整池の原水 
3.0～150 17～78 110～140 

揚水設備における処理済排水 0.60～48 24～46 17～54 

全アンモニア

（mg/L） 

立坑の原水 0.12～110 32～54 26～49 

－ 
掘削土（ズリ）置場 

浸出水調整池の原水 
0.11～22 0.36～0.89 0.29～1.4 

揚水設備における処理済排水 <0.05～6.8 <0.05～1.0 <0.05 

pH 

立坑の原水 7.5～9.5 8.1～8.3 8.1～8.2 

5.8～8.6 
掘削土（ズリ）置場 

浸出水調整池の原水 
6.7～8.7 6.9～7.9 7.1～7.9 

揚水設備における処理済排水 6.7～8.6 7.2～7.6 7.4～7.9 

浮遊物質量 

（mg/L） 

立坑の原水 3～6400 26～140 6～64 

200 
（日間平均150） 

掘削土（ズリ）置場 

浸出水調整池の原水 
1～170 2～28 2～3 

揚水設備における処理済排水 <1～9 <1 <1～1 

塩化物イオン 

（mg/L） 

立坑の原水 20～4,300 2,400～4,300 3,600～5,000 

－ 
掘削土（ズリ）置場 

浸出水調整池の原水 
10～1,500 36～290 290～850 

揚水設備における処理済排水 38～4,700 1,400～2,800 560～3,400 

注1：カドミウムの定量下限値について、令和4年度より排水基準の1/10（<0.003 mg/L）に見直しました。 
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(3) 天塩川の水質調査結果 

地下施設からの排水の放流先である天塩川の採水地点（図 77）において、

定期的（原則 1回/月）に採水し（図 78）、水質調査を実施しています。 

令和 7年度の調査結果は、表 10に示すとおりです。浮遊物質量について、

北るもい漁業協同組合との協定値（20 mg/L）を超過した時期（5月、9月、11

月）がありましたが、放流口の上流側（B2）でも同程度の高い値を示してお

り、同日に採取した揚水設備における処理済排水の浮遊物質量は低い値（<1 

mg/L、表 9 参照）であることから、地下施設からの排水の影響ではなく、融

雪や降雨などの自然的な要因によるものであると考えられます。その他の調

査項目については、協定値の範囲内であり、天塩川の水質に影響を与えてい

ないものと判断しています。 

 

 
図 77 天塩川の採水地点 

地理院地図（https://maps.gsi.go.jp/）を加工し、採水地点などを追記しています。 

 

 
(a) 採水試料 

 
(b) 電気伝導度測定 

図 78 天塩川での採水状況（令和 7年 7月 1日） 
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表 10 天塩川の水質調査結果 

主な分析項目 
採水 

地点注1 

過年度 令和 7年度 北るもい 

漁業協同組合 

協定値 

放流前 

平成18年6月 

～平成18年11月 

放流後 

平成18年12月 

～令和7年3月 

令和7年4月 

～令和8年3月 

ホウ素 

（mg/L） 

B1 

表層 <0.02～0.04 <0.01～0.35 0.01～0.03 

5 

中層 － <0.01～3.5 0.01～1.1 

深層 <0.02～3.35 <0.01～4.9 0.01～4.0 

B2 

表層 <0.02～0.04 <0.01～0.27 0.01～0.03 

中層 － <0.01～3.7 0.01～1.2 

深層 <0.02～3.28 <0.01～5.0 0.01～3.8 

B3 

表層 <0.02～0.07 <0.01～0.28 0.01～0.04 

中層 － <0.01～2.5 0.01～0.12 

深層 <0.02～1.03 <0.01～5.0 0.01～0.17 

全窒素 

（mg/L） 

B1 

表層 0.37～1.06 0.11～2.2 0.30～1.2 

20 

中層 － 0.15～2.2 0.44～1.2 

深層 0.42～1.50 0.15～6.5 0.41～1.2 

B2 

表層 0.37～1.14 0.14～2.2 0.33～1.2 

中層 － 0.15～2.3 0.37～1.2 

深層 0.4～1.16 0.16～2.3 0.38～1.2 

B3 

表層 0.4～1.31 0.16～2.2 0.29～1.1 

中層 － 0.11～2.3 0.30～1.2 

深層 0.49～1.24 0.16～2.3 0.30～1.1 

全アンモニア 

（mg/L） 

B1 

表層 － <0.05～0.83 <0.05～0.07 

2注2 

中層 － <0.05～0.92 <0.05～0.06 

深層 － <0.05～0.85 <0.05～0.07 

B2 

表層 <0.01～0.13 <0.05～0.89 <0.05～0.08 

中層 － <0.05～0.76 <0.05～0.08 

深層 0.01～0.35 <0.05～0.85 <0.05～0.08 

B3 

表層 0.01～0.21 <0.05～0.89 <0.05～0.07 

中層 － <0.05～0.90 <0.05～0.08 

深層 0.02～0.17 <0.05～0.96 <0.05～0.08 

pH 

B1 

表層 7.1～7.4 6.3～7.8 6.8～7.7 

5.8～8.6 

中層 － 6.3～7.8 6.8～7.3 

深層 7.0～7.6 6.5～8.0 6.8～7.3 

B2 

表層 7.1～7.4 6.3～7.9 6.8～7.4 

中層 － 6.4～7.9 6.8～7.3 

深層 7.2～7.6 6.5～8.0 6.9～7.3 

B3 

表層 7.0～7.6 6.6～7.9 6.8～7.8 

中層 － 6.6～7.7 6.9～7.5 

深層 7.1～7.4 6.6～8.1 6.8～7.4 

浮遊物質量 

（mg/L） 

B1 

表層 3～34 <1～360 <1～35 

20 

中層 － <1～390 <1～37 

深層 6～86 <1～400 <1～39 

B2 

表層 3～36 <1～390 1～34 

中層 － <1～400 <1～36 

深層 5～47 <1～460 <1～40 

B3 

表層 3～35 <1～420 <1～30 

中層 － <1～460 <1～38 

深層 5～49 <1～650 <1～43 

注1：採水地点を図 77に示します。表層：水面下0.1 m付近、中層：塩水層と淡水層の間もしくは1/2深度、深層：河床上

1 m付近、です。 

注2：北るもい漁業協同組合との確認により、B3地点（放流口下流1 km）の値としています。 
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(4) 掘削土（ズリ）置場周辺の地下水の水質調査結果 

地下施設の建設により発生した掘削土（ズリ）は、二重に遮水された掘削

土（ズリ）置場で管理していますが、遮水された外側となる掘削土（ズリ）

置場周辺への影響を監視するため、図 79に示す採水地点において、観測用の

ボーリング孔から地下水を定期的（原則 4回/年）に採水し（図 80）、水質調

査を実施しています。 

令和 7年度の調査結果は、表 11に示すとおり、これまでの調査結果と同等

であり、掘削土（ズリ）置場が周辺環境に影響を与えていないものと判断し

ています。 

 

 
図 79 掘削土（ズリ）置場周辺の地下水の採水地点 

 

 
(a) 採水状況 

 
(b) 採水状況 

図 80 掘削土（ズリ）置場周辺地下水の採水状況（令和 7年 5月 7日） 
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表 11 掘削土（ズリ）置場周辺の地下水の水質調査結果 

注1：採水地点を図 79に示します。 

注2：カドミウムの定量下限値について、令和4年度より環境基準の1/10（<0.0003 mg/L）に見直しました。 

 

(5) 清水川および掘削土（ズリ）置場雨水調整池の水質調査結果 

掘削土（ズリ）置場による清水川への影響がないことを確認するため、図 

81 に示す清水川の上流（A5）と下流（A7）の 2 地点および掘削土（ズリ）置

主な分析項目 
採水 

地点注1 

過年度 令和 7年度 

掘削土(ズリ) 

搬入前 
平成18年6月 

～平成19年4月 

掘削土(ズリ) 

搬入後 
平成19年5月 

～令和7年2月 

令和7年 令和8年 

5月 8月 11月 2月 

カドミウム注2 

（mg/L） 

A1 <0.001～0.001 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 

A2 <0.001～0.004 <0.0003～0.002 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 

A3 <0.001～0.003 <0.0003～0.009 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 

A4 <0.001 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 

鉛 

（mg/L） 

A1 <0.005～0.171 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

A2 <0.005～0.006 <0.005～0.007 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

A3 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

A4 <0.005～0.022 <0.005～0.007 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

ヒ素 

（mg/L） 

A1 <0.005 <0.005～0.012 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

A2 <0.005 <0.005～0.007 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

A3 <0.005 <0.005～0.007 <0.005 <0.005 0.005 <0.005 

A4 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

セレン 

（mg/L） 

A1 <0.002 <0.002～0.005 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 

A2 <0.002 <0.002～0.003 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 

A3 <0.002 <0.002～0.005 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 

A4 <0.002 <0.002～0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 

フッ素 

（mg/L） 

A1 <0.1～0.3 <0.1～0.4 <0.1 <0.1 0.3 0.2 

A2 <0.1～0.4 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 

A3 <0.1～0.2 <0.1～0.3 <0.1 <0.1 <0.1 0.1 

A4 <0.1 <0.1～0.2 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 

ホウ素 

（mg/L） 

A1 19.8～50.7 0.40～63.0 29 18 20 15 

A2 1.29～43.5 0.43～37.0 17 28 12 22 

A3 12.5～34.0 0.18～41.8 5.0 11 0.45 16 

A4 <0.02～0.06 <0.02～0.47 <0.02 0.03 <0.02 <0.02 

pH 

A1 6.9～7.2 6.1～7.9 7.1 6.7 6.6 6.5 

A2 4.6～6.3 3.7～7.0 6.9 6.9 6.6 6.8 

A3 6.8～7.3 4.2～7.4 6.6 6.7 6.4 6.8 

A4 5.4～6.6 5.0～6.7 5.4 5.4 5.2 5.3 

塩化物イオン 

（mg/L） 

A1 1,810～2,760 79～3,400 1,900 1,300 1,300 870 

A2 147～2,910 23～2,400 1,000 1,500 470 1,200 

A3 631～1,550 23～1,700 280 430 21 750 

A4 9.7～11.9 8.4～17.0 8.9 9.9 7.2 9.3 
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場からの流入元となる雨水調整池（A6）において、定期的（原則 1回/月）に

採水を行い（図 82）、水質調査を実施しています。 

令和 7年度の調査結果は、表 12に示すとおり、これまでの調査結果と同等

であることから、掘削土（ズリ）置場が周辺環境に影響を与えていないもの

と判断しています。 

 

 
図 81 清水川および掘削土（ズリ）置場雨水調整池の採水地点 

 

 
(a) 採水状況 

 
(b) 採水状況 

図 82 清水川および掘削土（ズリ）置場雨水調整池の採水状況

（令和 7年 7月 1日） 
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表 12 清水川および掘削土（ズリ）置場雨水調整池の水質調査結果 

主な分析項目 
採水地点 

（図 81参照） 

過年度 令和 7年度 

掘削土（ズリ）搬入前 

平成18年6月 

～平成19年4月 

掘削土（ズリ）搬入後 

平成19年5月 

～令和7年3月 

令和 7年 4月 

～令和 8年 3月 

カドミウム注1 

（mg/L） 

A5 <0.001 <0.0003～0.0005 <0.0003 

A6 <0.001～0.001 <0.0003～0.002 <0.0003 

A7 <0.001 <0.0003～0.0007 <0.0003 

鉛 

（mg/L） 

A5 <0.005 <0.005 <0.005 

A6 <0.005 <0.005～0.007 <0.005 

A7 <0.005 <0.005～0.008 <0.005～0.005 

ヒ素 

（mg/L） 

A5 <0.005 <0.005～0.006 <0.005 

A6 <0.005～0.011 <0.005～0.015 <0.005～0.006 

A7 <0.005 <0.005～0.009 <0.005 

セレン 

（mg/L） 

A5 <0.002 <0.002～0.002 <0.002 

A6 <0.002 <0.002～0.003 <0.002 

A7 <0.002 <0.002 <0.002 

フッ素 

（mg/L） 

A5 <0.1～0.1 <0.1～0.3 <0.1～0.2 

A6 <0.1～0.7 <0.1～1.1 <0.1～0.2 

A7 <0.1 <0.1～0.3 <0.1 

ホウ素 

（mg/L） 

A5 0.03～0.25 <0.02～0.56 0.05～0.41 

A6 <0.02～0.09 <0.02～0.64 0.03～0.22 

A7 0.03～0.30 <0.02～0.55 0.05～0.40 

pH 

A5 6.4～7.1 6.0～7.9 6.6～7.4 

A6 5.8～7.4 5.7～9.1 6.8～8.2 

A7 6.5～7.0 6.1～7.8 6.7～7.4 

浮遊物質量 

（mg/L） 

A5 1～20 <1～130 1～7 

A6 12～173 <1～500 <1～57 

A7 1～11 <1～270 1～12 

塩化物イオン 

（mg/L） 

A5 14.4～30.5 7.2～70 13～58 

A6 5.1～24.7 1.3～269 4.7～24 

A7 15.6～28.7 8.1～100 14～44 

注1：カドミウムの定量下限値について、令和4年度より環境基準の1/10（<0.0003 mg/L）に見直しました。 

 

(6) 浄化槽排水の水質調査結果 

研究所用地から排出される生活排水による環境への影響を監視するため、

研究管理棟および地下施設現場事務所の浄化槽排水について、定期的（原則1

回/4週）に水質調査を実施しています。 

令和 7年度の調査結果は、表 13に示すとおりで、すべての項目において協

定値の範囲内でした。 

また、「大腸菌群数」については、令和 3 年 10 月 7 日環境省告示 6 号（令

和 7年 4月 1日施行）にて、水質汚濁に係る環境基準が改正され、「大腸菌数」
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に分析項目が変更となりました。これは、基準設定当時は大腸菌のみを簡便

に検出する技術が確立しておらず、異なる細菌を含む「大腸菌群数」を指標

としていましたが、近年、大腸菌のみを検出する技術が確立されたことから、

指標が変更されたためです。この変更を受けて、北るもい漁業協同組合と締

結している「幌延深地層研究所の放流水等に関する確認書」および「幌延深

地層研究所の放流水等に関する確認書の変更について」を令和 7年 3月 10日

付で、変更した上で、令和 7年度より、「大腸菌数」に分析項目を変更しまし

た。なお、「大腸菌群数」と「大腸菌数」は分析方法や単位も異なるため、

単純な比較は行えませんが、過年度の結果として、「大腸菌群数」の記載も

残しています。 

 

表 13 浄化槽排水の調査結果 

分析項目 採水地点 

過年度 令和7年度 北るもい 

漁業協同組合 

協定値 
平成18年12月 

～令和7年3月 

令和7年4月 

～令和8年3月 

pH 
研究管理棟 5.9～7.7 6.1～7.3 

5.8～8.6 
地下施設現場事務所 6.8～8.0 7.5～8.0 

生物化学的酸素要求量 

（mg/L） 

研究管理棟 <0.5～17 1.4～8.1 
20 

地下施設現場事務所 <0.2～28 <0.5～2.5 

浮遊物質量 

（mg/L） 

研究管理棟 <1～10 <1～8 
20 

地下施設現場事務所 <0.5～8 <1 

全窒素 

（mg/L） 

研究管理棟 6.3～52 9.8～20 
60 

地下施設現場事務所 0.2～45 0.3～2.2 

全リン 

（mg/L） 

研究管理棟 0.5～5.0 1.7～3.4 
8 

地下施設現場事務所 <0.1～7.8 <0.1～0.2 

透視度 

（cm） 

研究管理棟 30 30 
30 

地下施設現場事務所 30 30 

大腸菌群数注1 

（個/mL） 

研究管理棟 0～1,400 ― 
3,000 

地下施設現場事務所 0～2,400 ― 

大腸菌数注1 

（CFU/mL） 

研究管理棟 ― <1～12 
800 

地下施設現場事務所 ― <1～51 

注 1：令和3年 10月7日環境省告示6号（令和7年4月 1日施行）にて、水質汚濁に係る環境基準が改正されたため、令和

7 年度から「大腸菌数」に分析項目を変更しました。なお、過年度の結果として、「大腸菌群数」についても記載を残

しています。 

 

8.2 掘削土（ズリ）の土壌溶出量調査結果 

地下施設工事により発生する掘削土（ズリ）は、自然由来であることから
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土壌汚染対策法の適用外となっていますが、周辺環境の保全に万全を期すた

め、同法に準拠した管理を行っています。具体的には、対象となる物質の土

壌溶出量が土壌汚染対策法の範囲内であることを確認するため、定期的に分

析を行っています。 

令和 7年度に掘削を行った西立坑における分析結果は、表 14に示すとおり

で、すべての項目において、土壌汚染対策法の第 2 溶出量基準値以下でした。 

 

表 14 掘削土（ズリ）の土壌溶出量調査結果 

分析項目 立坑 

平成18年3月 

～ 

平成26年5月 

令和5年度 

（東立坑） 

令和6年度 

(東・西・換気立

坑) 

令和7年度 

(西立坑) 

参考値注1 

(土壌汚染対策法) 

溶出量 

基準値 

第2溶出量 

基準値 

ホウ素 

(mg/L) 

換気 0.1～10 － 3.6～5.3 － 

1 30 東 <0.1～10 4.4 3.9～4.8 － 

西 0.1～12 － 4.3～4.8 4.4～6.7 

ヒ素 

(mg/L) 

換気 0.005～0.067 － 0.033～0.047 － 

0.01 0.3 東 <0.001～0.058 0.045 0.020～0.047 － 

西 0.004～0.055 － 0.035～0.047 0.017～0.046 

フッ素 

(mg/L) 

換気 <0.08～0.41 － 0.12～0.18 － 

0.8 24 東 <0.08～0.19 0.18 0.13～0.20 － 

西 <0.08～0.38 － 0.11～0.15 0.12～0.15 

セレン 

(mg/L) 

換気 0.004～0.031 － 0.007～0.014 － 

0.01 0.3 東 <0.001～0.027 0.011 0.008～0.013 － 

西 0.004～0.027 － 0.007～0.010 0.007～0.012 

カドミウム注2 

(mg/L) 

換気 <0.001 － <0.0003 － 

0.003 0.09 東 <0.001 <0.0003 <0.0003 － 

西 <0.001～0.10 － <0.0003 <0.0003 

鉛 

(mg/L) 

換気 <0.001～0.006 － <0.001～0.002 － 

0.01 0.3 東 <0.001～0.007 0.001 <0.001～0.002 － 

西 0.002～0.014 － <0.001 <0.001～0.001 

 
シアン 

(mg/L) 

換気 <0.1 － <0.1 － 
検出され 

ないこと 
1 東 <0.1 <0.1 <0.1 － 

西 <0.1 － <0.1 <0.1 

六価クロム注3 

(mg/L) 

換気 <0.005 － <0.005 － 

0.05 1.5 東 <0.005 <0.05 <0.005 － 

西 <0.005 － <0.005 <0.005 

水銀 

(mg/L) 

換気 <0.0005 － <0.0005 － 

0.0005 0.005 東 <0.0005 <0.0005 <0.0005 － 

西 <0.0005 － <0.0005 <0.0005 

アルキル水銀 

(mg/L) 

換気 <0.0005 － <0.0005 － 
検出され 

ないこと 

検出され 

ないこと 
東 <0.0005 <0.0005 <0.0005 － 

西 <0.0005 － <0.0005 <0.0005 

注1：土壌汚染対策法の基準値であり、溶出量基準値を超え、第2溶出量基準値以下のものが、同法に定められた遮水型など

の方法で保管が可能（第2溶出量基準値を超えたものは別途処理が必要）となります。 

注2：カドミウムの溶出量基準値および第2溶出量基準値は令和2年に改定されました（溶出量基準値0.01 mg/L→0.003 mg/L、

第2溶出量基準値0.3 mg/L→0.09 mg/L）。これに伴い、カドミウムの定量下限値を、溶出量基準値の1/10（<0.0003 mg/L）

に見直しました。 

注3：六価クロムの定量下限値は令和5年度は<0.05 mg/Lとしていましたが、令和6年度は溶出量基準値の1/10(<0.005 mg/L)

に見直しました。 
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8.3 研究所用地周辺の環境影響調査 

研究所用地周辺の環境影響調査として、図 83に示す地点にて清水川の水質

および生息魚類を対象に調査を実施しています。 

 

 
図 83 環境調査実施場所 

 

(1) 清水川の水質調査結果 

清水川の 2地点（図 83の No.1、No.2）において、定期的（原則 4回/年）

に採水を行い（図 84）、水質調査を実施しています。本調査は、清水川およ

び掘削土（ズリ）置場雨水調整池の水質調査結果と別に、「水質汚濁に係る

環境基準」に準拠して実施しているものです。 

令和 7年度における調査結果は、表 15に示すとおりで、これまでと比較し

て大きな変化がないことを確認しています。 
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図 84 清水川からの採水状況（令和 7年 9月 2日） 

 

表 15 清水川の水質調査結果 

主な分析項目 
採水地点 

（図 83参照） 

過年度 令和7年度 

平成14年8月 
～令和7年2月 

令和7年 令和8年 

6月 9月 11月 2月 

pH 
No.1 6.0～7.9 7.4 7.0 7.1 7.1 

No.2 6.2～7.7 7.2 6.8 6.8 7.0 

生物化学的酸素要求量 

（mg/L） 

No.1 <0.5～62 3.0 1.5 1.2 1.6 

No.2 <0.5～10 5.4 3.5 2.7 4.0 

浮遊物質量 

(mg/L) 

No.1 1～80 3 4 8 2 

No.2 <1～110 2 7 11 3 

溶存酸素量 

(mg/L) 

No.1 5.8～13.9 10.6 9.1 10.8 13.9 

No.2 5.3～12.5 8.0 6.8 9.7 9.2 

 

(2) 魚類の調査結果 

清水川において、定期的（原則 3 回/年（春・夏・秋））に生息魚類の調査

を行っています（図 85）。調査は、図 83に示す St.1、St.2、St.3の 3箇所で

実施しています。 

調査の結果、全期においてそれぞれ6科8種の魚類を確認しました。また、

重要種としては、表 16に示すとおり、キタスナヤツメ、エゾウグイ、エゾホ

トケドジョウ、サクラマス（ヤマメ）、エゾトミヨ、ハナカジカの 6種が確認

されました。各魚類の出現状況については、過年度と比較して、大きな変化

は認められていません。 
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(a) 採捕状況 (b) 採捕魚類の一例 

図 85 生息魚類調査（令和 7年 9月 1日） 

 

表 16 確認された重要種（魚類） 

目 科 種 
選定根拠注 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 

ヤツメウナギ ヤツメウナギ キタスナヤツメ   VU  希   

コイ 
コイ エゾウグイ    N    

フクドジョウ エゾホトケドジョウ   EN En    

サケ サケ サクラマス（ヤマメ）   NT N 減   

トゲウオ トゲウオ エゾトミヨ   VU Nt   ○ 

カサゴ カジカ ハナカジカ    N    

注：重要種の選定根拠 

①「文化財保護法」（昭和25年法律第214号）に基づく天然記念物および特別天然記念物 

②「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」（平成4年法律第75号）に基づく野生動物種 

③「環境省レッドリスト2020【汽水・淡水魚類】」（環境省2020年）の記載種 

EN：絶滅危惧IB類、VU：絶滅危惧Ⅱ類、NT：準絶滅危惧 

④「北海道レッドリスト【魚類編（淡水・汽水）】改訂版（2018年）」（北海道平成30年）の記載種 

En：絶滅危惧IB類、Nt：準絶滅危惧、N：留意 

⑤「日本の希少な野生水生生物に関するデータブック（水産庁編）」（日本水産資源保護協会 1998 年）の記載

種 

希：希少種 減：減少種 

⑥「緑の国勢調査－自然環境保全調査報告書－」（環境庁昭和51年）に基づく選定種 

⑦「第2回自然環境保全基礎調査報告書（緑の国勢調査）」（環境庁昭和57年）に基づく選定種 

〇：調査対象種 
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9. 安全確保の取り組み 

安全確保の取り組みとして、直営作業、請負作業、共同研究作業において

は、作業の計画段階からリスクアセスメントを実施し、安全対策の妥当性の

確認や改善に努めました。 

その他、所長や保安・建設課などによる定期的な安全パトロールを実施し、

現場の安全確認や改善などに努めました（図 86）。 

さらに、新規配属者や請負作業・共同研究作業の責任者などに対して安全

教育を実施した他、全国安全週間などの機会を捉えて、従業員のみならず請

負企業も含めた安全行事に積極的に取り組むなど、安全意識の向上に努めま

した（図 87）。 

 

 
図 86 安全パトロールの状況（令和 7年 5月 20日） 

 

 
図 87 安全行事の実施（安全大会：令和 7年 7月 1日）  
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10. 開かれた研究 

幌延深地層研究計画で実施する地下深部を対象とした研究は、国内外の大

学・研究機関との共同研究や研究協力をはじめ、広く関連する専門家の参加

を得て進めています。令和 7 年度に実施した主な研究協力は以下のとおりで

す。 

 

10.1 国内機関との研究協力 

北海道科学大学 

立坑掘削時における壁面の地質観察については、作業の省力化と取得デー

タの品質のばらつきの抑制を図る手法の整備を目的として、これまで検討を

進めてきました。具体的には、深層学習による画像処理手法のひとつである

pix2pix（88）を用い、幌延深地層研究センターの地下施設において深度380 mま

での立坑掘削時に取得した割れ目スケッチと立坑壁面画像（以下、坑壁画像）

を学習データとして、坑壁画像から割れ目スケッチを生成する方法を検討し

てきました。その結果、トレースが長く、人の目でも容易に判読可能な割れ

目に限られるが、生成した割れ目スケッチ上でそのトレースを表現できる見

通しが得られました。一方で、地質技術者が作成する割れ目スケッチと同等

の精度で、すべての割れ目を表現するには至りませんでした。そこで、令和7

年度は、三次元レーザスキャナによって取得した坑道壁面の形状データ（点

群データ）の活用方法について検討しました。具体的には、点群データに基

づいて立坑壁面の凹凸を表現した画像（以下、形状画像）を生成する方法を

検討するとともに、これらの形状画像と対応する坑壁画像を学習データとし

て、深度 380 m 以浅を対象に、坑壁画像から形状画像を深層学習により生成

する方法の検証に取り組んでいます。あわせて、深層学習とは別の方法とし

て、点群データに基づいて割れ目トレース図を作成し、あわせて割れ目の走

向・傾斜データを出力する手法についても検討しました。これらの検討は、

令和 8年度も引き続き進める予定です。 

 

東京大学 

微生物を指標とした堆積岩中の水みち調査手法の開発について共同研究を

実施しました。非常にゆっくりとした地下水の移動を考える場合には割れ目



 

96 

のみでなく健岩部の水みちとしての役割を把握することも重要になります。

本研究では、岩石中において生きた微生物が存在する箇所は、わずかながら

も地下水を介した物質移行が進行する場所であると考えられることに着目し、

微生物を指標とした岩盤中の水みちの評価手法の開発に取り組んでいます。

令和 7 年度は、深度 500 m の坑道で湧水が認められる地点で、亀裂を伴う稚

内層の岩石試料を採取しました。これまでに地上から掘削されたボーリング

孔の同深度のコア試料と同様に、亀裂の表面に微生物がバイオフィルムを形

成していることが確認されました。亀裂面は平滑であり、坑道建設の応力開

放により形成した亀裂に、微生物が新たに住み着いたことが分かりました。

このように、地下深部の低透水性岩盤において微生物は亀裂に普遍的に生息

するため、水みちを特定する上で重要な指標としての妥当性を示すことがで

きました(89)。 

 

名古屋大学 

炭酸カルシウムを主成分とするコンクリーション化※による、水みちとな

る割れ目や透水性空隙の自己シーリングに関する研究を行いました。この研

究は、新たに開発したカルシウムイオン（Ca2+）を放出する樹脂（コンクリー

ション化剤）を岩盤中に充填し、コンクリーション化剤や坑道周辺に施工さ

れたコンクリートから放出される Ca2+と、地下水中の Ca2+および重炭酸イオン

（HCO3
-）との反応により形成される炭酸カルシウム（CaCO3）が、水みちとな

る割れ目や透水性空隙を閉塞するプロセスについて調査・解析を行います。 

令和7年度は、EDZならびに断層帯を対象とした原位置試験について、コン

クリーション化剤を充填したボーリング孔の周辺岩盤における透水係数の測

定を継続しました。その結果、周辺岩盤の透水係数は 10-7 m/s 程度であり、

令和 6年度までの測定結果と同程度であることを確認しました。 

また、コンクリーション化剤にアルカリ性成分を放出する機能を持たせ、

酸性を示す幌延の掘削土（ズリ）と混ぜ合わせることで、掘削土（ズリ）の

中性化と炭酸カルシウムの形成によるシーリングを同時に達成する手法の開

発にも取り組んでいます。令和 7 年度は、コンクリーション化剤と掘削土

（ズリ）の混合物を地下施設内の既存のボーリング孔内に設置し、地下水の

pH や鉱物変化などを観測する原位置試験を行い、過年度の試験よりも大きい
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10 cm程度の凝集物が形成されることを確認しました。さらに、過年度に実施

してきた複数の原位置試験の結果を総合科学雑誌の記事にて紹介しました(90)。 

 

京都大学 

掘削損傷割れ目の開きにくさやずれにくさを検討することを目的として、

岩盤に樹脂を注入して割れ目を固定した上で、岩石試料を採取して可視化し

ます。樹脂が浸透した割れ目を直接観察するとともに、その画像を解析する

ことにより、割れ目の開口幅を計測します。また、割れ目がずれた量（せん

断変位）に関しては、もともと割れ目がなかった状態（密着していた状態）

からどの程度ずれたかを、画像解析により計測します(91)。令和 7 年度は、

500m 試験坑道 8（図 6 参照）においてボーリング孔を掘削し、ボーリングコ

アの観察などにより掘削損傷割れ目の発達状況を確認しました。その後、当

該ボーリング孔に樹脂を注入する試験を実施しました。 

 

幌延地圏環境研究所 

両機関の試験設備を活用した研究協力として、堆積岩の地下深部の微生物

の生態系の把握および地下施設の建設に伴う微生物生態系への影響などの調

査を目的に、これまでに地下施設を利用して微生物に関するデータを取得し

てきました。令和 7 年 7 月 11 日には、「北海道・道北の陸域深部地下環境か

ら水素を発生する新種の微生物を発見」と題して、共同研究の成果をプレス

発表しました(92)。令和 7 年 12 月 4 日に開催した第 33 回研究交流会では、原

子力機構から 500m調査坑道での研究の現状に関して、幌延地圏環境研究所か

ら地下深部の微生物を活用した研究トピックに関して研究発表が行われ、今

後の地下施設を活用した研究協力などについて議論しました。また、翌日の

令和 7年 12月 5日には、地下施設で実施されている原位置試験の研究状況を

把握するために、研究交流会参加者の地下施設の視察を行いました。 

 

電力中央研究所 

地下環境に存在する微生物の中には、鉄の酸化や還元反応を行う種が確認

されており、これらの微生物は人工バリアのひとつであるオーバーパック

（候補材料：炭素鋼）の腐食に影響を及ぼす可能性があります。そこで、微
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生物腐食の影響を定量的に評価するために、地下施設で掘削したボーリング

孔を利用して、地下環境における緩衝材中の微生物活性や金属腐食影響を把

握する試験を行います。令和 7 年度も引き続き、250m 調査坑道に掘削したボ

ーリング孔内に設置した圧縮ベントナイトおよび炭素鋼片の試験体の一部を

回収し、炭素鋼片の腐食やベントナイト中の微生物特性について分析を行い

ました。その結果、3 か年経過した試験体においても、ベントナイトの密度

が高い条件では、炭素鋼片の腐食や微生物の活動が抑制されていることが確

認できました。今後も引き続き、詳細な分析を行い、ベントナイト中の微生

物活性や炭素鋼の腐食挙動について検討を行います。 

また、地下施設の掘削時に、周辺地質環境の初期状態と掘削に伴う変化を

観測し、地下施設の建設に関わる影響領域の空間分布とその経時変化、変化

のプロセスを把握・評価するための技術は、地下構造物の短期・長期的な安

全性を検討する上で重要であることから、その技術の高度化を図ることを目

的として、継続的に共同研究を実施しています。 

岩盤中の割れ目の発生やその分布の広がりを測定する手法のひとつとして、

岩盤中で発生し地下水に溶け込んだラドン※の濃度を測定する手法がありま

す。この手法の堆積岩への適用性を確認することを目的として、令和 7 年度

は、ラドン濃度の原位置計測に向けて、幌延の岩石を用いた室内試験を実施

しました。その結果、原位置でラドンを測定する際には、孔内湿度の観測も

必要であることや、ラドン濃度計測により水みちの変化を捉えるために必要

な岩盤水分量の変化を評価できる可能性を示しました。 

 

原子力規制庁（原子力機構 安全研究センターが実施する共同研究への協力） 

地層処分において、地下水中での核種移行は、地下水中の移流・拡散と共

に地下の岩盤や地下水中のコロイドなどと反応しながら輸送されると考えら

れます。コロイドは核種移行を促進させる可能性があると言われているため、

地下深部におけるコロイドの存在形態と核種の吸着挙動を理解することは重

要です。令和 7年度は、地下施設の 350m調査坑道内の既存のボーリング孔を

用いて、コロイド分析用の地下水試料を採水し、コロイド分析に必要となる

試料調整の手順の検討を進めました。 
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大林組 

東立坑の深度370 m付近のEDZの長期的なモニタリングのために、光ファイ

バー式の AEセンサーを用いて、岩盤の微小変形や間隙水圧の変化を計測して

います。令和7年度に得られたデータを解析したところ、取得したAEは、EDZ

割れ目の中を地下水やガスが移動したことに起因するものがほとんどであっ

たことから、EDZの広がりは確認されませんでした。 

 

安藤・間、川崎地質 

本研究では、岩盤の初期応力と変形係数を同時に評価することが可能なボ

アホールジャッキ試験により、EDZ を含む岩盤の力学特性を評価することを

目的としています。令和 7 年度は、様々な方向で変形係数を測定できるよう

に改良した試験装置を用いて原位置試験を実施しました。また、方向によっ

て変形係数が異なることを考慮した数値解析を実施した結果、EDZ 近傍の岩

盤の変形係数の変化を、従来の方法よりも精度よく捉えることができました。

このことから、ボアホールジャッキ試験によって精度よく岩盤の状態を把握

できることが確認できました。 

 

10.2 国外機関との研究協力 

幌延国際共同プロジェクト（Horonobe International Project：HIP） 

幌延国際共同プロジェクト（HIP）は、先進的な安全評価技術や工学技術に

関わる研究開発成果の最大化を目的に、国内外の機関で協力しながら、研究

開発を進めるものです。 

HIP では、令和 10 年度末までを限度として、令和 2 年度以降の必須の課題

のうち、実際の地質環境における人工バリアの適用性確認および処分概念オ

プションの実証に関わる以下の 3つのタスクを設定しました。 

タスク A：物質移行試験 

タスク B：処分技術の実証と体系化 

タスク C：実規模の人工バリアシステム解体試験 

令和 7 年度からフェーズ 2 の研究開発を開始しました。具体的には、管理

委員会やタスク会合において参加機関との議論を行い、原位置試験、室内試

験や解析の実施計画を検討するとともに、研究の進捗状況について確認、議
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論しました。また、令和 7年 12月に合同タスク会合を幌延深地層研究センタ

ーで開催し、主にタスク A とタスク B において各深度で実施している原位置

試験の進捗状況について確認しました(図 88)。さらに、得られた成果を国内

外の学会や学術雑誌で発表するとともに、フェーズ 1 の成果を報告書として

取りまとめ、OECD/NEAのホームページにて令和 7年 11月に公開しました(7、93)。 

 

 
図 88 合同タスク会合での現地確認の様子(500m調査坑道) 

 

以下に各タスクの実施項目ごとに令和 7 年度の成果の概要を示すとともに、

各タスクの参加機関を表 17に示します。 

 

タスク A：物質移行試験 

○計画検討 

現地の地質や地下水などの条件を踏まえながら、複数の条件下で原位置試

験を実施するための計画検討を行いました。特に、声問層が分布する 250m調

査坑道は、地下水中にガスが多く含まれ、岩盤が軟らかく変形しやすいなど、

試験の実施が難しい環境にあります。こうした制約条件を前提とした試験計

画の検討を進めました。あわせて、今後予定されている物質移行試験や、試

験実施場所付近での試料採取計画についても議論しました。 

○試験の実施 

声問層のように、試験の実施が難しい条件の下で、揚水区間、注水流量、
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揚水流量、トレーサーの注入時間といった試験条件を変えながら、トレーサ

ー試験を実施しました。なお、試験は、フェーズ 1 で実施した試験区間であ

る 0.7 mよりも大きな区間である 1.7 mで実施しました。結果として、揚水区

間におけるトレーサー濃度の時間変化を適切に捉えることができ、試験を成

立させることができました。このように、今後の試験計画の検討において有

用な知見が得られました。 

○解析による検証 

250m 調査坑道で実施したトレーサー試験により得られたデータをより適切

に再現することを目的として、解析手法の改良を進めました。これまで主に

用いてきた一次元モデルでは、観測されたトレーサーの挙動を十分に表現で

きない場合があったことから、データの補正や入力条件の見直し、二次元モ

デルの導入などを行いました。 

 

タスク B：処分技術の実証と体系化 

○計画検討 

処分坑道や処分孔を配置するための調査・評価・施工技術に関して、令和7

年度に得られた原位置試験結果について、タスク会合や現地での確認を通じ

て参加機関間で進捗を共有し、今後の試験ピット掘削に向けた計画について

議論しました。また、350m試験坑道 6（図 5参照）で実施予定の埋め戻し実

証試験に関して、事前の地上での試験により施工手順および施工品質の確認

を行い、その結果を参加機関間で共有するとともに、当該結果を踏まえた原

位置試験計画への反映について議論しました。 

○試験の実施 

500m 調査坑道掘削前の先行ボーリング調査結果に基づき、断層の分布を予

測した結果、坑道に出現する断層の位置を捉えられることや、断層の走向・

傾斜や分布頻度の傾向を把握できる可能性があることが分かりました。500m

試験坑道 8・9（図 6参照）掘削時の湧水量については、坑道掘削前後におい

て全坑道からの湧水量に大きな変化が認められなかったことから、当該坑道

掘削に伴う湧水量は少なかったと推定しました。また、500m 試験坑道 9 で透

水試験や弾性波トモグラフィ調査用のボーリング孔を掘削しましたが、得ら

れたボーリングコアの観察や、ボーリング孔内にカメラを挿入した割れ目分
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布の観察結果から、EDZが壁面から約 3.1 mまで広がることを確認しました。

さらに、350m 試験坑道 6（図 5 参照）で実施する坑道埋め戻しと止水プラグ

設置に先立ち、埋め戻し材・止水プラグの施工手順や施工品質を地上試験で

確認しました。 

○解析による検証 

500m 調査坑道掘削時の EDZ の広がりについて、複数の参加機関による予測

を行ったところ、350m 調査坑道と比較して EDZ の広がりが大きくなる結果が

得られました。また、湧水量については、水みちの連結性が低いことから、

掘削後における湧水量の低下が大きくなることが予測されました。これらの

予測結果は、上記の原位置で得られた EDZ の広がりおよび湧水量に関するデ

ータと整合的であり、おおむね妥当な予測ができていたことを確認しました。 

 

タスク C：実規模の人工バリアシステム解体試験 

○計画検討 

人工バリア性能確認試験のデータ取得を継続するとともに、解体試験で取

得すべき情報、試料採取方法や分析方法などについて、参加機関の要望を集

約し、計画の具体化を図った上で解体試験計画を策定しました。 

○解析による検証 

原位置試験を対象とした連成解析の実施に向けて、過去に実施した室内試

験結果を使用した解析を各機関で連携して進めました。 
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表 17 HIP参加機関（令和 8年 3月末現在） 

参加機関名 

タスク A タスク B タスク C 

計画

検討 
試験 

解析

検証 

計画

検討 
試験 

解析

検証 

計画

検討 
試験 

解析

検証 

オーストラリア放射性廃棄物機関 

（ARWA、オーストラリア）*13 
〇 ー ー 〇 ー ー 〇 ー ー 

連邦放射性廃棄物機関 

（BGE、ドイツ）*14 
〇 ー ー 〇 ー ー 〇 ー ー 

英国地質調査所 

（BGS、英国）*15 
〇 ー ー 〇 〇 ー 〇 ー ー 

電力中央研究所 

（CRIEPI、日本） 
〇 〇 ー ー 〇 ー 〇 

韓国原子力研究所 

（KAERI、韓国） 
〇 ー 〇 〇 〇 〇 〇 ー 〇 

韓国原子力環境公団 

（KORAD、韓国）*16 
（調整中） 

原子力発電環境整備機構 

（NUMO、日本） 
〇 ー 〇 〇 ー 〇 〇 ー 〇 

原子力テクノロジー国営会社 

（RATEN、ルーマニア）*17 
〇 〇 ー ー ー 

原子力環境整備促進・資金管理センター*18 

（RWMC、日本） 
ー 〇 〇 ー 〇 ー ー 

国営放射性廃棄物会社 

（SERAW、ブルガリア）*19 
〇 ー ー 〇 ー ー 〇 ー ー 

日本原子力研究開発機構 

（JAEA、日本） 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 
  

 
*13：オーストラリア放射性廃棄物機関：ARWA（Australian Radioactive Waste Agency）は、オーストラリアにおける放射性廃棄

物処分の実施主体です。オーストラリアでは原子力発電を行っておらず、医療施設や産業施設から出される放射性廃棄物

を対象としています。 

*14：連邦放射性廃棄物機関：BGE（Bundesgesellschaft für Endlagerung mbH）は、ドイツの連邦政府所有の組織であり、連邦政

府の委託により放射性廃棄物の最終処分事業の実施主体として、高レベル放射性廃棄物処分場に係る三段階のサイト選定

に加えて、建設および操業を行います。この他に、コンラッドおよびモルスレーベンの非発熱性放射性廃棄物処分場やゴ

アレーベン鉱山に係る業務も実施しています。 

*15：英国地質調査所：BGS（British Geological Survey）は、英国政府の研究機関で、公共の利益に焦点を当てつつ、地球上

で生じる様々なプロセスなどに関する地球科学的研究に加え、客観的な地球科学的データや情報の社会への提供などの活

動を行っています。 

*16：韓国原子力環境公団：KORAD（Korea Radioactive Waste Agency）は、韓国におけるすべての放射性廃棄物の管理事業の実

施を担う唯一の管理公団です。2024年12月に、江 原
カンウォン

道太白
テベク

市をジェネリックな地下研究施設サイトの立地自治体として

決定し、今後建設を開始する予定です。 

*17：原子力テクノロジー国営会社：RATEN（Regia Autonomă Tehnologii pentru Energia Nucleară）は、ルーマニアの原子力エネ

ルギー分野の研究開発の調整および原子力エネルギー計画の科学的・技術的支援を行う国有企業の研究機関で、放射性廃

棄物管理を含む原子力分野の幅広い研究開発を行っています。 

*18：公益財団法人 原子力環境整備促進・資金管理センターは、放射性廃棄物処理処分の専門研究機関として設立されまし

た。現在は、原子力発電環境整備機構（NUMO）を通して積み立てられる最終処分積立金の管理などを行う資金管理業務も

実施しています。 

*19：国営放射性廃棄物会社：SERAW（State Enterprise Radioactive Waste）は、放射性廃棄物管理施設の運営や廃止措置を含

む、放射性廃棄物の処理、保管、処分に関わるブルガリアの国立機関です。 
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11. 用語集 

【英数字】 

AE 

Acoustic Emission（アコースティックエミッション）の略で、岩盤の内部で微小破壊が生じる際に出

る音を意味しており、この破壊音の測定が、構造物や岩盤の破壊現象の監視や岩盤にかかっている力の

測定に応用されています。 

BTV 

BTV（ボアホールテレビューアー）は、ボーリング孔内にテレビカメラを内装した装置を挿入し、連

続的に撮影することで、孔内の状況を視覚的に確認する方法です。 

Mj 

地震の規模を示すマグニチュードを示す記号です。マグニチュードは、計算に使用するデータや計算

手法などに応じて多くの種類があり、国際的に統一された規格はありません。気象庁では、気象庁マグ

ニチュード（Mj）とモーメントマグニチュード（Mw）を主に用いていますが、本報告書では過去に発生

した地震との比較が可能な気象庁マグニチュードを使用しています。 

【あ行】 

埋め戻し材 

処分場において、廃棄体を定置した後の処分坑道、アクセス坑道や連絡坑道を埋め戻す際に使用する

材料です。埋め戻した後の坑道内が選択的な水みちとならないように、埋め戻し材に要求される性能の

ひとつとして、透水性が低いことが挙げられます。処分場の建設では、坑道の掘削に伴い、大量の掘削

土が発生することから、埋め戻し材には掘削土を利用することが合理的であり、透水性を低くするため

に掘削土にベントナイトを混合して、埋め戻し材とすることが検討されています。 

ウラニン 

黄緑色の蛍光染料で、フルオレセインナトリウムとも言います。化学式は C20H10Na2O5で表されます。

トレーサー試薬としての利用の他、入浴剤の着色料などとしても利用されています。 

オーバーパック 

人工バリアの構成要素のひとつです。ガラス固化体を包み込み、ガラス固化体に地下水が接触するこ

とを防止し、地圧などの外力からガラス固化体を保護する容器のことを言います。候補材料は炭素鋼な

どの金属です。 

【か行】 

回収方法 

地層処分において、処分坑道に放射性廃棄物を埋設した後においても、何らかの理由でその搬出が望

まれた場合にそれを搬出することを回収と言います。その回収方法として、機械的方法や高水圧などを

利用して埋め戻し材を除去する方法が想定されています。 

化石海水 

地層の堆積時に地層中に取り込まれた海水が地質学的な長い時間をかけて変質した古海水のことです。

化石海水が存在する場所は、地下水の流れが非常に遅いと考えられ、物質の移動が非常に遅く地層処分

に適した場所と考えられます。 

緩衝材 

人工バリアの構成要素のひとつです。オーバーパックを包み込むように設置され、地下水の浸入と放

射性物質の溶出・移動を抑制する機能が期待されています。さらに岩盤の変形を物理的に緩衝するクッ

ションのはたらきや、地下水の水質の変化を化学的に緩衝して抑制するはたらきを持ちます。候補材料

はベントナイトなどの粘土材料です。 

緩衝材流出・侵入現象 

緩衝材が地下水の流れによって流される現象を流出現象、緩衝材に含まれる粘土が膨潤することで割
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れ目などの隙間に侵入する現象を侵入現象と呼びます。 

乾燥密度 

乾燥密度とは、ある体積に含まれる土粒子のみの質量を考えた場合の密度のことを言います。 

亀裂ネットワークモデル 

岩盤中の地下水の流れや物質の移動現象を評価するために、対象とする領域に亀裂を統計的に配置し

たモデルです。 

屈曲度 

物質が岩石などの媒体中を移動する場合、間隙中を屈曲しながら進むことになります。屈曲度は、こ

の実際に移動した経路の長さ（経路長）と最短の経路の長さ（媒体の厚さに相当）の比で表され、経路

の複雑さを表す指標として取扱われています。 

掘削損傷領域 

本計画書における掘削損傷領域とは、岩盤が掘削により損傷した領域のことで、坑道の周りに形成さ

れます。具体的には、地下空洞掘削時の周辺岩盤に生じる応力集中の影響で坑道周辺岩盤に割れ目が発

達することにより、岩盤の変形特性が変化したり透水性が増大したりします。また、空気の侵入により

地下水の酸化などの化学的な変化が生じます。なお、掘削損傷領域を含むより広い領域で坑道への地下

水排水などにより地下水の水圧や岩盤に作用する力が変化する領域のことを掘削擾乱領域と言い、掘削

擾乱領域では坑道埋め戻し後、変化した地下水圧などが元の状態に回復すると想定されます。掘削損傷

領域および掘削擾乱領域は、広義に掘削影響領域と表現されます。 

グラウト 

水みちとなる岩盤の割れ目の中にセメントなどの固化材を圧入し、充填することにより、湧水を止め

る技術のことです。 

原位置試験 

地下で採取された試料を用いて行う室内試験に対して、実際の地下環境下で行う試験のことです。 

減熱過程 

人工バリアを構成するガラス固化体は、ピットに設置した当初は発熱しており、時間の経過とともに

発熱量が低下し、温度が下がっていきます。このような温度が下がっていく段階を、本報告書では減熱

過程と言います。発熱している段階（加熱過程）では、緩衝材の外側は地下水の浸潤に伴って飽和度が

上昇しますが、緩衝材の内側は発熱の影響により飽和度は低下します。減熱過程に入り、温度が下がれ

ば地下水が緩衝材に入りやすくなり、時間の経過とともに緩衝材の内側まで地下水が浸潤します。この

ような熱と地下水の浸潤という同時並行的に生じる現象を原位置試験で再現するために、人工バリア性

能確認試験では加熱過程、減熱過程の試験を行っています。 

高精度傾斜計 

通常の傾斜計が測定できるのは3,600分の1°程度であるのに対し、約1億分の6°の傾斜量を計測す

ることができる非常に計測精度の高い傾斜計です。微小な地殻変動を捉えるために用います。 

坑道スケール 

実際の処分場では、地下深くに多数の坑道が掘削されます。これらの坑道の配置を検討するために必

要な評価範囲（数百m程度）のことを指します。 

コロイド 

大きさが1 nm～1 µmの粒子が水などの液体中に浮遊し、容易に沈まない状態を指します。コロイドが

地層中の放射性核種の移行に影響を及ぼすことが分かっています。 

コンクリ―ション化 

地層中の砂や泥の粒子の間に鉱物が急速に析出・沈殿して隙間を充填し、コンクリートのような硬い

状態になることです。 
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【さ行】 

酸化還元電位 

地下水の酸化還元状態を表します。酸化還元電位が低い地下水ほど含まれる酸素が少なく還元状態で

あることを表します。 

支保 

地下空間の安定を保つために設ける、ロックボルト、鉄骨、コンクリートの壁などの構造物です。 

遮水シート 

有害物質を含む汚水が地中に漏出して、周辺の地下水を汚染することを防ぐために、掘削土（ズリ）

置場の側面や底面に敷く、遮水能力のあるシートのことです。遮水材料としては合成樹脂系、合成ゴム

系およびアスファルト系の物質が用いられます。 

地山強度比 

トンネルの設計に当たって、トンネル周辺岩盤のゆるみ（EDZ）の広がりの程度や、吹付けコンクリ

ートなどの支保にかかる力、トンネルの変形のしやすさを事前に評価するための指標です。地山強度比

は、岩盤の強さを表す指標（岩盤の一軸圧縮強度）と、坑道を掘削する深さに応じて地山に作用する圧

力（自重による鉛直応力）との比として表されます。 

地山強度比＝（岩盤の一軸圧縮強度）/（坑道掘削深度に作用する鉛直応力） 

この値が小さいほど、掘削に伴う岩盤のゆるみ（EDZ）が広がりやすくなり、トンネルの安定性を確

保するための支保の重要性が高まる傾向があります。 

重水 

水分子を構成する 2つの水素原子が 2倍の質量数を持つ二重水素（D:重水素）で置換されている水を

重水といい、D2Oと表現します。また，片方の水素原子が Dに置換されている場合，HDOと表現します。

通常，濃度が薄い場合には，HDOになっています。 

集水リング 

立坑内に湧水する地下水を回収・採取するために、立坑壁面に30 m～40 mごとに設置されている設備

です。 

処分概念オプション 

幌延深地層研究計画における処分概念オプションとは、地下深くの岩盤中に高レベル放射性廃棄物を

埋設するという、地層処分の概念を実現するための色々な方法のことです。例えば、廃棄体や人工バリ

アを竪置きにするのか横置きにするのか、人工バリアのひとつである緩衝材をブロックで積み上げるの

か現場で固めるのか、といった処分方法、埋め戻し方法の違いおよび搬送定置・回収方法などについて

の選択肢のことを指します。 

人工バリア 

ガラス固化体、オーバーパックおよび緩衝材からなる地層処分システムの構成要素のことで、高レベ

ル放射性廃棄物が人間の生活環境に影響を及ぼさないようにする障壁として、人工的に形成するもので

す。 

水圧擾乱試験 

注水により断層内の水圧を上昇させ、断層の剛性（変形しにくさ）や強度（破壊しにくさ）を低下さ

せることにより、断層をずらす試験のことを指します。 

水理学的連結性 

地下水の流れを評価する上で、断層や割れ目の中の隙間のつながり具合を水理学的連結性と言います。

岩盤の中には、大小さまざまな断層や割れ目が存在し、これらは独立して存在したり、他とつながって

存在したりします。岩盤の中での地下水の流路は、断層や割れ目内の隙間が主なものですが、その隙間

が二次元的あるいは三次元的に広くつながっている場合には、水理学的連結性が高いと表現します。一

方、断層や割れ目内の隙間が一部でしかつながっていない場合は、水理学的連結性が低いと表現します。 

せん断 

岩盤などの内部の任意の面に対して平行方向に力が作用してずれが生じることを言います。 
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【た行】 

堆積岩の緩衝能力 

本報告書では、地殻変動（地震など）の影響により擾乱を受けた断層や割れ目の透水特性が、その岩

盤の力学状態に応じて一定の範囲に留まろうとする能力、あるいは時間経過とともに元の状態に戻ろう

とする能力のことを指します。 

ダイポール試験 

ダイポール試験とは、トレーサー試験の一種で 2つのボーリング孔を利用し、トレーサーの投入／回

収を行い、各種のパラメータを取得する試験です。 

ダクティリティインデックス（DI） 

岩石の強度・応力状態を示すために新たに定義した指標であり、この値が高いほど、岩石は見かけ上、

軟らかくなります。岩盤にかかる平均有効応力（岩石に実際にかかる平均的な負荷応力）をその健岩部

の引張強度（岩石の引張破壊に対する強度）で除した値で定義されます。 

多連接坑道 

互いに近接して平行に掘削される複数の坑道のことです。処分場では廃棄体を設置するための多数の

坑道を平行に掘削する坑道配置が考えられています。 

弾性波 

岩盤の中を伝わる振動のことを指します。地震など自然に発生する振動や岩盤を叩くなどして人工的

に与えた振動が伝わる速度を弾性波速度と呼び、これは岩盤の状態によって変化します。様々な場所で

の弾性波速度の分布を調べることにより坑道周辺の岩盤の状態を知ることができます。 

動水勾配 

地下水の動きを決める要因のひとつで、地下水が流れる方向の水圧の差で表されます。地下水は、水

圧の高い方から低い方へ移動します。動水勾配が大きいほど地下水が流れやすくなります。 

透水性 

岩盤の水の通しやすさのことです。透水性を表す指標として透水係数が用いられます。透水係数は、

以下の式で定義され、単位は長さ/時間（m/s）となります。 

Q=kAh/l 

ここで、Q：流量（m3/s）、k：透水係数（m/s）、A：断面積（m2）、h：水圧差（m）、l：長さ（m）を表し

ます。 

透水量係数 

透水量係数はある厚さをもった地層や亀裂が、単位幅当たりどの程度の量の水を流すことができるの

かを表す指標です。以下の式で定義され、単位は面積/時間（m2/s）になります。 

T=k・d 

ここで、T：透水量係数（m2/s）、k ：透水係数（m/s）、d：地層や亀裂の厚さ（m）を表します。 

トモグラフィ 

トモグラフィ調査は、調査対象範囲内の物性値（速度、比抵抗など）の分布を断面として可視化する

物理探査手法です。 

トリチウム水 

水分子（H2O）を構成する水素原子が通常の三倍の質量数を持つ三重水素（T:トリチウム）で置換さ

れている水をトリチウム水といいます。トリチウムは低いエネルギーのベータ線を放出するので、この

ベータ線を測定することにより水の動きを見ることができ，様々な研究に使用されています。 

トレーサー 

本報告書では、地下水中に溶存する物質が地層中を移行する際の経路や収着・拡散といった挙動など

を調査するために、地下水に添加する物質をトレーサーと呼びます。幌延深地層研究計画では、トレー

サーとしてウラニン（蛍光染料）やヨウ素などを用いています。これらは、いずれも放射性物質ではあ

りません。なお、幌延深地層研究計画では放射性のトレーサーを用いた試験を行うことはありません。 
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【な行】 

熱－水理－力学－化学連成現象 

地下環境に設置された廃棄体の周辺の緩衝材や岩盤で、廃棄体からの熱、地下水の流れ、緩衝材が膨

潤することによって発生する応力や岩盤に作用する応力、地下水と鉱物の反応などによる化学的な変化

などが複合的に生じる現象です。 

【は行】 

破過曲線 

本報告書において、破過曲線とは、トレーサーの濃度の時間変化を示した図のことを言います。 

ピットスケール 

廃棄体および人工バリアを垂直に設置する竪置き方式の場合には、処分坑道に多数のピット（処分孔）

が掘削されます。これらのピットの配置を検討するために必要な評価範囲（数十 m程度）のことを指し

ます。 

比抵抗 

岩石の電気の流れにくさを表すもので、一般的には、粘土やシルト岩などは比抵抗が低く（電気が流

れやすく）、頁岩や泥岩などは特に低い比抵抗を示す傾向があります。また、砂・礫混じりの地層は比

抵抗が高い（電気が流れにくい）傾向があります。 

プラグ 

ベントナイトなどを原料とする緩衝材や埋め戻し材が移動・膨出するのを防ぐ、あるいは掘削影響を

受けた領域の地下水の移動を抑制するために、処分坑道の両端やその周辺に設けられる構造物です。な

お、本計画書で記載のある「止水プラグ」は、掘削損傷領域の地下水の移動を抑制するためにベントナ

イトを混ぜた材料で構築するものを指します。 

ベントナイト 

モンモリロナイトを主成分とする粘土の一種です。地層処分では、緩衝材や処分坑道の埋め戻し材の

原料として用いられます。ベントナイトの膨潤により緩衝材や埋め戻し材の透水性が低下したり、ベン

トナイトに放射性核種が吸着されたりして、放射性核種の移行を抑制する効果があります。 

膨潤 

ベントナイトは水と接触すると水を吸って膨らむ性質があり、この現象を本報告書では膨潤と言いま

す。膨潤しようとするベントナイトを膨らまないように拘束した時に発生する圧力を膨潤圧と言います。 

飽和度 

土や岩盤などの間隙に含まれる水の体積と間隙の体積との比を表す値です。 

幌延国際共同プロジェクト（HIP：Horonobe International Project） 

アジア地域の地層処分に関わる国際研究開発拠点として、幌延深地層研究センターの地下施設を利用

した研究開発を国内外の機関で協力しながら推進し、我が国のみならず参加国における先進的な安全評

価技術や工学技術に関わる研究開発の成果を最大化することを目的としています。

（https://www.jaea.go.jp/04/horonobe/status/hip/project_hip.html） 

【ま行】 

水みちのつながり方の次元 

地下水の通り道となる岩盤中の割れ目同士のつながり具合を表す指標です。割れ目同士が互いによく

つながり、三次元的なネットワークを形成する場合は三次元、割れ目同士のつながりが限定的で、一次

元的なチャンネルを形成する場合は一次元となります。 

【や行】 

有効透水係数 

岩盤の透水性は亀裂の有無により局所的に大きく変化しますが、有効透水係数はある着目する領域に

おける平均的な透水性を表す指標です。 
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有効透水量係数 

透水量係数は地層の違いや亀裂の有無などにより局所的に大きく変化しするため、実際に水が流れる

地層や亀裂の厚さに対する透水量係数を、有効透水量係数と呼びます。 

【ら行】 

ラドン 

ラドン（Rn、原子番号86）は、地中に含まれるウランが放射線を出しながら変化していく過程で生じ

る元素です。 

令和2年度以降の必須の課題 

「令和 2年度以降の幌延深地層研究計画」では、以下の 3つを研究課題として取り組むこととしてお

り、これらを「令和2年度以降の必須の課題」と呼んでいます。 

・実際の地質環境における人工バリアの適用性確認 

・処分概念オプションの実証 

・地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証  
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参考資料 

 

令和 2年度以降の研究工程 

 



 

 

1
1
1
 

1.1 人工バリア性能確認試験 
目的・背景・必要性・

意義 
課題 

R2 以降の

課題 
R2 以降の実施内容 R7 の実施内容 

研究期間 

前半 後半 
 実際の地質環境下における

処分孔竪置き方式を対象とした熱

－水－応力－化学連成現象（ガラ

ス固化体設置以降の加熱時から浸

潤時・減熱時を模擬した現象）に

関する試験をとおして、設計や連

成挙動評価手法の適用性の確認

（人工バリアの解体試験および緩

衝材の飽和度の確認を含む）、な

らびに施工方法などの工学的実現

性の例示等を行い、設計、施工お

よび評価・解析といった一連の技

術に関する基盤情報を整備する 

 これらをとおして、廃棄体

埋設後において、廃棄体周辺で起

こる現象の理解を深め、安全評価

において前提としている環境条件

が達成されることを確認するとと

もに、その予測技術を確立するこ

とで、人工バリアの設計に反映す

る 

③④ 熱－水－

応力－化学連

成現象（ガラ

ス固化体設置

以 降 の 加 熱

時(③)から浸

潤 時 ・ 減 熱

時(④)を模擬

した現象）の

評価手法（モ

デル化・解析

手法）の確立 

④浸潤時・減熱

時のデータを含

め、ガラス固化

体設置以降の加

熱・注水時から

浸潤時・減熱時

を全て模擬した

データに基づく

熱－水－応力－

化学連成現象の

モ デ ル の 高 度

化、及び浸潤時

の実際の飽和度

などの確認（解

体試験による） 

  

前半の 5 年程度で実施 

体系化して取り組む課題（(2)処分概念オプショ

ンの実証のうち人工バリアの定置・品質確認など

の方法論に関する実証試験）で実施 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 
④-1 注入する地下水の圧力

や量を増加させ緩衝材に地下

水を浸潤させた場合のデータ

（浸潤時・減熱時）を取得、

連成モデルの適用性確認 

R7 は実施しない ④-1 浸潤時・減熱時のデータ取得・連成モデルの適用性確認 

         

緩 衝 材 中

の 温 度 の

低 下 や 緩

衝 材 内 側

の 間 隙 圧

の 低 下 を

確認 

発 熱 が お

さ ま っ た

条 件 で の

試 験 に 移

行 、 緩 衝

材 中 の 間

隙 圧 の 低

下を確認 

発 熱 が お

さ ま っ た

条 件 で の

試 験 を 継

続 、 評 価

モ デ ル を

検 証 す る

た め の デ

ータ取得 

  
 

  
 

国 際 プ ロ ジ ェ ク ト

（DECOVALEX 等）における解

析コード間の比較検証、改

良・高度化 

R7 は実施しない 国際プロジェクトでの解析コード間の比較

検証、改良・高度化 
体系化の中で、情報の不足等があった場合に追加で試

験、解析を実施 
         

解 析 モ デ

ル や 解 析

条 件 を 設

定 

各 解 析 コ

ー ド に よ

る 解 析 結

果 の 違 い

を把握 

人 工 バ リ

ア 性 能 確

認 試 験 を

対 象 と し

た 比 較 検

証に移行 

解 析 コ ー

ド 間 の 比

較 検 証 に

よ る 評 価

結 果 を 整

理 

 

    

④-2 人工バリアの解体作業

および緩衝材の飽和度の確認

を実施する 

R7 は実施しない ④-2 人工バリアの解体作業、緩衝材の飽和度の確認 

         

試 験 施 工

で は 、 埋

め 戻 し

材 、 プ ラ

グ 、 試 験

孔 、 人 工

バ リ ア を

設 置 、 注

水開始 

試 験 施 工

の 解 体 を

行 い 、 緩

衝 材 の 解

体 方 法 や

模 擬 オ ー

バ ー パ ッ

ク の 取 り

出 し 手 法

を確認 

解 体 試 験

計 画 案

（ 解 体 作

業 の 方 針

お よ び 施

工 手 順 ・

サ ン プ リ

ン グ 方

法 ） の 決

定 

   
  

 

※1 本資料は現段階で想定するスケジュールであり、年度ごとに得られた研究成果を評価し

見直していく。 

※2 研究の進捗管理として、各年度の成果を各年度の欄に追記する。 

 

個別の要素技術の課題については、期間の前半で実施し、後半は体系化して取り組む課題（「2.1.2 坑道スケ

ール～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の体系化」）に統合して実施する。 
 

「2.1.2 坑道スケール～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の体系化」を実施する中で、情報の不足等

があった場合に追加で試験や解析を実施する。 

令和 4 年度までに得られる成果 
減熱過程における 
〇緩衝材で生じる連成現象の把握 
〇解析用パラメータの整理 
〇熱－水理－力学連成解析モデル

の適用性の確認 

令和 9 年度までに得られる成果 
解体試験における 
〇緩衝材で生じる連成現象の把

握 
〇解析用パラメータの整理 
〇熱－水理－力学連成解析モデ

ルの適用性の確認 

令和 5 年度までに得られる成果 
〇各国の解析コード間の比較検証を

通じた解析コードの有効性の確認 

令和 4 年度までに得られる成果 

○人工バリアの解体作業の方針及

び施工手順・方法の決定 

令和 9 年度までに得られる成果 

○人工バリア周辺における連成

現象の実データの取得 



 

 

1
1
2
 

1.2 物質移行試験 
目的・背景・必要性・

意義 
課題 

R2 以降の

課題 
R2 以降の実施内容 R7 の実施内容 

研究期間 

前半 後半 
 幌延地域に分布する泥岩は断

層等の構造性の割れ目が分布

することが知られているた

め、岩盤基質部（＝健岩部）

における拡散および割れ目

（掘削損傷領域などの人為的

な割れ目も含む）を介した移

流・分散が主要な移行経路や

形態として考えられる 

 有機物・微生物・コロイド等

が、物質の移行に影響を及ぼ

すことが考えられる 

 したがって、割れ目を有する

堆積岩での物質移行経路や形

態と物質移行に与える要因

（有機物・微生物・コロイド

等）を総合的に評価すること

が必要 

 そのために、幌延の泥岩を事

例として、岩盤基質部（＝健

岩部）および割れ目の双方を

対象とした原位置トレーサー

試験等を実施し、それぞれの

構造の物質移行特性評価手法

を構築することが重要 

 世界的にも事例が少ない泥岩

中の割れ目を対象としたトレ

ーサー試験手法を確立するこ

とも重要 

 あわせて、有機物・微生物・

コロイド等が、物質の移行に

及ぼす影響を把握することが

重要 

 盤基質部（＝健岩

部）を対象とし

た物質移行特性

（物質の移動速

度や岩盤へのく

っ つ き や す さ

等）の評価手法

の検証 

 

 れ目を対象とした

物 質 移 行 特 性

（物質の移動速

度や岩盤へのく

っ つ き や す さ

等）の評価手法

の検証 

 

 岩中の割れ目を対

象としたトレー

サー試験手法の

検証 

 

 削損傷領域などの

人為的な割れ目

を対象とした物

質移行特性（物

質の移動速度や

岩盤へのくっつ

きやすさ等）の

評価手法の検証 

 

 機物・微生物・コ

ロイド等が、物

質の移行に及ぼ

す影響を把握 

 

 れ目を有する堆積

岩での物質移行

特性の総合的な

評価手法の確立 

 確立した試験手法を用いて

掘削損傷領域での物質移行に

関するデータ取得を実施する

とともに、有機物や微生物が

放射性物質を取り込んで移動

する影響が限定的であること

を確認する。また、物質移行

評価手法を高度化するため以

下を実施 

 

 立したトレーサー試験手法を用

いた掘削損傷領域での物質移

行に関するデータ取得 

 

前半の 5 年程度で実施 

体系化して取り組む課題（(2)処分概念オプション

の実証のうち人工バリアの定置・品質確認などの

方法論に関する実証試験）で実施 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 
 削損傷領域の物質

移行の評価手法

の確立 

R7 は実施しない ④ 掘削損傷領域の物質移行の評価手法の確立 体系化の中で、情報の不足等があった場合に

追加で試験、解析を実施 
         

掘 削 損 傷

領 域 の 水

理 ・ 物 質

移 行 特 性

を 評 価 す

る た め の

デ ー タ を

取得 

掘 削 損 傷

領 域 の 物

質 移 行 特

性 を 評 価

す る た め

の デ ー タ

を拡充 

掘 削 損 傷

領 域 の 物

質 移 行 特

性 を 評 価

す る た め

の デ ー タ

解釈 

掘 削 損 傷

領 域 の 物

質 移 行 特

性 に つ い

て 、 解 析

手 法 の 適

用 性 を 確

認 

掘 削 損 傷

領 域 の 物

質 移 行 特

性 の 評 価

手 法 を 整

備 

    

 機物、微生物、コ

ロイドの影響を

考慮した物質移

行モデル化手法

の高度化 

 機物、微生物、コロイドの影響

を考慮した物質移行試験 

R7 は実施しない ⑤ 有機物、微生物、コロイドの影響を考慮した物質移

行モデル化手法の高度化 

体系化の中で、情報の不足等があった場合に

追加で試験、解析を実施 

         

室 内 試 験

データ(地

下 水 中 の

有 機 物 の

サ イ ズ 分

布等)を取

得 

原 位 置 試

験 の 準 備

と し て 試

験 孔 の 掘

削 ・ 装 置

を 設 置 、

基 礎 デ ー

タを取得 

室 内 試 験

データ(コ

ロ イ ド へ

の 元 素 収

着 ) を 取

得 、 原 位

置 ト レ ー

サ ー 試 験

に着手 

原 位 置 試

験 で 地 下

水 中 に 添

加 し た ト

レ ー サ ー

の 濃 度 変

化を確認 

長 期 の 原

位 置 試

験 、 有 機

物 の 分 配

係 数 の 取

得 、 室

内 ・ 原 位

置 試 験 結

果の整理 

    

 れ目を有する堆積

岩での物質移行

特性の総合的な

評価手法の確立 

 れ目を有する堆積岩を対象とし

た掘削損傷領域を含むブロッ

クスケール（数 m～100m規模）

における遅延性能評価手法の

整備 

R7 は実施しない ⑥ ブロックスケール（数 m～100m 規模）における遅延

性能評価手法の整備 

体系化の中で、情報の不足等があった場合に

追加で試験、解析を実施 

         

原 位 置 試

験 の 準 備

作 業 と し

て 、 物 質

移 行 試 験

装 置 を 設

置 

稚 内 層 深

部 の 断 層

の 物 質 移

行 経 路 の

連 続 性 に

つ い て デ

ータ取得 

声 問 層 の

物 質 移 行

特 性 を 取

得 す る た

め の ボ ー

リ ン グ 掘

削に着手 

声 問 層 で

関 連 デ ー

タ を 取

得 。 稚 内

層 深 部 に

お い て 、

解 析 手 法

の 適 用 性

を確認 

ブ ロ ッ ク

ス ケ ー ル

に お け る

物 質 移 行

特 性 の 評

価 手 法 を

整備 

    

※1 本資料は現段階で想定するスケジュールであり、年度ごとに得られた研究成果を評価し

見直していく。 

※2 研究の進捗管理として、各年度の成果を各年度の欄に追記する。 

 要素技術の課題については、期間の前半で実施し、後半は体系化して取り組む課題（「2.1.2 坑道スケール～ピッ

トスケールでの調査・設計・評価技術の体系化」）に統合して実施する。 

 2 坑道スケール～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の体系化」を実施する中で、情報の不足等があった

場合に追加で試験や解析を実施する。 

令和 6 年度までに得られる成果 

〇原位置試験データ（非収着性/収

着性トレーサー）の取得 

〇EDZ におけるモデル化/解析評価

手法の提示 

令和 6 年度までに得られる成果 

〇室内試験データの拡充 

〇有機物・微生物・コロイドの影響

を考慮した物質移行モデルの提示 

令和 6 年度までに得られる成果 

〇原位置試験データ（非収着性/収

着性トレーサー）の取得 

〇幌延を事例としたブロックスケー

ルの評価手法の提示 



 

 

1
1
3
 

2.1 人工バリアの定置・品質確認などの方法論に関する実証試験 

2.1.1 操業・回収技術等の技術オプションの実証、閉鎖技術の実証 
目的・背景・必要性・

意義 
課題 

R2 以降の

課題 

R2 以降の実施 

内容 
R7 の実施内容 

研究期間 

前半 後半 
 処分場の操業（廃棄体の搬送定

置・回収、処分場の閉鎖を含

む）に関わる人工バリアの搬

送・定置方式などの工学技術の

実現性、人工バリアの回収技術

の実証を目的として、幌延の地

下施設を事例に、原位置試験を

実施し、人工バリアの搬送定

置・回収技術及び閉鎖技術を実

証する 

① 処分場の操

業（廃棄体の

搬送定置・回

収、処分場の

閉鎖を含む）

に関わる人工

バ リ ア の 搬

送・定置方式

などの工学技

術の実現性、

人工バリアの

回収技術の実

証 

 

② 個別の要素

技術の実証試

験 

 

③  埋め戻し

材、プラグに

関する設計手

法、製作・施

工及び品質管

理手法の確立 

①②③ 操業・

回収技術などの

技術オプション

の実証、閉鎖技

術の実証 

注入する地下水の圧力や量

を増加させ、緩衝材に十分に

水を浸潤させた状態を確保し

て施工方法（締固め、ブロッ

ク方式等）の違いによる緩衝

材の品質の違いを把握する。

また、埋め戻し方法（プラグ

の有無等）・回収方法による

埋め戻し材の品質の違いを把

握する。 

 

① 搬送定置・回収技術の実

証（緩衝材や埋め戻し材の状

態に応じた除去技術の技術オ

プションの整理、回収容易性

を考慮した概念オプション提

示、回収維持の影響に関する

品質評価手法の提示） 

 

前半の 5 年程度で実施 

体系化して取り組む課題（(2)処分概念オプション

の実証のうち人工バリアの定置・品質確認などの方

法論に関する実証試験）で実施 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 
R7 は実施しない ① 搬送定置・回収技術の実証 体系化の中で、情報の不足等があった場合に

追加で試験、解析を実施 
         
地下環境で

のコンクリ

ートの劣化

に関する試

験を開始 

乾燥および

湿潤条件で

約 1 年間定

置したコン

クリートの

中性化の程

度の違いを

確認 

乾燥および

湿潤条件で

約 2 年間定

置したコン

クリートの

中性化の程

度の違い等

を確認 

地下施設に

実際に施工

されている

低アルカリ

性吹付けコ

ンクリート

の物性・化

学特性デー

タを取得 

R5 年度まで

に取得した

定置コンク

リートおよ

び吹付けコ

ンクリート

の物性・化

学特性デー

タの整理・

取りまとめ 

    

②  閉鎖技術（埋め戻し方

法：プラグ等）の実証 

R7 は実施しない ② 閉鎖技術（埋め戻し方法：プラグ等）の実証 体系化の中で、情報の不足等があった場合に

追加で試験、解析を実施 
         
閉鎖システ

ムに関する

基盤情報の

整備を目的

とした解析

検討、室内

試験、工学

規模試験を

実施 

閉鎖システ

ムに関する

基盤情報の

整備を目的

とした解析

検討・室内

試験・原位

置試験を実

施 

閉鎖システ

ムに関する

基盤情報の

整備を目的

とした解析

検討・室内

試験・原位

置試験を実

施 

閉鎖システ

ムに関する

基盤情報の

整備を目的

とした解析

検討・室内

試験・原位

置試験を実

施 

解析検討・

室内試験・

原位置試験

の結果を整

理し、適用

した技術の

有効性や技

術的な課題

を整理 

    

③ 人工バリアの緩衝材と坑

道の埋め戻し材の施工方法の

違いによる品質保証体系の構

築（(1)実際の地質環境にお

ける人工バリアの適用性確認

のうち、人工バリア性能確認

試験とあわせて実施） 

R7 は実施しない ③ 人工バリアの緩衝材と坑道の埋め戻し材の施工方法の

違いによる品質保証体系の構築 
体系化の中で、情報の不足等があった場合に

追加で試験、解析を実施 
         
自然湧水環

境での緩衝

材の流出状

況を確認 

流水量によ

る影響に着

目した緩衝

材の流出試

験を実施 

隙間へのケ

イ砂充填に

よる緩衝材

流出抑制の

効果を確認 

埋め戻し材

の各工法に

適用可能な

材料範囲や

施工品質に

関するデー

タを取得 

埋め戻し材

の各工法に

適用可能な

材料範囲や

施工品質に

関するデー

タ取得・整

理 

    

※1 本資料は現段階で想定するスケジュールであり、年度ごとに得られた研究成果を評価し

見直していく。 

※2 研究の進捗管理として、各年度の成果を各年度の欄に追記する。 

 個別の要素技術の課題については、期間の前半で実施し、後半は体系化して取り組む課題（「2.1.2 坑道スケー

ル～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の体系化」）に統合して実施する。 

 「2.1.2坑道スケール～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の体系化」を実施する中で、情報の不足等が

あった場合に追加で試験や解析を実施する。 

令和 6 年度までに得られる成果 

〇緩衝材の施工方法に関する技術オ

プションの実証 

〇坑道閉鎖に関する技術オプション

の実証 

令和 6 年度までに得られる成果 

〇実際の地下環境における支保部

材の経年変化に係るデータ取得 

〇坑道掘削・閉鎖後の地質環境変

化に関する事象の把握 

令和 6 年度までに得られる成果 

〇シーリングシステムの長期性能評価に関する

考え方の整理 

〇緩衝材の膨潤挙動に影響を与える事象の整理 

〇止水プラグの施工に関する重要技術の抽出 

〇EDZ 調査技術の評価・高度化 

〇坑道内からのボーリング孔に対するシーリン

グ技術の整備・実証 
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2.1 人工バリアの定置・品質確認などの方法論に関する実証試験 

2.1.2 坑道スケール～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の体系化 
目的・背景・必要性・

意義 
課題 

R2 以降の

課題 

R2 以降の実施 

内容 
R7 の実施内容 

研究期間 

前半 後半 
 処分場の操業（廃棄体の搬送

定置・回収、処分場の閉鎖を

含む）に関わる人工バリアの

搬送・定置方式などの工学技

術の実現性、人工バリアの回

収技術の実証を目的として、

幌延の地下施設を事例に、原

位置試験を実施し、人工バリ

アの搬送定置・回収技術及び

閉鎖技術を実証する 

① 処分場の操

業（廃棄体の搬

送定置・回収、

処分場の閉鎖を

含む）に関わる

人工バリアの搬

送・定置方式な

どの工学技術の

実現性、人工バ

リアの回収技術

の実証 

 

② 個別の要素

技術の実証試験 

 

③  埋 め 戻 し

材、プラグに関

する設計手法、

製作・施工及び

品質管理手法の

確立 

④  廃棄体の設

置方法等の実証

試験を通じた、

坑道スケール～

ピットスケール

で の 調 査 ・ 設

計・評価技術の

体系化 

人工バリアの品質を踏ま

えて、これまで実証してき

た要素技術を体系的に適用

し、廃棄体の設置方法（間

隔など）を確認するため以

下を実施 

 

④-1 坑道スケール～ピット

スケールでの調査・設計・

評価技術の体系化 

 

－ 
他の研究課題を取り込んで体系化して取り組む課題

として、後半の 5 年程度で実施 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 
ピット周辺の水みちの水

理特性や物質の移行特性

に関わる評価手法などの

整理 

    ④-1 坑道スケール～ピットスケールでの調査・設計・評

価技術の体系化 
         

    声問層の水

理・物質移

行特性に関

する情報取

得 

より長い離

隔距離にお

ける物質移

行に関する

情報を取得 

   

④-2 先行ボーリングによる

地質環境特性調査ならびに

工学的対策技術を考慮した

地下施設及び人工バリアの

設計・評価技術の体系化 

500m 調査坑道における坑

道への湧水量や掘削損傷

領域の発達範囲の予測 

埋め戻し材、プラグの設

計に必要となる掘削損傷

領域の広がりや水理特性

の調査、材料特性を把握

するための試験 

    ④-2 地下施設及び人工バリアの設計・評価技術の体系化 

         

    坑道周辺の

掘削損傷領

域 の 広 が

り。湧水量

の予測 

掘削損傷領

域の広がり

と湧水状況

把握、原位

置施工試験

計画の具体

化 

   

④-3 多連接坑道を考慮した

湧水抑制対策技術及び処分

孔支保技術の整備、緩衝材

流出・侵入現象評価手法及

び抑制対策技術の整備 

既存データや坑道の掘削

過程で得られるデータを

用いた湧水量やその減少

速度の予測手法と湧水抑

制対策や緩衝材の流出抑

制対策への反映方法の整

備 

    ④-3 多連接坑道を考慮した湧水抑制対策技術及び処分孔

支保技術の整備、緩衝材流出・侵入現象評価手法及

び抑制対策技術の整備 

         

    既存データ

に基づく湧

水量、掘削

損傷領域の

発達等の評

価 

湧水箇所間

の水圧干渉

を考慮した

湧水量の減

少速度予測

手法を整備 

   

④-4 廃棄体設置の判断や間

隔の設定に必要となる情報

の整理 

調査・研究の進捗に応じ

て、廃棄体設置の判断や

間隔の設定に必要となる

情報の調査・評価手法を

整理 

    ④-4 廃棄体設置の判断や間隔の設定に必要となる情報の

整理 

         

    ピット周辺

の割れ目の

開きにくさ

等の調査・

評価手法を

整理 

掘削損傷領

域の広がり

な ど の 調

査・評価手

法を整理 

   

※1 本資料は現段階で想定するスケジュールであり、年度ごとに得られた研究成果を評価し

見直していく。 

※2 研究の進捗管理として、各年度の成果を各年度の欄に追記する。 

 個別の要素技術の課題については、期間の前半で実施し、後半は体系化して取り組む課題（「2.1.2 坑道スケー

ル～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の体系化」）に統合して実施する。 

 「2.1.2 坑道スケール～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の体系化」を実施する中で、情報の不足等

があった場合に追加で試験や解析を実施する。 

令和 10 年度までに得られる成果 

〇廃棄体設置の判断や間隔の設定に必要

なピット周辺の割れ目からの湧水量や

掘削損傷領域の広がりなどの調査・評

価手法について、他の堆積岩との比較

による体系的整理 

令和 10 年度までに得られる成果 

〇複数の坑道やピットを施工する際の湧

水抑制対策や支保技術の整備 

〇緩衝材の流出現象や岩盤への侵入現象

を評価/抑制する技術の整備 

令和 10 年度までに得られる成果 

〇人工バリアを定置するピットの配置位

置や坑道の間隔を設計するための調

査・設計・評価の一連の技術の体系化 

〇高地圧下での坑道掘削や、実規模スケ

ールでの埋め戻し/止水プラグの設計か

ら施工までの一連の技術の実証 

令和 10 年度までに得られる成果 

〇深度に応じた堆積岩の水理・物質移行

特性の違いの実証 

〇掘削損傷領域や人工バリア/処分坑道の

設計（仕様やレイアウトなど）も考慮

した閉じ込め性能の評価手法の整理 
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2.2 高温度(100℃超)等の限界的条件下での人工バリア性能確認試験 
目的・背景・必要性・

意義 
課題 

R2 以降の

課題 

R2 以降の実施 

内容 
R7 の実施内容 

研究期間 

前半 後半 
 人工バリア設置環境の深度依存

性を考慮し、種々の処分概念オ

プションの工学的実現性を実証

し、多様な地質環境条件に対し

て柔軟な処分場設計を行うこと

を支援する技術オプションを提

供する 

 実際の処分事業では、オーバー

パックが 100℃以下になってか

ら処分することが基本である

が 、 想 定 外 の 要 因 に よ っ て

100℃を超えた状態になること

を想定して、人工バリアシステ

ムの安全裕度を検証する 

① 100℃超の

高温での限界

環境が人工バ

リアに与える

影響と上限温

度設定の考え

方の整備、解

析的な検討 

①  高 温

度(100℃以上 )

などの限界的条

件下での人工バ

リア性能確認試

験による緩衝材

が 100℃超にな

った状態を想定

した解析手法の

開発 

人工バリアシステムの

安全裕度の検証に向け

て、緩衝材が 100℃超に

なった状態を想定した解

析手法を開発するため以

下を実施 

 

①-1 高温度(100℃以上)

などの限界的条件下での

人工バリア性能確認試験 

 

前半の 5 年程度で実施 

体系化して取り組む課題（(2)処分概念オプション

の実証のうち人工バリアの定置・品質確認などの方

法論に関する実証試験）で実施 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 
R7 は実施しない ①-1 限界的条件下での人工バリア性能確認試験の解

析・検討 
体系化の中で、情報の不足等があった場合に

追加で試験、解析を実施 
         

海 外 で の

原 位 置 試

験 の 情 報

（ 試 験 条

件 、 手 法

等)を入手 

先 行 研 究

事 例 の 調

査 結 果 を

踏 ま え た

課 題 の 抽

出 

調 査 事 例

に 基 づ く

課 題 の 抽

出 、 原 位

置 試 験 の

概 念 検

討 ・ 計 画

策定 

高 温 条 件

で の 人 工

バ リ ア の

挙 動 に 関

す る 原 位

置 試 験 を

開始 

モ ニ タ リ

ン グ 継

続 、 試 験

体 の 解

体 ・ 分

析 、 結 果

の 取 り ま

とめ 

    

①-2 100℃超になった際

にニアフィールド（人工

バリアとその周辺岩盤の

領域）において発生する

現象の整理 

R7 は実施しない ①-2 100℃超になった際にニアフィールドにおいて発生

する現象の整理 
体系化の中で、情報の不足等があった場合に

追加で試験、解析を実施 
         

シナリオの

検討に着手

（ 水 分 移

動、物質移

動特性） 

先行研究事

例 の 調 査

（緩衝材の

鉱物・性能

変化） 

100 ℃ 超 で

の人工バリ

アの基本特

性に係るシ

ナ リ オ 整

理、ニアフ

ィールドを

対象とした

熱解析 

シナリオ整

理、緩衝材

の膨潤・浸

潤挙動を確

認するため

の試験の実

施 

ひび割れが

生じた緩衝

材に対する

塩 水 の 膨

潤、浸潤挙

動の確認試

験、結果の

取りまとめ 

    

①-3 ニアフィールドに

おける上限温度設定の考

え方を提示（国際プロジ

ェクト情報を収集し、発

生する現象を整理） 

R7 は実施しない ①-3 ニアフィールドにおける上限温度設定の考え方を

提示 

体系化の中で、情報の不足等があった場合に

追加で試験、解析を実施 

         

海 外 で の

原 位 置 試

験 の 情 報

（ 試 験 条

件 、 手 法

等 ） を 入

手 

海 外 で の

原 位 置 試

験 の 情 報

（ 試 験 開

始 時 の デ

ー タ 等 ）

を入手 

海 外 で の

原 位 置 試

験 の 情 報

（ 最 高 温

度 で の 加

熱 時 の デ

ー タ 等 ）

を入手 

海 外 で の

原 位 置 試

験 の 情 報

（ 加 熱 継

続 に 伴 う

水 分 量 変

化 の デ ー

タ 等 ） を

入手 

温 度 履 歴

等 の 不 確

か さ を 考

慮 し た 上

限 温 度 の

見 積 も

り 、 取 り

まとめ 

    

※1 本資料は現段階で想定するスケジュールであり、年度ごとに得られた研究成果を評価し

見直していく。 

※2 研究の進捗管理として、各年度の成果を各年度の欄に追記する。 

 個別の要素技術の課題については、期間の前半で実施し、後半は体系化して取り組む課題（「2.1.2 坑道スケー

ル～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の体系化」）に統合して実施する。 

 「2.1.2 坑道スケール～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の体系化」を実施する中で、情報の不足等

があった場合に追加で試験や解析を実施する。 

令和 6 年度までに得られる成果 

〇ニアフィールドにおける上限温度

設定の考え方の提示 

令和 6 年度までに得られる成果 

〇100℃超になった際にニアフィー

ルドにおいて発生する現象の整

理 

令和 6 年度までに得られる成果 

〇高温度(100℃以上)などの限界

的条件下での人工バリア性能確

認試験データの収集 
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3.1 水圧擾乱試験などによる緩衝能力の検証・定量化 

3.1.1 地殻変動が地層の透水性に与える影響の把握 
目的・背景・必要

性・意義 
課題 

R2 以降の

課題 

R2 以降の実施 

内容 
R7 の実施内容 

研究期間 

前半 後半 
 岩盤中には大小様々な断層が

存在するが、小規模なものの

いくつかは処分場に取り込ま

ざるを得ない可能性がある。

それらの断層が地震や隆起な

どの地殻変動の影響を受けた

場合に、その透水性がどの程

度まで上昇し得るかを検討し

ておく必要がある 

 断層の透水性は断層の変形様

式に大きく依存する。脆性的

な変形が起こると断層の透水

性は有意に上昇しやすいが、

延性的な変形の場合は透水性

が上昇しにくい。生じる変形

が脆性的か延性的かは、変形

時の岩石強度、応力などに依

存する 

 本研究では、地殻変動に対す

る緩衝能力が潜在的に高いこ

とから堆積岩に重点を置き、

断層の変形様式を支配する岩

石の強度・応力状態を計測で

き、かつマッピング（空間的

な分布図を示すこと）が可能

なパラメータで指標化するこ

とを試みる。そのようなパラ

メータと断層の透水性の潜在

的な上限を関係付けることが

できれば処分場閉鎖後の断層

の透水性について現実的な状

態設定が可能となる 

 断層は動いたとしても、その

透水性は、地層の力学的な緩

衝能力が働くことにより、一

定の値を超えない。 この現象

を定量的に示したい 

①地殻変動に対

する堆積岩の緩

衝能力を表現す

る パ ラ メ ー タ

（指標）の提案 

 

②水圧擾乱試験

によるパラメー

タの有効性の検

証 

② 地殻変動が

地層の透水性に

与える影響の把

握 

断層の幅が数十 cm の

断層における断層のずれ

が断層内の地下水の流れ

に与える影響に関して、

堆積岩の緩衝能力（自己

治癒能力）を実証するた

めに、以下の検討や試験

を実施する 

 

②-1 地殻変動が地層の

透水性に与える影響の把

握（ボーリング孔を用い

た水圧擾乱試験） 

 

前半の 5 年程度で実施 

体系化して取り組む課題（(2)処分概念オプション

の実証のうち人工バリアの定置・品質確認などの

方法論に関する実証試験）で実施 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 
R7 は実施しない ②-1 地殻変動が地層の透水性に与える影響の把握 体系化の中で、情報の不足等があった場合に

追加で試験、解析を実施 
         

よ り 大 型

の 断 層 を

対 象 と し

た 水 圧 擾

乱 試 験 を

実 施 し 、

デ ー タ を

取得 

水 圧 擾 乱

試 験 や シ

ミ ュ レ ー

シ ョ ン の

結 果 に 基

づ き モ デ

ルを改良 

大 型 の 断

層 の 水 圧

擾 乱 試 験

結 果 と 改

良 モ デ ル

の 整 合 性

を確認 

断 層 内 の

水 み ち の

つ な が り

方 の 次 元

と DI の定

量 的 な 関

係を確認 

水 圧 擾 乱

試 験 に よ

る 地 殻 変

動 の 水 理

学 的 な 影

響 評 価 手

法を整備 

    

②-2 DI（ダクティリテ

ィインデックス：岩盤に

かかる平均応力を引張強

度で割った値）を用いた

透水性評価の信頼性向

上・隆起侵食の影響評価

手法の整備 

R7 は実施しない ②-2 DI を用いた透水性評価の信頼性向上・隆起侵食の

影響評価手法の整備 
体系化の中で、情報の不足等があった場合に

追加で試験、解析を実施 
         

割 れ 目 の

水 理 学 的

連 結 性 の

領 域 区 分

に 遷 移 領

域を追加 

水 圧 擾 乱

試 験 や シ

ミ ュ レ ー

シ ョ ン の

結 果 に 基

づ き モ デ

ルを改良 

割 れ 目 の

水 理 学 的

連 結 性 と

水 圧 観 測

結 果 の 整

合 性 を 確

認 

断 層 内 の

水 み ち の

つ な が り

方 の 次 元

と DI の定

量 的 な 関

係を確認 

DI を用い

た断層/割

れ 目 の 代

表 的 な 透

水 性 の 推

定 手 法 を

整備 

    

②-3 水圧擾乱試験によ

る断層の活動性（力学的

な安定性）評価手法の整

備 

R7 は実施しない ②-3 水圧擾乱試験による断層の活動性（力学的な安定

性）評価手法の整備 

体系化の中で、情報の不足等があった場合に

追加で試験、解析を実施 

         

よ り 大 型

の 断 層 を

対 象 と し

た 水 圧 擾

乱 試 験 を

実 施 し 、

デ ー タ を

取得 

断 層 の 活

動 性 （ 力

学 的 な 安

定 性 ） 評

価 に 係 る

既 存 情 報

を取得 

大 型 の 断

層 の 水 圧

擾 乱 試 験

に 係 る デ

ー タ を 整

理 

断 層 を 対

象 と し た

水 圧 擾 乱

試 験 に よ

る 原 位 置

の 地 圧 の

推 定 手 法

を構築 

水 圧 擾 乱

試 験 に よ

る 断 層 の

力 学 的 な

安 定 性 の

評 価 手 法

を整備 

    

※1 本資料は現段階で想定するスケジュールであり、年度ごとに得られた研究成果を評価し

見直していく。 

※2 研究の進捗管理として、各年度の成果を各年度の欄に追記する。 

 個別の要素技術の課題については、期間の前半で実施し、後半は体系化して取り組む課題（「2.1.2 坑道スケ

ール～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の体系化」）に統合して実施する。 

 「2.1.2 坑道スケール～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の体系化」を実施する中で、情報の不足

等があった場合に追加で試験や解析を実施する。 

令和 6 年度までに得られる成果 

〇水圧擾乱試験による断層の活動性

（力学的な安定性）評価手法の整

備 

令和 6 年度までに得られる成果 

〇DI を用いた透水性評価手法の高

度化 

令和 6 年度までに得られる成果 

〇ボーリング孔を用いた水圧擾乱

試験データの取得 
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3.1 水圧擾乱試験などによる緩衝能力の検証・定量化 

3.1.2 地下水の流れが非常に遅い領域を調査・評価する技術の高度化 
目的・背景・必要性・

意義 
課題 

R2 以降の

課題 

R2 以降の実施 

内容 
R7 の実施内容 

研究期間 

前半 後半 
 地下水の流れが非常に遅い領域

（化石海水領域に相当と仮定）

の分布を把握することは、処分

事業における処分場選定の際に

有用な情報になり得る。このた

め、地上からの調査により、化

石海水の三次元分布を評価する

既存技術の高度化を図る 

③  地下水の

流れが非常に

遅い領域（化

石海水領域）

を 調 査 ・ 解

析・評価する

手法の確立 

 

④  三次元分

布を調査・解

析・評価する

手法の確立 

③④ 地下水流

れが非常に遅い

領域を調査・評

価する技術の高

度化 

地下水が動いていない

環境を調査してモデル化

する技術を実証するため

以下を実施 

 

前半の 5 年程度で実施 

体系化して取り組む課題（(2)処分概念オプショ

ンの実証のうち人工バリアの定置・品質確認など

の方法論に関する実証試験）で実施 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 
③ 地下水の流れが非常

に遅い領域（化石海水領

域）の調査・評価技術の

検証 

R7 は実施しない ③ 地下水の流れが非常に遅い領域の調査・評価技術

の検証 
体系化の中で、情報の不足等があった場合

に追加で試験、解析を実施 
         
化石海水領

域を把握す

るための物

理探査を実

施し、比抵

抗分布を推

定 

電磁探査に

より推定し

た化石海水

の三次元分

布の妥当性

を確認する

ためのボー

リング調査

を実施 

R3 に掘削し

たボーリン

グ孔の延長

による水質

などのデー

タ追加と R2

に推定した

化石海水分

布の妥当性

確認 

R4 までの成

果 の 整 理

と、地球化

学的な観点

も含めた方

法論の検討 

これまでの

成果の取り

まとめ 

    

④-1 化石海水の三次元

分布に係る調査・評価手

法の検証 

R7 は実施しない ④-1 化石海水の三次元分布に係る調査・評価手法の

検証 

体系化の中で、情報の不足等があった場合

に追加で試験、解析を実施 

         
化石海水分

布の把握に

必要なボー

リングの位

置・本数等

を検討 

物理探査と

ボーリング

調査のデー

タの組み合

わせにより

化石海水分

布を推定す

る方法の検

討 

地球統計学

的解析によ

る化石海水

領域の三次

元分布推定

に係る一連

の手法を整

理 

R4 までの成

果に基づく

化石海水の

三次元分布

を調査・評

価する一連

の方法論の

検討 

これまでの

成果の取り

まとめ 

    

④-2 広域スケール(十数

km×十数 km)を対象とし

た水理・物質移動評価手

法の検証（地下水滞留時

間）評価のための水理解

析、塩濃度分布評価のた

めの水理・物質移動解

析） 

R7 は実施しない ④-2 広域スケールを対象とした水理・物質移動評価

手法の検証 

体系化の中で、情報の不足等があった場合

に追加で試験、解析を実施 

         
広域スケー

ルの地下水

流 動 に 深

度・気候な

どが与える

影響を整理 

化石海水領

域に影響す

る古水理地

質学的変遷

に関する因

子を抽出す

る感度解析

を実施 

地球統計学

的解析によ

る化石海水

領域の三次

元分布推定

に係る一連

の手法を整

理 

これまでの

成果に基づ

く、古水理

地質学的変

遷を考慮し

た広域スケ

ールの解析

手法の整理 

広域スケー

ルの地下水

移行時間解

析の結果を

基にパラメ

ータ設定の

考え方を整

理 

    

※1 本資料は現段階で想定するスケジュールであり、年度ごとに得られた研究成果を評価

し見直していく。 

※2 研究の進捗管理として、各年度の成果を各年度の欄に追記する。 

 個別の要素技術の課題については、期間の前半で実施し、後半は体系化して取り組む課題（「2.1.2 坑道スケ

ール～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の体系化」）に統合して実施する。 

 「2.1.2 坑道スケール～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の体系化」を実施する中で、情報の不足

等があった場合に追加で試験や解析を実施する。 

令和 6 年度までに得られる成果 

〇広域スケールを対象とした水理・

物質移動評価手法の整備 

令和 6 年度までに得られる成果 

〇化石海水領域の調査・評価技術

の整備・高度化 

令和 6 年度までに得られる成果 

〇化石海水の三次元分布に係る調

査・評価技術の整備・高度化 
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3.2 地殻変動による人工バリアへの影響・回復挙動試験 
目的・背景・必要性・

意義 
課題 

R2 以降の

課題 

R2 以降の実施 

内容 
R7 の実施内容 

研究期間 

前半 後半 
 地震・断層活動等の地殻変動

に対する堆積岩の力学的・水

理学的な緩衝能力（自己治癒

能力）を定量的に検証し、堆

積岩地域における立地選定や

処分場の設計を、より科学

的・合理的に行える技術と知

見を整備する 

① 人工バリア

の緩衝材や坑道

の埋め戻し材に

よる掘削損傷領

域（ EDZ）のひ

び割れの自己治

癒能力を評価す

る手法の確立 

 

② 人工バリア

の自己治癒能力

（ひび割れの修

復）を実証 

②  地殻変動に

よる人工バリア

の緩衝材や坑道

埋め戻し材の掘

削 損 傷 領 域

（ EDZ）への自

己治癒能力の実

証 

人工バリアのひび割れ

に対する自己治癒能力を

実証するため以下の机上

検討を実施 

 

前半の 5 年程度で実施 

体系化して取り組む課題（(2)処分概念オプショ

ンの実証のうち人工バリアの定置・品質確認な

どの方法論に関する実証試験）で実施 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 
② 人工バリアの緩衝材や

坑道埋め戻し材が掘削損

傷領域（EDZ）の力学的・

水理学的な緩衝能力（自

己治癒能力）に与える影

響を把握する解析手法の

開発 

 DI を用いた EDZ の透水

性を予測する既存モデ

ルの再検証 

R7 は実施しない ②-1 DI を用いた EDZ の透水性を予測する

既存モデルの再検証 
体系化の中で、情報の不足等があった場合に追加で試

験、解析を実施 
         
試料観察に

基 づ き 、

EDZ の割れ

目開口状況

を定量的に

把握 

水圧擾乱試

験やシミュ

レーション

の結果に基

づきモデル

を改良 

EDZ の透水

性と改良モ

デルの整合

性を確認 

      

 坑道埋め戻し後の EDZ

の透水性を予測するモ

デルの構築 

R7 は実施しない ②-2 坑道埋め戻し後の EDZ の透水性を予

測するモデルの構築 
体系化の中で、情報の不足等があった場合に追加で試

験、解析を実施 
         
試料観察に

基 づ き 、

EDZ の割れ

目開口状況

を定量的に

把握 

坑道埋め戻

し後の割れ

目のずれが

EDZ の透水

性に与える

影響を確認 

埋め戻し材

の膨潤圧が

EDZ の透水

性に与える

影響の評価

手法を構築 

      

※1 本資料は現段階で想定するスケジュールであり、年度ごとに得られた研究成果を評価

し見直していく。 

※2 研究の進捗管理として、各年度の成果を各年度の欄に追記する。 

 個別の要素技術の課題については、期間の前半で実施し、後半は体系化して取り組む課題（「2.1.2 坑道ス

ケール～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の体系化」）に統合して実施する。 

 「2.1.2 坑道スケール～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の体系化」を実施する中で、情報の不足

等があった場合に追加で試験や解析を実施する。 

 

令和 4 年度までに得られる成果 

〇坑道埋め戻し後の EDZ の透水性

を予測するモデルの構築 

令和 4 年度までに得られる成果 

〇DI を用いた EDZ の透水性を予測

する既存モデルの再検証 
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